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はしがき 

 

地域政府としての自治体に対する批判はつきない。品のない議員が多い、議員は信用で

きない、何もしない(首)長、お役所仕事の職員などの声である。しかし、自治体を取り巻

く環境は、少子高齢化をはじめとして厳しさを増している。 

このような中で、自治体には、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基

本となる仕組みや方針を規定する条例」である基本法として、自治基本条例の制定が求め

られている。なぜなら、現行法令の内容だけでは、地域の課題を解決することができない

ことが少なくないからである。全国画一性、省庁縦割性、時代錯誤性という国法・制度の

必然的かつ構造的な限界を想起すれば、このことは容易に理解される。 

 持続可能な地域の実現を可能にするためには、人々の意識を変革するだけでなく、政治

行政システムの変革もまた不可避である。自治体は高度成長期以降、そして 2000 年分権改

革では国法・制度上も、その役割を大きく変えてきた。自治基本条例の制定は、その政治

行政システムを自ら確認し、地域政府としての役割とその役割を果たすための情報共有や

市民参加などの仕組み、総合計画による自治体運営、財政規律、評価など自治体運営の基

本方針を可視化するものである。このことは、主権者として一部留保している不可譲な主

権を行使する時期と手順を明確化させるものである。 

しかしながら、全国の基礎自治体における自治基本条例の制定状況は、引き続き制定さ

れ続けてはいるものの、近年その制定が著しい議会基本条例の制定状況に比べ、その伸び

が緩く、強く必要性が認識されているといえる状況にはない。一部には自治基本条例その

ものに消極的あるいは否定的な見解さえ、市民、議員、研究者の間にもみられる。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

本稿は、自治基本条例について、その必要性と誕生までの経過を踏まえたうえで、自治

基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定動向と、それぞれの条例の内容を比

較する。そのことにより、条例の議決権をもつ議会の構成員である議員の間に、「議会は何

者か」という議会自らの再定義と議会が果たすべき役割を議会基本条例の制定・運用過程
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において認識させること、また、議会基本条例において議会自らのことについて規定し、

その骨格部分が自治基本条例に反映されることから、長主導で議会条項が定められてしま

うという抵抗感も抑止され得ること、つまり議会基本条例の制定・運用が自治基本条例の

制定に補完的にかかわることを明らかにする試みである。 
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第１章 本稿の背景と目的 

  

第１節 本稿の背景・目的・定義 

 

１ 本稿の背景と目的 

 

いま自治体には、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組

みや方針を規定する条例」である基本法（本稿においては、「基本法」を「自治体が自ら

つくる自治体運営の基本となる規範」という意味で使用する（松下（圭）1991:174）。）と

して、自治基本条例の制定が求められている １。 

 自治体には、全国画一性、省庁縦割性、時代錯誤性という国法・制度の必然的かつ構造

的な限界を乗りこえ、地域個性、地域総合性、地域先導性ある政策開発によって地域課題

の解決に取り組むことが求められる（松下（圭）1991：286-287）。このことは、国の政策

の限界を自治体が逆補完することでもある（市民が自治権の一部を基礎自治体に信託し、

基礎自治体は自らなすことができない事項について広域自治体に委ね、広域自治体が自ら

なすことができない事項については国に委ねるという補完の関係が一般的には説かれるこ

とが多いが、国の政策を自治体が補完するという意味において、本稿では、これらを「逆

補完」と呼ぶ。）。自治体と国は、相互に補完する関係にある。都市型社会が成立し分権化

がすすむ今日、国法の規律密度が緩和し、自治体による国法解釈の自由度が増すなかで、

市民の自治体への地域課題の解決という要請に応えるため、地方自治の仕組みをそれぞれ

の地域でその地域にふさわしい形に可視化することが重要である。自治基本条例は、自治

体における自治の基本法として制定される必要がある。 

 なぜなら、現行法令の内容だけでは、地域の課題を解決することができないことが少な

くないからである。前段でみた、全国画一性、省庁縦割性、時代錯誤性という国法・制度

の必然的かつ構造的な限界を想起すれば、このことは容易に理解される。また、国法・制
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度は、自治体の意向には必ずしも関係なく変更されることがある。けれども自治体には国

法・制度の変化を予測しながら、それらを解釈・運用しつつ、自治立法である条例の制定・

運用により、地域の課題を解決していくことが求められているのである。 

 だからこそ自治基本条例は、これら国法・制度の解釈・運用や自治立法である条例の制

定・運用の自治体における基本法（松下（圭）1991：174）)として制定される必要がある。 

 持続可能な地域の実現を可能にするためには、人々の意識を変革するだけでなく、政治

行政システムの変革もまた不可避である(白石 2005:192-193)。自治体は高度成長期以降、

そして 2000 年分権改革では国法・制度上も、その役割を大きく変えてきた。自治基本条例

の制定は、その政治行政システムを自ら確認し、地域政府としての役割とその役割を果た

すための情報共有や市民参加などの仕組み、総合計画による自治体運営、財政規律、評価

など自治体運営の基本方針を可視化するものである。このことは、主権者として一部留保

している不可譲な主権を行使する時期と手順を明確化させるものである。 

しかしながら、全国の基礎自治体における自治基本条例の制定状況は、引き続き制定さ

れ続けてはいるものの、図表 1－１、図表１－２に示めすように、議会基本条例の制定状

況に比べ、近年その伸びが緩く ２、強く必要性が認識されているといえる状況にはない。  

一部には自治基本条例そのものに消極的あるいは否定的な見解さえ、市民、議員、研究

者の間にもみられる。自治基本条例を日本乗っ取りの道具として制定に反対する市民団体

(自治基本条例の制定に反対する市民の会ホームページ)(村田 2014)、議会条項を盾に首長

の議会に対する越権行為であるとする議員(福島 2014:194-195)、法解釈の立場から疑義を

呈する研究者(八木 2014:1-8,松永 1997:230)、さらには一部国政政党も消極的立場をとっ

ている。たとえば、自由民主党政務調査会が発行した『チョット待て！！自治基本条例～

つくるべきかどうか、もう一度考えてみよう～』（発行年不詳：１）は、自治基本条例の「地

方自治が住民の信託によって成り立つ」とする複数信託論が憲法の趣旨を大きく逸脱する

と指摘し自治基本条例に対する疑念を示している。 

一方、議会については、議会基本条例の制定が急速にひろがっている（図表１－１、図
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表１－２）。議会基本条例は、自治基本条例があれば、その関連条例となるものである。議

会基本条例は、「議会の役割（使命）を宣言するとともに、議会に対する市民の権利を具体

化し、議会運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針を示す」ものである。そ

こでは、市民と議会の関係、議会と長の関係、議員間の関係などが明示される。 

議会基本条例の急激な広がりは自治基本条例にとって何を意味しているのだろうか。 

自治基本条例について、松下（圭）は、「今後、日本の自治体は『日本国憲法』第８章

をふまえて、独自の〈基本条例〉を自治体レベルの基本法として策定していくことになる

（中略）。この基本条例は、長期・総合の自治体計画の基本となるとともに、国法の運用を

ふくむ政策法務の自治体基準となってい（く）」（（ ）内は筆者〔＝田中〕）、とする（松下

（圭）1996：107-108）。また、「基本条例は自治体の基本法としての「枠組法」なのである」

（松下（圭）2002：15）と述べる。 

辻山は、「住民による自治体行政・議会の役割そして住民自身の責務と権利の定義」（辻

山 2003:7）、「住民と自治体との基本的な関係、すなわち住民から自治体への「信託のかた

ち」（統治機構）を自治・行政システムとして宣言するもの」（辻山 2003:8）とする。 

新川は、「住民自治の確立等の課題を実現するための自治基本条例」（新川 2005:6）とす

る。 

阿部は、「参加、協働、情報共有等の、それぞれの地域における自治のあり方を規律す

べき基本理念や基本原則を宣言したうえで、自治体の主体としての地域住民が有する、自

治体の行財政運営に参加する権利を明示し、それとあわせて地域住民、地域の事業者、首

長、自治体職員、議会、議員などが自治体の行財政運営に関与するに際して果たすべき基

本的な責務を定めるとともに、広範かつ多様な住民参加を前提として遂行される自治体の

行財政運営の骨格を示す。」（阿部 2009：74）としている。 

南川は、「「地方自治の憲法」という意味での自治基本条例を制定するのであれば、それ

ぞれの地方自治体の構造や組織、さらにはその政治・行政に関する基本的な原則を定める

ことが必要となる。」（南川 2002:72）とする。 



  
 

4 
 

これらは、総じて、主権者である「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その

基本となる仕組みと方針を示している」といえる。自治基本条例が、第２節及び第３節に

おいてみるように、主権者である市民の信託を受けた議会や長を通じた自治体運営におい

て、市民の権利を保障するとともに、市民、議会、長の役割と、市民と議会、市民と長、

議会と長、さらには市民と議会と長という３者の関係性を可視化するものであることから、

本稿において筆者（＝田中）は、自治基本条例を「市民の権利と、自治体運営の全体像に

ついて、その基本となる仕組みや方針を規定した条例」ととらえる。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

本稿では、自治基本条例について、その必要性と誕生までの経過を踏まえたうえで、自

治基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定動向と、それぞれの条例の内容を

比較する。そのことにより、条例の議決権をもつ議会の構成員である議員の間に、「議会は

何者か」という議会自らの再定義と議会が果たすべき役割を議会基本条例の制定過程にお

いて認識させること、また、議会基本条例において議会自らのことについて規定し、その

骨格部分が自治基本条例に反映されることから、長主導で議会条項が定められてしまうと

いう抵抗感も抑止され得ること、つまり議会基本条例の制定・運用が自治基本条例の制定

に補完的にかかわることを明らかにする。さらに、自治基本条例の制定・運用が議会基本

条例の制定・運用にも働きかけ得ることを展望する。 
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図表 1－１ 基礎自治体における自治基本条例と議会基本条例の制定（施行）状況 

 

（注）自治基本条例の制定数については、2001 年から 2011 年までは施行日をもって基準とし、 

2012 年については制定日をもって基準としている。議会基本条例は、全て制定日をもっ 

て基準とする。 

（出典）ＮＰＯ公共政策研究所のホームページ 

http://www16.plala.or.jp/koukyou-seisaku/policy3.html（情報取得 2013.4.15） 、 

自治体議会改革フォーラムのホームページ 

http://www.gikai-kaikaku.net/gikaikaikaku-info.html（情報取得 2013.4.15）、 

廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム（編）（2013）をもとに筆者作成。 
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図表１－２ 基礎自治体における自治基本条例と議会基本条例の制定（施行）状況 

年 

 

自治基本条例 議会基本条例 

施行数 累計 制定数 累計 

2001 1 1 － － 

2002 1 2 － － 

2003 9 11 － － 

2004 9 20 － － 

2005 23 43 － － 

2006 24 67 2 2 

2007 39 106 9 11 

2008 29 135 16 27 

2009 29 164 50 77 

2010 34 198 72 149 

2011 26 224 86 235 

2012 24 248 104 339 

（注）自治基本条例の制定数については、2001 年から 2011 年までは施行日をもって基準とし、 

2012 年については制定日をもって基準としている。議会基本条例は、全て制定日をもっ 

て基準とする。 

（出典）ＮＰＯ公共政策研究所のホームページ 

http://www16.plala.or.jp/koukyou-seisaku/policy3.html（情報取得 2013.4.15） 、 

自治体議会改革フォーラムのホームページ 

http://www.gikai-kaikaku.net/gikaikaikaku-info.html（情報取得 2013.4.15）、 

廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム（編）（2013）をもとに筆者作成。 
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２  自治基本条例、議会基本条例、市民 

 

主権者である市民は、複数信託により、自らのもつ主権の一部を国に信託するのと同時

に、自治体に信託している。市民は、国を活用するとともに統制するため、憲法に基本的

人権の尊重にかかる条項と、そのために必要となる統治機構にかかる条項を規定している。 

自治基本条例を自治体の憲法であると捉えるならば、自治基本条例には、日本国憲法と

同様に、基本的人権の尊重にかかる条項とそのために必要となる統治機構にかかる条項を

規定することになる。そこでは、市民の参加権と抵抗権のあり方についても規定されるこ

とが必要となろう。 

本稿では、自治基本条例を１においてみたように、「市民の権利と、自治体運営の全体

像について、その基本となる仕組みや方針を規定した条例」とし、それらの内容を含む、

まちづくり基本条例、自治体基本条例、市政基本条例など呼び名の異なる条例も自治基本

条例に含まれることとし論をすすめる。 

これまで制定されている自治基本条例には、前文、まちづくりの基本原則、情報共有（情

報公開）、市民参加（参加）、協働、コミュニティ、議会、長、自治体運営、住民投票制度

などの規定が含まれていることが多い ３。総合計画に基づく自治体運営を行うことを明記

する条例も少なくない。また、自治基本条例は、他の条例との比較では上位に位置づけら

れる条例である。 

議会基本条例は、「議会の役割（使命）を宣言するとともに、議会に対する市民の権利

を具体化し、議会運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針を規定した条例」

である。そこでは、市民と議会の関係、議会と長の関係、議員間の関係などが明示される。

議会基本条例は自治基本条例の関連条例 ４といえるものである。自治基本条例が国の日本

国憲法と対比されるように、議会基本条例は国の国会法に相当するものとみることができ

よう。 

日本国憲法では、国会について、その役割、構成、議員の任期などが規定されている。
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この規定を受けて、国会法では、召集、会期、役員、議員、委員会、会議などの規定が置

かれている。 

議会基本条例には、前文、議会および議員の活動原則、市民と議会の関係、議会と行政

の関係、議会の合意形成および自由討議の保障、議会の組織、議会の運営、議員の身分・

政治倫理、議会事務局の体制及び見直しなどの規定が含まれていることが多い。また、自

治基本条例よりも個別具体的な内容となっている場合が少なくない。これは、議会の組

織・運営について書ける「余白（地方自治法に書かれていない部分）」が多いからである。

たとえば、地方自治法には、議会に関して、組織、権限、召集、会期、議長、副議長、委

員会、会議、請願、議員の辞職、資格の決定、規律、懲罰、議会事務局、事務局長、書記

長、書記、その他の職員について規定されているものの自治体議会が決定権を持つ事項が

少なくない。また、主権者である市民と議会のかかわりについての規定は、請願・陳情に

ついてあるものの少ない。さらに、議会基本条例のもつ議会改革条例としての一面の性質

も、この要因になっているものと思われる。 

また、請願・陳情については、地方自治法に規定があり、比較的多く活用されているも

のの、提案者として市民がその趣旨を議会の場で直接説明することが、市民の権利として

認められているのは、全国基礎自治体における議会の約 11.9 パーセントと限られている

（廣瀬・自治体議会改革フォーラム 2013:136）。この請願・陳情については、地方自治法

第 109 条第 5 項において準用する第 115 条の 2 により、「常任委員会は、予算その他重要

な議案、陳情等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者

等から意見を聴くことができる。」とされ、同法第 109 条第 6 項においてにおいて準用す

る第 115 条の 2 により、「常任委員会は、当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は

審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴くことができ

る。」こととされている。しかし、これらの規定は、議会側に裁量権のある規定となって

いる。これを、議会基本条例により市民の権利として位置付づけることの必要性が指摘さ

れている（福島 2014:80-82）。議会基本条例が議会に対する市民の参加権を規定するので
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あれば、福島の見解は妥当であるといえよう。 

自治体運営全体を射程とするという観点からは、少なくとも議会の役割については、本

来自治基本条例によって規定されることがふさわしい。しかし、現実の社会においては、

必ずしも理想型（理念型）が一朝一夕に成立するとは限らない。「二つの代表機関がそれ

ぞれ別々に選出され、権限を分担して制御と均衡の原則によって拮抗している二元代表制

の下では、二つの代表機関の足並みが揃うことは制度的に担保されているものではない。

自治体運営の基本方針を定める自治基本条例に、充実した議会条項を盛り込んでいくこと

が、理念的に、また最終的に達成すべき状態としてあるべき形であるにしても、現実には

段階論的な取り組みによってでなければ、改革が進まないということが、ここには反映さ

れているとみるべきであろう」(廣瀬 2011b:111-112)との指摘は妥当であろう。このこと

は、図表４－１や図表４－２に示す同一自治体内における自治基本条例と議会基本条例の

異なる制定時期が傍証しているとみることができる。 

このように考えれば、議会基本条例の中に、本来、自治基本条例において規定すべき内

容が含まれていることは、不自然ではない。むしろ自治基本条例が未制定の状況下にある

自治体においては、議会基本条例の制定過程において、議会自らが議会は何者かという議

会自身の再定義を行うことは、栗山町議会基本条例が、その前文において「議会は、その

持てる権能を十分に駆使して、自治体事務の立案、決定、執行、評価における論点、争点

を広く町民に明らかにする責務を有している。自由かっ達な討議をとおして、これら論点、

争点を発見、公開することは討論の広場である議会の第一の使命である。」と議会の果たす

べき役割を宣言していることにもみられるように、自然なことであろう。 

栗山町議会基本条例にみられるように、議会基本条例は、議会の再定義を含むという意

味において、自治基本条例の内容を含むとみることができる。 

自治基本条例と議会基本条例が併存する段階でどのように整理すべきかについては、基

本制度などの「憲法的な項目」、本稿の自治基本条例の定義に即していえば、「市民の権利

と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」を自治基本条例に位置



  
 

10 
 

づけ、合議制代表機関の運営に固有の領域について、具体的個別的な制度に踏み込んだ内

容は、「国会法」に相当するものとして議会基本条例に位置づけるという整理がひとつの

解といえよう(廣瀬 2011b:111-112)。自治基本条例が制定されていない自治体においては、

自治基本条例における議会条項に該当する内容が議会基本条例に規定されている条例も

見られる ５。 

なお、自治基本条例の関連条例としては、「市民の権利と、自治体運営の全体像につい

て、その基本となる仕組みや方針」を自治基本条例と一体的かつ具体的に定めるものとし

て、議会基本条例のほかに、行政基本条例、情報公開条例、市民参加条例、パブリック・

コメント手続条例、市民投票条例などをあげることができる ６。 

 また、本稿においては、自主性・主体性の程度や、居住する自治体の市町村区分により

市民・住民ないしは市民・町民・村民という区分は行わず、できるだけ広範な意味におい

て「市民」という用語を使用する（佐藤 2013:8）。ただし、「団体自治」に対比する意味で

の「住民自治」という用語を用いる場合、「住民」という用語を使用する。また、取り上げ

る事例等において「住民」「町民」の用語が使用されている場合においては、「住民」「町民」

の用語を使用する。 

 

第 2 節 自治に求められる自治基本条例 

 

１ 地方自治の本旨と自治体 

  

 自治体は、地域の公共課題のうち、一定の手続きを経て市民から信託された権限、財源

で政策を決定し実行し評価する市民の代表機構そして代行機関である。「民主政治では、政

治主体としての市民と制度主体としての政府の分裂がおきる」(松下(圭)1991:88)が、制度

主体としての政府は、政治主体である市民の代表機構そして代行機関であるということで

ある。自治体政府は、「個々の市民の〈信託〉によってつくられ、個々の市民がこの〈信託〉
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を解除すれば政府でなくなる。（中略）市民が政府の創造主である。基本法という設計図に

より、市民の道具・機構として政府がつくられる」(松下(圭)1991:88)。 

日本国憲法の前文は、「主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そも

そも国政は、国民の厳粛な信託によるものであって、その権威は国民に由来し、その権力

は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原

理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲

法、法令及び詔勅を排除する」と宣言する。また、日本国憲法第 92 条には、「地方公共団

体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律でこれを定める」と、

地方自治についての総則的な規定が置かれている。複数信託論である前段の考えにしたが

えば、地方自治の本旨とは市民自治を意味すると理解することができる。このように、捉

えることで日本国憲法第９２条は、「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、市民自

治の考えに基づいて、法律でこれを定める」と読み替えることができよう ７。 

 地方自治の憲法学説としては、承認説(伝来説)、固有権説、制度的保障説、新固有権説、

社会契約説がある。今日の通説である制度的保障説は、自治権の前国家性を否認する一方

で国の法令に対抗する一定の保障をこれに与える論理であるとされている。一方で、社会

契約説は、「中央政府の統治権の根拠は、憲法前文に、『そもそも国政は、国民の厳粛な信

託によるもの』という一節があることから、社会契約説に立つと解されている。すなわち、

主権者たる国民の『信託』、つまり同意にあると考えるのが通説である。(中略)憲法が社会

契約説をとった以上、地方公共団体の統治権も憲法制定という契約締結によって、直接そ

の地域住民から信託されたと解すべきである。」(渋谷 2013：731-732)とする。これは、複

数信託論の立場である。 

 また、片木は、「主権の行使（自治立法権、自治行政権、自治財政権等）が「地方政府」

としての自治体に委ねられる場合にも、国民から国（中央政府）に信託された主権の行使

の権能の一部が地方自治体に再委任されているわけではない。地方自治体の自主立法権 

、自主行政権等は、国と並列的に、憲法により直接地方自治体に与えられたものであると
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する考え方が有力になっている。つまり、国民は中央政府としての国に主権の行使の全て

を信託したのではなく、国家レベルのことは国に、地方レベルのことは自治体にそれぞ 

れ信託しているとする考え方である（二重信託論）。すでに、政府の国会容弁においても、

このような考え方に立った日本国憲法の解釈が示されている。平成 8 年 12 月 6 日、衆議

院予算委員会において、管直人委員の「主権者である国民が自治体の議会を選んで、そこ

で条例を制定するというのは一つの国民主権から導かれた機能ですので、そこでもう一つ

の条例制定権があり、そして、自治体はそれに基づく一つの行政権もあると思いますが、

これについてどういう見解をお持ちか、お聞かせいただきたい」との質問に対し、大森内

閣法制局長官（当時）は、「地方公共団体に属する地方行政執行権を除いた意味における行

政の主体は、最高行政機関としては内閣である」と答え、「行政」のすべてが内閣に属する

のではなく、「地方公共団体に属する地方行政執行権を除いた意味における行政」が内閣に

属するとの解釈を示した。」とする(片木 2009:6-7)。この衆議院予算委員会における菅委

員と森内閣法制局長官との質問・答弁は、この時点において、複数信託論（二重信託論）

の立場に立つ国の立場を示すものであるといえなくもない。 

 

２ 都市型社会の成立と 2000 年分権改革による「自治体政府」 

 

１でみた、この市民自治の果たす役割は、戦後地方自治法の制定のあと、高度成長期と

いう社会変動によって顕在化する。 

 高度成長期を画期とする都市型社会への移行にともない、自治体には、政策課題の拡大、

権限・財源の拡大、職員の量・質の上昇、政策立案・執行能力の熟達がおこり、自治体は

政府として自立する(松下(圭)1991:57)。そして、自治体政府は地域の公共課題に対応する

自治体政府政策の政策主体になっていった。国の下部機関から、市民の信託によりその地

域の課題に市民から託された資源で対応する自治のための政府機構に再構築されたのであ

る。 
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革新自治体のころには、国と自治体との衝突もあったが、2000 年分権改革は、国法・制

度上も、自治体の機関である議会や長に政府としての役割をみとめ、国と地方の関係も上

下主従から対等平等の関係に変容している。この 2000 年分権改革により、地方自治法は大

改正となり、かつての地方公共団体とは全く異なる自治体の姿が見えてくることとなった。 

2000 年分権改革は、制度の水面下で先駆の蓄積が進めてきた「自治体の政府化」を可視

化させ国法から制度化するものでもあった(土山 2007:201)。この 2000年分権改革により、

これまで自治体に対して、その権限を制限していた官治・集権型の「機関委任事務」が廃

止になっている。自治体は、それぞれの課題領域のすべてについて、自治事務はもちろん

のこと法定受託事務についても、国法の自主解釈、そして条例という自主立法が自由に行

えるようになっている。 

  しかしながら、2000年分権改革の趣旨を踏まえた、国法の改正等は、図表 2-4に示すよ

うに行われ続けてはいるものの、まだ十分といえる状況にはない。一方、自治体側の課題

としては、その持てる権限を十分に活用しているといえる状況にはないことがあげられる。 

たとえば、数次にわたる「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（一括法）」の施行により、自治体は地域の実情に見合った

内容で地域の政策課題解決に取り組めることになっているが、自治体は、その権限を十分

には果たしていない。一例をあげれば、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律（第２次一括法）」が 2011年４月 28 日成立し

たことにより、従来の道路構造令という政令で定められていた道路についての構造の技術

的基準を定める権限が自治体に位置づけられている。しかしながら、地域の道路事情に即

した条例制定を行ったとみられる事例は、高松市や長崎市など筆者の知る限り少数となっ

ている（義務枠見直し条例研究会 2013:84-86）。このような状況は、地域の特長である地

域個性、地域総合性、地域先導性ある政策開発によって地域課題に取り組むことに対応し

ておらず、自治体本来の責務を果たしているとはいえない。 

このような状況について、西尾勝は、「自治・分権再考－地方自治を志す人たちへ」に
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おいて、機関委任事務の廃止はこうした行政文化の体質改善まで含めて、目に見える効果

をただちにもたらすものではない。その意味で第１次の分権改革は、徐々に「体質を変え

る漢方薬のようなもの」だと位置づけられているとする。そして、改革の薬効を確かにす

るためには、なによりも自治体が実際、自主的な法令解釈や条例制定に取り組み、また、

広くこれまでの行政文化をあらためるなんらかのしかけを打ち出すことが必要になるとし

ている（西尾 2013:128）。 

 このことは、2000 年分権改革以降の分権改革により、分権の制度的枠組みは整いつつあ

るものの、その枠組みを自治体が十分に、とらえようによってはほとんど活用していない

ことへの第一次地方分権改革以来、あるいはそれ以前から地方分権に取り組んでいる地方

分権推進者のもどかしさをあらわしているといえよう。 

 では、なぜ分権は市民との関係で必要なのか。それは、自治のための分権だからである。

また、なるべく近い政府に権限（制度的主権）をおくことで、政治的主権者である市民が

政府政策に参加しやすくなるなど、政府を制御しやすくすることができるからである。 

 

３ なぜ自治基本条例か 

 

 拡大する政策領域のなかで、自治体には、市民からの信託によりよく応えるため、組織

運営、財政規律を含め、自治体政府としての自律が求められる。そのためには、「市民の権

利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針を規定した条例」を自

治基本条例として可視化することが議会や長にとって必要となる。これらが可視化されて

いなければ、自らはもとよりのこと他のアクターも互いの役割を認識することができない。

もちろん主権者である市民も自治体政府を統制することができず、自治体は迷走すること

になる。このような状況に陥れば、もはや自治体と呼ぶことはできないであろう。そのこ

とを防ぐために、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや

方針を規定した条例」を自治基本条例として可視化することが、市民、議会、長にとって
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必要となるのである。 

 議会や長などの自治体政府は、巨大な権力をもつ。巨大な権力者であることを認識しな

い自治体政府は危険である。自治体政府は、ときとして市民自治を制約することもあり得

る。主権者である市民の意にそわない意思決定を行ったり、地域の課題解決に必要な意思

決定を行わないこともあり得るのである。例えば、２においてみたように、数次にわたる

一括法の施行により、自治体は地域の実情に合った内容で条例を制定することにより地域

の政策課題解決に取り組めることになっているが、その権限を活用しているといえる状況

にあるとはいえない。 

 このことは、分権一括法の施行に伴う条例の制定には時間的制約があるものの、自治体

政府が、市民の信託に応えていないと判断せざるを得ないであろう。時間的制約があるこ

とにより、条例制定期限までに地域の実情を把握しきれず、また地域の実情にふさわしい

基準を作成しきれないのであれば、数年後に見直すことを条例の中に明記しておくことが

本来の姿である。そのような対応をなしえない長や議会の活動内容は、これらの機関によ

り構成される自治体政府を制御する必要の証左でもある。このように自治体政府を制御す

るための可視化された基本法として、自治基本条例の制定が求められているのである。 

 

４ 自治と自治基本条例 

 

 自治基本条例は、高度成長期以来の日本の地方自治における自治体の機能の変革を踏ま

えた、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」を可

視化するものである。カタチだけのものになる可能性はあるとしても、自治基本条例の制

定と運用によって、自治体には総合計画の根拠法をもつことになる。また、財政規律が明

確に位置づけられることになる。 

一方で、この自治基本条例の拡がりにともない、自治基本条例の制定に対する反発も生

じている。例えば、現在国政において野党第１党から与党に復帰している自由民主党が立
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場を明確にして、自治基本条例に対する疑問を投げかけている。 

自由民主党政務調査会による『チョット待て！！自治基本条例～つくるべきかどうか、

もう一度考えてみよう～』（作成年不詳:１）は、自治基本条例の「地方自治が住民の信託

によって成り立つ」とする考え方が憲法の趣旨を大きく逸脱すると指摘し自治基本条例に

対する疑念を示している。また、「自治基本条例に反対する市民の会」８のウエブサイトや

その関係者による著作による自治基本条例の制定に対するネガティブキャンペーンも見ら

れる。 

しかしながら、第１節に示した日本国憲法の精神である国民主権、国民の信託に基づく

国政、地方自治の本旨に基づく自治体の組織及び運営という日本国憲法の精神に照らし合

わせれば、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」

は、市民の信託により成立するものであり、自治基本条例が日本国憲法の趣旨を逸脱して

いると理解することはできない。 

けれども、これらのネガティブキャンペーンが、地方政治になんらかの影響を与え得る

ことは、国会議員と地方議員の間にみられる系列化をとおして相互に依存しあう関係にみ

られるような政治の相互依存性に鑑みれば容易に想像できることである。自由民主党のこ

のスタンスは、大きな環境の変化である。このことは、地方議会において、自治基本条例

の制定に反対の姿勢を示すことの少なくない保守勢力が阻害要因となっているのではない

かとの見方にもつながり得る。これらの動向は、自治基本条例の制定の取り組みを始めよ

うとする関係者や、条例制定に向けた検討の途中にあり自治基本条例制定の必要性につい

て信念を持ちえていない関係者が、自治基本条例制定の意欲を喪失させることにつながり

得るであろう。 

 しかしながら、自治体政府の政策領域が拡大を続けるなか、政府として市民の信託にい

かに応え、自らがいかなる存在であるかを言明することは、自治体の権限が拡大し自治体

のありかたが、これまで以上に市民と地域の日常に大きな影響をもつものである以上、重

要であり必須のものといえる。 
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 では、仮に「自治基本条例が制定・運用されていなかったら、どうなっていたのか。」と

いう疑問が生じるかもしれない。自治基本条例が制定されていなかったならば、自治体政

府の役割も明確化せず、当該自治体は破産への道を歩むことになるかもしれない。このこ

とは、自治基本条例が制定されており、自治体政府に対する統制が機能している場合にあ

っては、自治基本条例が制定されていない場合よりも、その危険性を回避しうる可能性が

高まるということである。ニセコ町の片山町長によれば、前町長の町政運営に対して、「ニ

セコには、まちづくり基本条例がある。それに従うことが求められているとの発言を町の

職員が町長に対して公開の席で発言した ９。」という。まちづくり基本条例には、情報共有

と参加を柱とする条項が規定されており、それらの条項は自治体運営をより適正なものに

誘導する可能性を持つからである。片山も、これまで情報共有と参加を柱とするまちづく

りを進めるうえで、まちづくり基本条例の存在は大きかったという １０。 

また、栗山町においては、自治基本条例が制定される以前であるが、議会が自治基本条

例の内容を自分のものとし、首長主導の総合計画案への対案を作成し、最終的にその対案

に示された内容の多くが総合計画に反映されている。このことは、自治基本条例の制定前

において、議会が後日制定された自治基本条例に規定される自らの役割を、この段階にお

いて果たしているものとみることができる。 

 

５  自治基本条例の位置づけ・特性・類型 

 

自治基本条例は、図表１－３に示したように、自治基本条例、（分野別）基本条例、実

施条例（一般条例、個別条例）という、条例体系の３層構造の最上位に位置する(礒崎

2012:30)。この見方は、自治基本条例が最高規範性をもつ条例であり、たとえ条例の中に

「最高規範」との明文がなくとも、基本条例として他の条例に対する優位性をもつもので

あることを示すと考えると妥当な見解であると評価することができる。また、自治基本条

例の最高規範性については、その制定過程においても議論となるが、第３節６においてみ
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るように、自治体における最高規範の必要性からも妥当な見解であるといえよう。 

条例制定の課題には、具体的な問題や支障が生じていて何らかの対応が求められる「問

題解決型課題」と、特別な問題や支障が生じているわけではないが、よりよい状況への改

善をめざす「状況改善型課題」がある。それぞれに対応する条例は問題解決型条例と状況

改善型条例に分類されるが、自治基本条例は状況改善型条例に位置づけることができる(礒

崎 2012:33)。そのため自治基本条例は、市民に認知されにくいという特性をもつといえる。 

 

図表１－３ 条例体系の三層構造     

 

（出典）礒崎（2012：31） 

 

６ 自治基本条例の制定過程の特徴 

 

(１)  多様な市民参加の手法 

 

自治基本条例の制定に際しては、通常の条例制定時に比べて、例えば、図表１－４に示

したような参加手法を複数組み合わせた市民参加が行われることが少なくない。案を一か

ら自分たちで作り上げていくパブリック・インボルブメントや、途中段階あるいは最終段

階にある案について意見を公募するパブリック・コメントなどさまざまな参加手法がある。 

そもそも参加する権利は、主権者である市民が、自治の権限の一部を地方政府としての

 

分野別基本条例 

実施条例 

←自治基本条例 
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自治体政府に信託するにあたり、不可譲な主権として、主権者市民に留保されているもの

である。 

この市民参加が、実質的に機能するためには、次の２つの点を満たすことが参加と呼ぶ

ことのできる必要条件となる。１つは、参加者の多様性が確保されているということであ

る。職業、年齢、性別、地域性など、さまざまな多様性が一定程度確保されていることが

求められてくる。いま１つは、参加希望者全員が、少なくとも当該政策決定の早い段階（案

づくりの段階、ないし案の固まらない早い段階）と、案づくりの最終段階で、適切な情報

を持つことができ自分の考えを主張できる機会を持ち得る状況が確保されているという

ことである。 

 参加の手法については、また、図表１－４に示したとおり、少なくとも広汎性、双方向

性、密着度、非包絡性という視点において、各々の性質を持つことから、各手法の長所を

いかし短所をカバーする重層的な手法が必要とされる。現実の自治基本条例の制定過程に

おいても、そのことが実践されていることが少なくない。たとえば、三郷市の自治基本条

例制定過程においては、市の広報紙やホームページ、各種会議やイベントでの自治基本条

例制定についての取り組みの発信のほかに、市民を対象とした講演会・懇談会、ワークシ

ョップその１、パブリック・コメント手続その１、ワークショップその２、オープンコー

ナー、パブリック・コメント手続その２、フォーラムなどが連続的に開催ないし実施され

ている（三郷市 2010:28）。また、全員協議会での議会との意見交換が条例の骨子段階と原

案段階で行われている。 

広汎性とは、実質的に市民がどれだけ広汎に参加できるかということである。双方向性

とは、参加を求める側と参加する側の間に、意見のやり取りなど双方向のコミュニケーシ

ョンが確保されているかということである。密着度とは、参加を求める側と参加する側の

間、ないしは参加者相互間における距離感、緊密間、親密性ということである。非包絡性

とは、参加者ないし本来中立であるべき、コーディネーター、ファシリテーターなどの立

場にある者が、行政や議会など参加を求める側に取り込まれないということである １１。 



  
 

20 
 

そして、これらの参加の場は、時間、曜日、場所など、多様性を持たせて確保される場

合が少なくない １２。参加を求める側は多数かつ多様な参加者を期待するからである。し

かし、参加者は少数に限られ特定される傾向が強い。参加する、または参加できる人は、

少数特定である １３。そのため、廣瀬が指摘するように、「少なくとも、そこで何らかの意

思決定が行われることやプロセスを意識的に多くの人々に伝達する努力をすることが不

可欠となる」(廣瀬 2007:17)。また、その情報伝達を通して参加する人を少しでも広げて

いく努力をすることであるアウトリーチを行い、「個人では解決できない課題を(中略)ひ

とびとがいろいろな形でつながり、つながることで力をひきだしていく、そんな〈つなぎ・

ひきだす〉豊かな力」(土山 2011:6)を生み出すことができるか否かが参加の成否を分ける

ことにもつながるであろう。 

自治基本条例の制定過程には、主なアクターとして市民、議会、長、職員がかかわるが、

その過程は一様ではない。 

また、制定過程では一部前述したが、図表１－４に示めすように、さまざまな市民参加

の手法 １４が重層的にとられることが少なくない。参加の手法が多様かつ重層的に用いら

れ、参加を求めるアクターも市民、議会、長と多元かつ重層的に行われている。自治基本

条例については、第１節２で示したように、参加についての規定がおかれることが多いが、

今日の自治基本条例の制定過程においては、条例に規定される参加条項の丁寧な実践を経

て策定に至る場合が少なくない １５。 
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          図表１－４ 参加の手法と特性     （筆者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加の手法（注 1） 

 

 

 

 

参加の特性（注 2） 望ましい実施時期（注 3） 
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評
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パブリック・コメント ◎ ○ ▲ ◎    ○  ○ 

ワークショップ（連続型） ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○  ○ 

説明会 ○ △ △ ○    ○ ○  

市民意識調査 ○ ▲ ▲ ◎ ○   ○  ○ 

ヒアリング ▲ ○ ○ △ ○   ○  ○ 

オープンコーナー ◎ ○ △ ◎    ○   

市民会議 △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○   

審議会 ▲ ◎ ◎ ▲    ○   

ブラーヌンクス・ツェレ ○ ○ ○ ○    ○   

討論型世論調査 ○ ○ ○ ○    ○   

パブリック・インボルブメント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

意見・アイデア募集 ◎ △ ▲ ◎    ○   

シンポジウム、フォーラム ◎ ○ △ ◎    ○   

地区別懇談会 ○ ○ ○ △ ○   ○   
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（注 1）参加の手法については、佐藤徹・高橋秀行（2013）を参考に筆者作成。 

（注 2）参加の手法ごとの評価を示す（◎：特に優れている,○：優れている,△：やや劣る,▲：劣る）。 

（注 3）望ましいと思われる実施時期に「○」をつけている。 

 

(２)  自治基本条例の制定過程の類型 

  

自治基本条例の制定過程を俯瞰すると、図表１－５に示めすように相対的ではあるもの

の、行政主導型、議会主導型、市民主導型、バランス型に分類することができる。 

多くの場合は、行政主導型といえよう。代表的な例としては、ニセコ町まちづくり基本

条例と多治見市市政基本条例をあげることができる。両者ともに、これまでのまちづくり、

自治体改革の取り組みを今後も担保しようとして、基本条例の制定に取り組んでいる １６。

そこには、それぞれの地域で、まちづくり、そして自治体改革に取り組んできた首長をは

じめ関係者の熱い思いがあった １７ことが、これら関係者の発言からも確認することがで

きる １８。 

次に、飯田市自治基本条例 １９や四日市市市民自治基本条例 ２０の基本条例制定過程にみ

られるような、実質的な案づくりを議会が行っている議会主導型であるが、少数にとどま

っている。 

市民のパブリック・インボルブメント活動で知られる大和市自治基本条例（牛山（監修）

大和市企画部（編）2005）や流山市自治基本条例 ２１の制定過程にみられるような市民主

導型も散見することができる。 

首長の発議前に議会として自治基本条例の制定を発議し、その後、自治基本条例の制定

を掲げた首長の当選により条例の制定が首長主導により本格化し、その制定過程において

議会として特別委員会を設置し丁寧な議論が行われるとともに、市民の積極的な制定過程

への参加がみられた所沢市の場合（所沢市自治基本条例を育てる会：2013）や、市民研究

会の提案を経て首長の発議により条例づくりがスタートし、議会での丁寧な審議や、市民
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委員等で構成された検討委員会によるパブリック・コメント手続の実施や市民フォーラム

等も開催された草津市 ２２の例などは、市民、議会、行政が、それぞれ基本条例を検討し、

相互に関わったバランス型の事例と分類することができよう。 

 

図表１－５ 自治基本条例の制定過程の類型 

型 行政主導型 議会主導型 市民主導型 バランス型 

自治体 

 

ニセコ町 

多治見市 

飯田市 

四日市市 

大和市 

流山市 

所沢市 

草津市 

                                        （筆者作成） 

 

第 3 節 自治基本条例の基本構成 

 

 自治基本条例は、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組

みや方針」を可視化するものである。本節では、これまで制定されてきた自治基本条例の

内容が、この自治基本条例の役割を果たすことのでき得る構成になっているかを確認する

が、結論を先に述べれば、自治基本条例の内容は以下にみるように、基本的な仕組み（市

民、議会、長の役割）、情報共有、市民参加、計画的な行財政運営、危機管理、最高規範性、

住民投票についての条項を含み、自治基本条例の役割を果たし得る構成になっているとい

える。 

    

１ 基本的な仕組み（市民、議会、長の役割） 

 

 自治基本条例には、その基本的な仕組みとして、市民、議会、長というアクターの役割

と関係性が位置づけられている。個々の条例をみれば、使用されている用語としては、「役

割」だけでなく、「責務」や「責任」などを用いているものもある。多治見市市政基本条例
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のように、地域政府としての議会や長を設置すると政府機関の設置を明記しているものも

ある。 

 自治基本条例が「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組み

や方針」を可視化するには、どのようなことが必要となるのであろうか。まず第一に、自

治体とは何者か、自治体の果たす役割、そして、自治体の政治的主権者である市民の権限

と役割、自治体政府を構成する機関である議会や長の役割、そして市民、議会、長の関係

性が明らかになっていることが求められる。 

 たとえば、情報公開条例があるから市民参加条例があるから、自治基本条例はいらない

との見方があるかもしれない。しかし、それらの条例を誰がどのような権限に基づき、ど

のような手続きを経て制定することができるのか。自治基本条例がそのことへの回答を示

すことになる。自治基本条例において、市民、議会、長という３者の役割と関係性があき

らかにされていなければ、それらアクターの関係性を定めることになる情報公開条例や市

民参加条例の正統性も内容も明らかにすることはできない。正統性が確認されず条例の内

容自体も曖昧になり、それらの条例は各アクターの信頼を得難いものとなるであろう。 

この基本的な仕組みについては、憲法にも規定があり、地方自治法が細かく内容を規定

していることから、自治基本条例に規定する内容は、その再掲となることも少なくない。

このため、ホーム・ルール・チャーターとしては意味がないという指摘もあろう。第２章

第１節２（１）③に示めすように、逗子市都市憲章条例案は、市政の基本システムについ

て、地方自治法などの関係法令において詳細に規定されていることから、制定されたとし

ても効果が薄いという関係者の判断で、議会と首長の緊張した政治状況のもと、議会に提

案されることはなかった。日本の地方自治法制においては、アメリカにおけるホーム・ル

ール・チャーター制度のように、自らの自治体に設置する議会や長など政府機関の種類や

権限を自治体ごとに定めるということには限りがある。 

そのため、地方自治法が現状のままでは、自治基本条例に規定される内容は、情報共有

や参加など運営の基本方針が主となる。第２章において確認し、第３章においても示すよ
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うに、ニセコ町まちづくり基本条例や多治見市市政基本条例のように情報共有や市民参加

など、地方自治法を超える仕組みとその運用実績のある自治体においては、その仕組みを

継続・発展させるためにも自治基本条例を制定する必要があった。一方、第３章において

示すように、条例制定の時点では、ニセコ町や多治見市のように地方自治法を超える仕組

みをもたず運用実績をもたないが、自治基本条例制定の取り組みを契機として、これに取

り組む自治体も存在する。その例として飯田市自治基本条例をあげることができる。 

 

２ 情報共有 

 

 情報共有は、自治体運営の基本姿勢を示すものとして自治基本条例に位置づけられてい

る。用語としては、「情報公開」、「情報提供」という言葉を用いている場合もある。自治体

政府も、情報共有・市民参加の制度なくしては、市民との関係を作動できない。3 におい

ても述べるように、自治体政府の決定権は、日常では基本法によって議会・長にあるが、

情報共有という市民との接点の確保がなければ自治体政府機構による正統な政府運営が成

立しないことになる(松下(圭)1991:186)。民主主義は、納得のプロセスでもあるが、情報

共有が行われていなければ納得を得ることは難しいであろう。 

 情報共有は、参加の前提となるものである。情報共有なくして参加はあり得ない。また

一方で、情報共有は、自治体政府の所有する情報を主権者である市民が共有するというだ

けではなく、市民の所有する情報を自治体政府も共有するという意味も含まれている。さ

らに、市民の情報を他の市民が情報共有すること、そして行政の情報を議会が行有するこ

と、議会の情報を行政が共有するということも含まれている。 

関連条例としての情報公開条例の位置づけを自治基本条例に明記している場合が少な

くない。 

 

３ 市民参加 
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 市民参加は、情報共有とともに、自治体運営の基本姿勢を示すものとして、自治基本条

例に位置づけられている。市民が選挙を通して議会や長に信託しているのは市民意志の一

部である。しかし、選挙による個別課題の賛否についての市民意志の把握(=直接民主制)

には、投票のパラドクス、新たな課題の出現、取り巻く環境の変化、時間の経過に伴う市

民意識の変化、選挙区と課題影響区域の相違など、さまざまな限界がある。そのことを補

うためにも市民参加の規定が必要となる。また、参加の機会としては、自治体政府の意思

決定(=政策決定)への参加だけではなく、地域課題の抽出、選択肢の作成、政策の実施、政

策の評価など、自治体政府のさまざまな活動場面への参加機会が保障されていることが求

められる。 

自治基本条例には、多元的かつ重層的な参加の機会を規定する条例がみられる。そして、

２においてみたように、自治体政府も、情報共有・市民参加の制度なくしては作動できな

い。日本国憲法第 95 条に規定される住民投票など、法令により市民が主権を直接行使する

場合もあるが、日常においては、直接民主政の最終決定権は二元代表制のもと、議会・長

にある。しかし、市民参加という市民との接点の確保がなければ、前述したように間接民

主制の限界が存在することから、政府機構による正統な政府運営が成立しないことになる

(松下(圭)1991:186)。 

また、参加は第２節６（１）においてもみたように、参加のふさわしい時期に適切な方

法を組み合わせて実施することが必要となる。いかにサイレント・マジョリティそしてサ

イレント・マイノリティの参加を得ることができるか、そのための多様な参加の枠組みが

自治基本条例には位置づけられることが必要となる。さまざまな参加は、民主主義の前提

であり、地方自治にとって不可欠のものである ２３。 

この市民参加については、近年、自治基本条例の関連条例である市民参加条例の制定が

みられる。 
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４ 計画的な行財政運営 

自治基本条例は、個別法である個々の条例との関係や政策水準を定める計画の頂点に位

置する総合計画などの主要な計画策定や、それらに基づく自治体運営についても規定する。

自治基本条例は、これら個別条例や総合計画を頂点とする計画、そして、それらに基づく

自治体運営に正統性を与える。 

2011 年の地方自治法改正により、旧地方自治法第２条第４項に規定されていた基本構想

による自治体運営の規定は削除されたが、自治体の将来都市像と政策水準を定める基本構

想を含くむ総合計画による自治体運営は、総合計画という呼称についての多様性はみられ

るものの多くの自治体において継続されている。旧地方自治法第２条第４項の規定は削除

されても、自治基本条例が総合計画の位置づけについて規定する根拠法として機能してい

るのである ２４。このことは、自治基本条例が自治体運営の基本法として広く認知されて

いることの証左の１つでもある。 

そして現行の地方自治法制は、前段においてみた旧地方自治法第２条第４項に規定され

ていた基本構想のように、個々の自治体の意向とは関係なしに変更されることが十分にあ

り得るのである。そうであるならば繰り返すが、現行の地方自治法制に依存することなく、

自らの自治体における「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕

組みや方針」を定める自治基本条例が必要となる。このことは、上述した地方自治法改正

に伴う基本構想策定とこれによる自治体運営を行うという規定の廃止を受け、あらためて

総合計画策定の根拠を自治基本条例に求めている多くの全国自治体の動向にも示されてい

る。 

また、計画的な行財政運営に関しては、行政評価の活用や財政規律について規定する条

項も見られる。 

 

５ 危機管理 

 自治基本条例には、危機管理について規定するものも少なくない。自治体が、大災害時
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に的確に対応するためには、行動準則と柔軟な意思決定システムが必要となる。災害時に

は、それまでの法律や法体系では対応できない問題、想定できない問題が多発する。自治

体政府としての議会や長そして行政機構としての職員は、何を根拠に行動するのかという

ことが問われることになる（沼田 2011b:5）。その行動準則の必要性と骨格は、基本法とし

ての自治基本条例に位置づけることが考えられる。 

 2011 年 3 月に発生した東日本大震災 ２５は、人類史上まれにみる地震・津波・放射能に

よる〈巨大・広域・複合震災〉という特性をもつ（松下（圭）2011:6）。そこには、「二重

の住民登録」が提案されるほどの放射能汚染により、少なくとも一時的には行政区域内に

は居住不可能な地域が出現しているのである（今井 2011:31-33）。そのようなときに、居

住不可能な地域の自治体において、当該自治体の政府機関である議会や長、そして長の補

助機関である職員は、どのような役割を担いうるのか。自治体政府、あるいは市民を含め

て自治体が壊滅状態に陥ったとき、どのような対応が図れるのか ２６。また、主権者であ

る市民は自らの自治の権限をどのように行使することができるのか。いつ起るかわからな

い〈巨大・広域・複合震災〉に備えて、市民、議会、長という各アクターは、非常時にお

ける各アクターの役割と関係性の基本方針についても、自治基本条例に定めておくことが

必要となる。ここでは、「逆補完性の原理」についても規定することが求められる。「逆補

完性の原理」について金井は、「まず国などができることは国などが行い、国などができる

ことは国などが行い、国などができない（したくない／しない）ことを都道府県が行い、

都道府県ができない（したくない／しない）ことを市町村が行う。市町村ができない（し

たくない／しない）ことは住民がするしかない。国などが的確に核害認定をするのであれ

ば、自治体や住民が行うまでもない。問題は国などが的確に認定するとは限らないときに、

どのように対処すべきかという指導原理が必要なのである。」（金井 2012：11）とする。災

害発生時という緊急時には、それへの対応には迅速さが求められる。そのためには、この

逆補完性の原理に基づく危機管理条項が自治基本条例に位置づけられることが必要である。 

 また、自治基本条例においては、他の自治体等との広域連携についての条項が置かれて
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いる場合が多い。平時の連携協力をとおしての「顔のみえる」関係づくりが、関係自治体

をはじめ関係者間の社会関係資本 ２７を増幅させ、災害時に危機管理条項が実質的に機能

することにつながる。 

 なお、自治基本条例には、総合計画に基づく自治体運営を定めている場合が少なくない

が、これからの自治基本条例には、東日本大震災のような〈巨大・広域・複合震災〉が起

きてしまった場合における、避難・復旧・復興のためのあらかじめのプラン策定を義務づ

けておくことが求められているといえよう。東日本大震災の発災から今日に至るまでの対

応の後手、遅延という状況に学ぶ教訓である ２８。 

 

６ 最高規範性 

 

 最高規範性についての条項は、自治基本条例の制定過程において、条例に位置づけるこ

との可否について議論になることが多い。最高規範性を条例に明記するかどうかはともか

く、ほとんどの自治基本条例が他の条例に対して、基本条例として優位性を示している。 

 最高規範性について、阿部は、自治基本条例の最高法規性について、「法理論的には、現

行法の体系上、自治基本条例が他の条例よりも優位とすると考えることは困難である。し

たがって、たとえ条例自体のなかで最高法規性を謳ったとしても、自治基本条例制定後に、

自治基本条例に違背した条例が制定されたならば、その後続する条例が法的に無効となる

わけではなく、他の条例に関してそうであるのと同様に、後法優位の原則が妥当すること

になる。最高法規性の宣言は、せいぜいのところ、自治基本条例制定後に、それに違背し

た条例を制定しようとする首長や議員には、住民に対する重い説明責任が課されることに

なるといった政治的な意味を有するにすぎないのである。」（阿部 2012:2）と述べている。  

しかし、１に示したように、自治体の基本構造そして運営は、市民の信託により成立す

るものであり、市民の政府としての自治体は市民の統制を受けるものと考えることが自然

である。そのとき、自治体には、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本
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となる仕組みや方針」を規定する最高規範としての自治基本条例が必要となる。最高規範

がなければ、自治体運営における価値判断はできない。自治体が政府としての政治責任を

もつかぎり、自治体運営については、可視化された成文の市民合意が必要だからである（松

下（圭）2006:160）。合意がなければ、自治体政府は市民の信頼を得ることができず、信託

された権限を十分に行使することができない。 

 

７ 住民投票 

 

 住民投票についての条項は、多くの自治基本条例に位置づけられている。自治基本条例

の制定過程において、条例に位置づけることの可否について議論になることが多い。自治

基本条例に定めるのは大枠であり、住民投票条例により具体的な内容を規定することが多

い。投票条件を地方自治法とほぼ同じとするものもあるが、それ以上の条件にするところ

も多い。市民による議会や長という自治体政府機関に対する統制手段として重要であり、

投票結果に従うことは義務ではないが尊重することが議会や長には求められる。最終決定

権は、二元（的）代表制に基づき、これら代表機構にあるとみることが妥当である。 

 ただし、具体的にどのような住民投票制度にすべきかという点については、金井が「自

治体が、常設型住民投票制度を有するべきかどうかということは、なかなか、難しい問題

である。そもそも、住民投票をすべきではないという立場もあり得るし、住民投票は、選

択肢として有り得るが、必要に応じて個別型住民投票条例を制定すべきという立場もあり

得る。」（金井 2013:18-19）と述べているように、住民投票の具体的な制度設計には十分な

時間をかけた検討が必要であろう。 

 

第４節 先行研究 

 

１  先行研究 
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 自治基本条例を扱った先行研究は多く、以下のような類型を示すことができる。（１）

自治基本条例の制定促進に関する研究、（２）自治基本条例の地方自治制度上の位置づけ

に関する研究、（３）自治基本条例の認知に関する研究、（４）自治基本条例に消極的な研

究、（５）個別の自治基本条例ついての成立（検討）過程に関する研究である。 

このうち、（１）自治基本条例の制定促進に関する研究については、さらに、①条例の

必要性を条例の制定を促進するものとして指摘できるもの、②政策参照・政策波及の視点

から条例制定を促す要因を指摘するもの、③低コストであるというコストの視点を促進す

要因として指摘するもの、④条例制定過程に議会が参加していることを条例制定を促す要

因として指摘できるものに分類することができる。 

①条例の必要性を条例制定の促進要因として指摘できるもの 

大要としてみれば、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕

組みや方針」を可視化する自治基本条例が必要であることを、阿部（2011：1-15）、石平

（2009：9-11）、礒崎 ２９、岩橋（2008：176-181）、神原（2008：79-87）、辻山（2003：6-51）、

沼田（2011a：62-63）、松下（圭）（1996：107，1999：79）、松下〈啓〉（2007：6-11）、 山

口（2002:78-89)ら、多くの論者が指摘している。たとえば、松下（圭）（1996：107，1999：

79）は、「分権化がすすめばすすむほど自治体の政治責任が大きくなるため（中略）、自治

体政府としての政治決定手続、これに伴う自治立法ないし法運用の基本基準である基本条

例を策定せざるをえません」と指摘する。筆者（＝田中）は第２節２においても指摘した

ように、2000年分権改革により自治体が名実ともに自治体政府となった今日、この松下

（圭）の指摘は妥当であると評価できる。 

必要が政策制度を生み出す、あるいは生み出すキッカケになるということに鑑みれば、

こうした必要性が指摘されるということ、あるいはその認知が広まるということは自治基

本条例の制定を促すことにつながり得るとみることができよう。 

②政策参照・政策波及の視点から条例の制定を促す要因を指摘するもの 
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伊藤（修）によれば、「自治体は他の自治体の政策決定や政策内容に関する情報を収集

し、それを判断材料として政策決定を行い、政策案を策定する」伊藤（修）（2003：79）。

この政策参照は、阿部によれば、「これから採用しようとする政策がもたらす結果を予測し、

政策採用に伴う不確実性を減らすためにする参照」とされる（阿部 2011：1-15）。なお、

石平（2009：11）、岩橋（2008：176-181）、田口（2008：139-170）にも、政策参照・政策

波及の視点についての指摘がみられる。このような指摘は、自治基本条例の制定に関わる

市民、議会、長、職員というアクターのいずれもがネットワークをもつことから、ひろく

政策参照が行われ結果として政策が波及するとみることができ妥当であると評価できる。 

③低コストであるというコストの視点から促進要因を指摘するもの 

阿部（2011：1-15）が、コスト面での他の政策との優位性から、すなわち、他の政策に

比較して、低コストで政策をアピールできることが、自治基本条例の制定を促すことにな

ると指摘している。しかしながら、この点については、丁寧な制定過程を経ることにより、

相当程度の人件費等の経費が必要となるとの指摘もあり得る。 

④条例制定過程への議会の不参加を問題として指摘するもの 

武田は、議会条項も含まれる自治基本条例案の作成過程に当事者である議員が参加して

いないことが本末転倒であると指摘する（武田 2008：127）。確かに、自治基本条例には議

会に関する条項が含まれているが、行政主導型の場合、議会や議員の関与はうすい。この

ことが、一般的な行政主導の自治基本条例における議会条項を抽象的なものにする要因に

も、議会が自治基本条例に対して警戒する要因にもなるようにみえる。そこには、当事者

として議会がかかわることの意義をみることができる。議会基本条例の拡がりは自治基本

条例にも新しい状況をもたらし得るとみることができる。 

 次に、（２）条例の地方自治制度上の位置づけに関する研究としては、自治基本条例の制

定が法的に可能か、法政策的に妥当であるかの論点について考察した原田・松村（2005）

らの研究がある。（３）条例の認知に関する研究としては、自治基本条例は市民の認知度が

低いと指摘する阿部(2012)がある。（４）自治基本条例に消極的な研究としては、自治基本
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条例の存在そのものを否定する松永(1997）、八木（2014）がある。また、ここ数年は自治

基本条例案の制定には着手するものの成立には至らない事例 ３０や、そもそも自治基本条

例の制定については慎重になるべきであるとの自由民主党による見解 ３１や市民団体の活

動 ３２もみられる。（５）個別の条例ついての制定（検討）過程に関する研究としては、ニ

セコ町まちづくり基本条例について取り上げた神原（2008）、木佐・逢坂（2003）、木佐・

片山・名塚（2012）、田口（2013）、上越市自治基本条例の制定過程を取り上げた石平(2009)、

所沢市自治基本条例について取り上げた所沢市自治基本条例を育てる会（2013）、岸和田市

自治基本条例について取り上げた山口・西川〔編著〕(2005)、大和市自治基本条例につい

て取り上げた牛山（監修）・大和市企画部(編著)（2005）、小平市自治基本条例について取

り上げた小平市自治基本条例をつくる市民の会議（2010）、多治見市市政基本条例について

取り上げた西寺（2008）らの研究をあげることができる。こうした、制定過程のドキュメ

ントや研究が少なくないのは、自治基本条例が基本法的な条例であることから、その制定

過程を丁寧な記録に残そうとする関係者の意識が背景にあるとみることができる。 

以上、自治基本条例に関する先行研究のなかで、特に本稿のテーマに関して評価できる

と考えられるものは、（１）①自治体基本法としての自治基本条例の存在の必要性が条例の

制定を促していると指摘できる研究、（１）④条例制定に関わる利害関係者である議会が条

例制定過程に参加することが条例の制定を促すことなるととらえることができる研究、

（５）個別の条例ついての制定（検討）過程に関する研究である。 

しかしながら、これらの研究には、２に示すように課題がある。なお、上記に加え、自

治基本条例と議会基本条例の比較により、自治基本条例制定の促進要因を検討した田中

（2013b）がある。 

 

２  先行研究の課題 

 

 ニセコ町まちづくり基本条例の成立から 13 年が過ぎている。この間、議会改革を含む
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自治体改革が地方分権改革の進められる中で、あるいは、分権改革そのものとして取り組

まれてきた。また、図表２－３に示すように、それ以前から自治の改革は進められてきて

いる。 

 しかしながら、第 1章第 1 節 1 でみたように、自治基本条例は議会基本条例との比較に

おいても、条例制定の必要性が強く認識されているといえる状況にはない。必要でありな

がら、このような状況にある自治基本条例の制定がどのように進むかを扱った論考は多く

はない。 

ニセコ町まちづくり基本条例制定以降の 13 年の歴史に加え、遡ることそれ以前の分権

化の取り組みの時間軸、さらには、現在の自治基本条例の置かれた状況の中での、自治基

本条例の必要性を踏まえたうえで、何が自治基本条例の成立を促すのか、検証・考察を加

えることが求められているといえよう。 

 

第５節 研究手法・構成 

 

１ 研究手法 

 

 本稿では、自治基本条例について、その必要性と誕生までの経過を踏まえたうえで、自

治基本条例と議会基本条例の内容と制定動機についての背景の相違を比較する。そのこと

により、条例の議決権をもつ議会の構成員である議員の間に、議会は何者かという役割を

認識させる過程において、自治体政府及びそれを構成する機関である長の役割と、さらに

は主権者である市民を含めた 3者の関係性を可視化することの重要性を認識させること、

さらには、議会基本条例の制定が先行することで、自治基本条例制定に対する議会の抵抗

感が低減されることを明らかにする。さらに前者については、議会だけではなく市民や長

にも伝播することで、議会基本条例の制定が自治基本条例の制定に補完的にかかわること

を論じる。 
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検討資料としては、議会基本条例および自治基本条例について公表されている全国調査

等の結果や条例制定に関わった当事者のへのインタビューおよび既存文献による発言、そ

して先行研究を使用する。 

 

２  構成 

 

これまで、第１章においては、自治に求められる自治基本条例の必要性を、地方自治の本

旨と自治体、高度成長期を画期とする都市型社会の成立と2000年分権改革による「自治体政

府」の制度化という視角を踏まえながら明らかにしてきた。また、自治基本条例の基本構成

についても確認するとともに、自治基本条例の位置づけ・特性・類型、制定過程の特徴、先

行研究とその課題、研究手法について示してきた。 

 以下、第２章においては、はじめに、自治基本条例の誕生について、自治基本条例３３の

嚆矢とされるニセコ町まちづくり基本条例と、それ以前に取り組まれたものの成立には至ら

なかった川崎市都市憲章条例案と逗子市都市憲章条例案（呼称については、第2章第1節２

（１）②参照）という２つの先行事例について、その制定目的、内容、および検討過程につ

いての共通点また相違点を明らかにしながら比較することで、ニセコ町まちづくり基本条例

が誕生し得た理由とニセコ町まちづくり基本条例のもつ意義を明らかにする。 

第３章においては、第２章においてみたニセコ町まちづくり基本条例のもつ意義を踏ま

えた上で、自治基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定状況、および制定動

機とその背景をいくつかの事例について比較する。そのことにより、自治基本条例の成立

を促し得る背景を明らかにする。 

第４章においては、第３章においてみた自治基本条例の成立を促し得る背景があっても、

必ずしも自治基本条例が成立するとは限らないことに注目する。その上で、同一自治体内

において、自治基本条例と議会基本条例という二つの基本条例を制定している自治体につ

いて、自治基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定時期を比較する。さらに
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所沢市自治基本条例と栗山町自治基本条例の制定過程を確認することをとおして、議会基

本条例の制定・運用が自治基本条例の制定を促す環境を整えることを明らかにする。 

 終章においては、二元代表制と自治基本条例、自治基本条例の制定効果と活用法につい

て述べた後、自治基本条例の制定にかかる要因を起動させる構造と、そこに出現する議論、

議論を通してのアクターそれぞれの気づきと体質改善についての大要を確認する。そのう

えで、市民自治とそれによる幸福感のある地域社会の実現をめざす自治基本条例の展開を

さらに追跡・検証することを残された課題とする。 

 

注 

                                                   
１ 富野(2007)も、「自治基本条例は、(中略)地方自治の標準装備になりつつある」と指摘

している。 

２ これまでの条例施行のピークは 2007 年の 39 自治体であり、翌年以降、29 自治体、29

自治体、34 自治体、26 自治体、2012 年は 24 団体とやや減少傾向を示している。 

３ ただし、行政主導で策定されることの多い自治基本条例に、議会に関する具体的な定め

のある議会条項を位置づけることは、これまで制定された自治基本条例の内容をみても容

易ではない。 

４ 関連条例については、松下〈圭〉（2006：180）、神原（2008：175）を参照。 

５ 例えば、個別条項ではないが、栗山町議会基本条例の前文には、「栗山町民（以下「町

民」という。）から選挙で選ばれた議員により構成される栗山町議会（以下「議会」という。）

は、同じく町民から選挙で選ばれた栗山町長（以下「町長」という。）とともに、栗山町の

代表機関を構成する。この２つの代表機関は、ともに町民の信託を受けて活動し、議会は

多人数による合議制の機関として、また町長は独任制の機関として、それぞれの異なる特

性をいかして、町民の意思を町政に的確に反映させるために競い合い、協力し合いながら、

栗山町としての最良の意思決定を導く共通の使命が課せられている。議会が町民の代表機
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関として、地域における民主主義の発展と町民福祉の向上のために果たすべき役割は、・・・」

と、本来、自治基本条例があれば自治基本条例に規定されるべき内容が含まれている。 

６ 松下〈圭〉は、国の憲法関連法として国会法、内閣法、裁判所法、地方自治法、公務員

法、情報公開法、行政手続法などがあるのと同型に、「基本条例関連条例」を制定して、基

本条例を実効化することになるとしている。そして、関連条例として、住民参加条例、議

会運営条例、公益通報条例、オンブズ条例などを例示している〔松下〈圭〉（2010）〕。また

近年、自治基本条例の下に議会基本条例や行政基本条例と並列に市民基本条例を位置づけ

る考えも提示されている〔沼田（2011:54）〕。 

７ このことについては、「自分たちの政府（地方自治体）の権威的源泉はひとつであって、

おなじ住民＝国民の「厳粛な信託」に基づく点では国政の場合と変わることがない。した

がって、日本国憲法前文の「そもそも国政は・・・」の一節は、国政の部分を各都道府県

政、市町村政に置き換え、国民を住民に置き換えて読まれるべきものなのである」（今村

2011:22-23）との主張がある。妥当な見解であると評価できよう。 

８ 自由民主党政策調査会『チョット待て！！”自治基本条例”～つくるべきかどうか、も

う一度考えよう～』のホームページには、自由民主党政策調査会としてみた「自治基本条

例の条文例と問題点」等が記載されている。 

９ 2014.5.18.東京財団フォーラムでの片山健也ニセコ町町長の発言。 

１０ 2014.5.18.東京財団フォーラムでの片山健也ニセコ町町長の発言。 

１１  ここでは、非包絡性ということで包絡性を反面からとらえている。包絡性については、

篠原（1973:26）を参照。 

１２  自治基本条例を制定した自治体の記録やホームページ等で確認することもできる。た

とえば、（仮称）三郷市自治基本条例基礎調査業務報告書（三郷市 2009）を参照。 

１３  財団法人地方自治研究機構(2007:23)では、住民参加・協働を推進する上での問題点・

課題についてのアンケート調査の結果として、「参加者が少ない(限定的である)」が最も多
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くの回答を集めている。 

１４  市民参加の手法については、佐藤(2013)を参照。 

１５ 例えば、多治見市、草津市、彦根市、流山市、所沢市などの事例をあげることができ

る。 

１６  ニセコ町まちづくり基本条例については、木佐・逢坂〔編〕（2003）やニセコ町のホ

ームページを参照。多治見市市政基本条例については、西寺（2008）や多治見市のホーム

ページを参照。 

１７ もちろん、行政関係者だけではなく、市民、議会、学識者など多様なアクターが熱い

思いをもっていたことが、例えば、木佐・逢坂(2003)や西寺(2008)において確認すること

ができる。 

１８ 例えば、筆者が 2013 年 3月 2日に都内で行った、片山健也ニセコ町長へのインタビュ

ーにおいても確認することができた。 

１９ 飯田市のホームページを参照。 

２０ 四日市市のホームページを参照。 

２１ 流山市のホームページを参照。 

２２ 草津市のホームページを参照。 

２３ 「決定権」を議会がもつということから行政主導の市民参加の限界を示すものとして

五十嵐・小川(1995:224)がある。 

２４ なお、自治基本条例のほかにも、議会基本条例や総合計画条例において総合計画の位

置づけをしている自治体や、地方自治法第９６条第 2 項の規定により議会の議決事件とし

ている自治体もある。 

２５ 本稿においては、2011 年 3 月 11日 14 時 46分に発生した東北地方太平洋沖地震と、そ

れにより発生した津波、及びそれらにより発生した福島第一原子力発電所の全交流電源喪

失状態に伴う事故により発生した、大量の放射線、放射性物質を放出した事故を総称して
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東日本大震災と呼ぶ。 

２６ 今井(2014)には、原発避難自治体がどのように行動せざるを得なかったかが、現在も

なお続く避難者の過酷な生活とともに記されている。 

２７ 社会関係資本についての日本における代表的研究者の一人である坂本治也は、「社会関

係資本」という訳語もあてられることの多い「ソーシャル・キャピタル」について、「市民

の間のネットワーク、およびそれによって生み出される信頼や互報酬性の規範などを示す

概念である」（坂本 2010:3）としている。 

２８ 例えば、宮城県の復興住宅の完成戸数は、2011.3.11 から 3年以上経過した時点におい

ても 8.7％にとどまっており、気仙沼市、名取市、南三陸町では、まだ完成はない(朝日新

聞 2014.4.11 朝刊・宮城全県版、25 頁)。 

２９ 礒崎は、「自治体の組織・運営に関する事項が地方自治法等の法律で定められている我

が国では、自治基本条例を制定しても、抽象的・理念的な規定が多く、法律の枠組みをな

ぞることになるため、意味がないという意見もある。しかし、前述のとおり住民自治の仕

組みを明確にし、それを住民と自治体が共有するという点でも、条例を検討する過程を通

じて将来の地域像や自治体のあり方について住民と自治体が考える機会をもつという点で

も、この条例の制定には大きな意義があると考えられる」（礒崎 2012：58）と述べている。 

３０ 2013 年 7月末現在、彦根市、つくば市、門真市の事例を挙げることができる。 

３１ 自由民主党政務調査会「チョット待て！！自治基本条例」の事例を挙げることができ

る。 

３２ 例えば、「自治基本条例に反対する市民の会」がある。同会のホームページを参照。 

３３ 自治基本条例の制定に関し、どの自治体の条例を日本初の自治基本条例とするかにつ

いては議論のあるところである〔例えば沼田（2010：15-16）〕。どの自治体の条例を日本初

の自治基本条例とするかについての本格的な議論は別に譲りたい。 
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第２章 自治基本条例の誕生 

 

第１節 川崎市都市憲章条例案と逗子市都市憲章条例案  

 

今日の自治基本条例のいわば源流として、目的、内容や検討過程を異にはするが、「市

民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」を条例化しよ

うとした先例がある。1973 年前後の川崎市都市憲章条例検討の動き、そして 1991 年前後

の逗子市都市憲章条例検討の動きである。 

 本節では、これら２つの都市憲章条例案について、その検討経過と内容を明らかにする。

そのことにより、これら２つの都市憲章条例案が成立し得なかった理由を確認する。 

 

１ 川崎市都市憲章条例案の検討過程と内容 

 

（１）川崎市都市憲章条例案の検討過程 

 

①制定の目的 

川崎市都市憲章条例案は、市民の権利の明記と今日の総合計画の体系につながるような

政策体系を規範として示すことで、市民が議会や市長と一体となって人間都市・川崎を実

現するため制定が検討された(川崎市都市憲章条例案前文)。 

②学者等の連携・ネットワークの形成 

当時、革新市長として当選した伊藤三郎は公約であった都市憲章条例の制定をめざし、

1973 年の第 4回定例市議会に都市憲章条例案を提案した。条例案の起草に際しては積極的

な市民参加の導入がめざされ、各地区における市民討議、市内小中学生からの作文募集も

交えながら、9 人の学識経験者による起草委員会 １を中心に精力的な検討作業が実施され

た ２。 
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③自治の蓄積、自治体運営・地域課題に対する危機意識 

 川崎市では、1970 年に入り市民による反公害運動が活発化した。伊藤三郎は、それを受

け 1971 年に、戦後の川崎市政を長期にわたり担当してきた金刺不二太郎市長を破り、戦

後２代目の川崎市長に当選した（井上・馬場 2005：168-171）。ここに、自治の蓄積、自治

体運営・地域課題に対する市民の危機意識の存在を見ることができる。そのことは、同憲

章条例案のなかに従来の自治体運営の枠を超え、公害問題という地域課題を解決すること

につながる環境権が明定されていることからも窺い知ることができる。しかしながら、同

憲章条例案は、議会の多数野党の状況下において議会の理解は得られず否決されている ３。 

 なお、伊藤三郎は、３期目以降「オール与党体制」になったあとも「川崎市都市憲章条

例」を提案することがなかった。なぜであろうか。伊藤にとっては、「オール与党体制」

となり、都市憲章条例に位置づけられていた総合計画的内容が市の総合計画の中に位置づ

けられたことから、総合計画にもとづく政策を進めることで、都市憲章条例の制定という

正面突破による議会対応を行わなくとも、自らが実現したいと考えている政策を実現でき

る状況になっていた。こうした状況下において、一度否決されている都市憲章条例をあら

ためて提案することで、議会との間に波風を立てないようにしたいという意志が働いたの

ではないかと推察される。 

 

（２）川崎市都市憲章条例案の内容 

  

川崎市都市憲章起草委員会による川崎市都市憲章条例案 は、以下の構成になっている。  
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図表２－１ 川崎市都市憲章条例案の内容項目 

前文 

平和権 

平和都市の建設 

国際都市提携 

市民主権 

自治権 

自治権の確立・拡充 

主権者としての市民の権利 

知る権利 

参加する権利 

市民の義務 

市民の責務 

事業者の社会的責任 

市外からの通勤・通学者等 

未来の理想像 

未来像実現への努力 

川崎市のシンボル 

生活権 

住生活 

勤労生活 

消費生活 

レクリエーション 

環境権 

環境の確保 

公害の防止 

防災 

交通環境 

衛生環境 

日照権 

自然の破壊防止と緑化 

美観の保持 

保健・福祉権 

保健・福祉の保障 

児童・母子福祉 

老人福祉 

心身障害者福祉 

公害・難病被害者等の救済 

精神衛生・成人衛生 

公衆衛生・地域医療 

医療保険制度 

生活保護 

文化・教育権 

文化環境の保全 

創造的文化社会 

幼児教育 

学校教育 

青少年施策 

市民教育 

都市建設の原則 

都市建設の基本方針 

土地利用計画 

総合計画の公表 

産業経済 

開発・再開発 

市民施設 

交通体系 

市長等の役割と責務 

行政機構の民主化・近代化 

自治行財政権の確立 

憲章の改正 

憲章の最高性 

 

出典:山口道昭のホームページに掲載されている川崎市都市憲章(条例)原案〔川崎市 

都市憲章起草委員会（1973 年２月７日）をもとに筆者作成。 
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川崎市都市憲章条例案については、自治体運営の基本原理というには、交通、防災、保

健福祉、土地利用、産業、教育など、個別行政分野の原則に傾きすぎ、なおかつ国政への

要望が少なくない。基本原理といえる規定は、第 2章(市民主権・自治)の多くと第 9 章(市

の役割と責務)に留まると指摘されている(山口 2004:67)。 

川崎市都市憲章条例案の内容をみると、今日であれば、総合計画で定められる政策ビジ

ョンを憲章として宣言する意味をもつものであることが窺える。だが一方、川崎市都市憲

章条例案には、第 2 章(市民主権・自治)の多くと第 9 章(市の役割と責務)の他にも、図表

２－１に示すように、第 8 章(都市の建設)には第 48 条(都市建設の原則)や第 51 条(総合

計画の公表)が、第 11 章(最高条例)には第 51 条(憲章の最高性)が位置づけられている。

今日の自治基本条例にみられる自治体運営の基本方針である情報公開と市民参加、総合計

画に基づく市政運営や最高法規性を明記したものであり、川崎市都市憲章条例案はこの点

で今日の自治基本条例につながる系譜であるとみることができる。 

 

２ 逗子市都市憲章条例案の検討過程と内容 

 

（１）逗子市都市憲章条例案の検討過程 

 

①制定の目的 

逗子市都市憲章条例案は、市民の権利の明記と自治の仕組み（地方自治法で規定されて

いる点が多い）を、市民、議会、長が、国の内外に対し、都市自治の職責を全うしていく

うえでの規範として示すため制定が検討された（逗子市都市憲章条例案前文）。 

②学識者等の連携・ネットワークの形成 

1984 年、逗子市の「池子の森」への米軍住宅建設反対運動を母体として富野暉一郎市政

が誕生した。都市憲章条例については 1990 年に学識経験者の支援を受けながら庁内勉強

会が５回開かれ研究が開始され、以降 1994 年まで、研究会 ４、ＰＲ委員会等が精力的に
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開催された。 

逗子市都市憲章条例の案については、「逗子市都市憲章条例(一試案)」とされている。「一

試案」というのは、条例案が広範な市民の参加のもとで作成されることが期待されている

のであり、決して「原案」ではないということを示しているとされる(兼子仁 1992:15)。 

ただし、本稿においては、出典を明示する場合を除き、他の条例と比較する関係から一

般的な取り扱いである「案」の表記を用いることとし、「逗子市都市憲章条例(一試案)」

を「逗子市都市憲章条例案」と呼称する。 

③自治の蓄積、自治体運営・地域課題に対する危機意識 

逗子市では、1987年度以降、市民参加の「まちづくり懇話会」や「情報公開制度検討懇

話会」などが活動し、環境管理計画策定、情報条例づくりなどの成果が飛躍的に市民自治

の市政を実現しつつあった (兼子 1992：12)。 

都市憲章条例制定の目的は、このような逗子市の市民自治に即した、ダイナミックな自

治の展開による民主主義の活性化を図るところにあるといわれる。そのために都市として

の理念を文化、風土に沿って明確にし、都市経営の主体と運営原則などを再構成すること

をめざしていた。その要因の大きな１つには、②に示した「池子の森」への米軍住宅建設

反対運動がある。しかしながら 1986 年に、それまで受け入れ賛成派が圧倒的多数であった

市議会が賛否同数となるものの、そこまでが精一杯の状況であり、市長と市議会との間で

は緊張関係が続いた。そうした政治的動向に加え、逗子市都市憲章条例案は、市政の基本

システムについて、「逗子市は、市民の主権と人権を最大限に尊重し、市民自治を直接の土

台としつつ市議会と市長に代表される民主的かつ創造的な市政を行う。 」と市民自治都市

について規定する第３条、「逗子市は、住民に最も身近な地方政府である「基礎自治体」で

あり、その自覚をもって、その自治権と主体的責任とを全うすることをめざさなければな

らない。 」と基礎自治体としての市について規定する第５条、および「本憲章が定める基

本原理は、日本国憲法上の「地方自治の本旨」および現代社会の条理に則し、市および市

民によって主体的に解釈されていくものとする。 」と本憲章の基本原理の解釈について規
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定する第３５条など、日本国憲法や地方自治法などの関係法令において、すでに規定され

ている内容をもつことから制定されたとしても効果が薄いという関係者の判断により、議

会と首長の緊張関係が続く政治状況下において、議会に提案されることはなかった ５。 

 

（２）逗子市都市憲章条例案の内容 

 

 逗子市都市憲章調査研究会による「逗子市都市憲章条例(一試案)」は、以下の構成にな

っている。  

 

図表２－２ 逗子市都市憲章条例案の内容項目 

前文 

逗子市の都市づくりの根本原 

 理 

地球平和都市 

市民自治都市 

グリーンデモクラシーの成果 

の普及 

基礎自治体としての市 

地球市民宣言 

地球市民の責務 

障害をもつ市民の平等 

市民主権 

市民自治 

民主創造市政 

市政公開の組織 

行政市民 

市の自治権の確立・拡充 

平和とアメニティのなかの生存 

 権 

市民自治権 

情報への権利 

環境形成権 

環境権 

居住権 

レクリエーションの権利 

消費者の権利 

事業者の権利 

保健と福祉への権利 

教育・学習への権利 

市民文化権 

公正な行政手続への権利 

まちづくり総合計画 

環境管理計画 

環境利用計画と土地利用計画 

街づくり計画と交通計画 

市民施設 

本憲章の地位 

本憲章の基本原理の解釈 

本憲章の基本原理の効果 

本憲章の改正 

 

出典:山口道昭のホームページに掲載されている逗子市都市憲章条例（一試案）〔逗 
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子市都市憲章調査研究会（1992 年３月 23日）〕 

 

逗子市都市憲章条例案の内容をみると、生存権、市民自治権、情報への権利、環境形成

権、環境権など新たな市民の権利を憲章に位置づけ宣言することにねらいがあったように

みることができる。一方、この逗子市都市憲章条例案には、第 16 条(市民自治権)には参

加権や住民投票権についての規定があり、第 17 条(情報への権利)においては情報公開や

個人情報保護についての請求権の規定が位置づれられている。ここでは、情報公開と市民

参加を自治体運営の柱としているのである。逗子市都市憲章条例案は今日の自治基本条例

につながる系譜であるとみることができる。 

 

第２節 ニセコ町まちづくり基本条例の成立 

 

１ ニセコ町まちづくり基本条例の成立 

 

（１）基本条例の制定過程と内容 

 

①制定の目的 

 ニセコ町まちづくり基本条例は、町民の権利の明記と、それまでの自治体改革の成果や

これからのまちづくりの方針を明示することで、自治の実現を図ることを目的とし制定さ

れた(第 1章(目的)、第 2 章（まちづくりの基本原則))。 

②学識者等の連携・ネットワークの形成 

 ニセコ町まちづくり基本条例の成立には、関係者の出会い、そして、学識者等の連携・

ネットワークの形成があった。1991 年 8 月 31 日、帯広市で開催された第 5 回自治体学会・

北海道帯広大会において、後にニセコ町まちづくり基本条例成立のキーパーソンとなった、

木佐茂男と片山健也の出会いがあった。ほどなく、ニセコ町職員だった逢坂誠二と片山は、
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木佐の主宰する札幌地方自治法研究会に参加することになる。そして、自治体学会や札幌

地方自治法研究会の例会への参加を通して、「つながりはじめた道内自治体職員」６との交

流の輪を広げていった。同時に、ニセコ町民との課題解決のためのネットワークの創出や

ニセコ町職員の学習活動への取り組みを進めていった。やがて、逢坂は、町の現状に妥協

できなくなり、二期目をめざす現職候補を破り、1994 年 11月 3日ニセコ町長となる。 

③自治の蓄積 

ニセコ町は、逢坂が 1994 年ニセコ町長に就任以来、情報共有と参加を基本としたまち

づくりを進めてきていた。このことは、ニセコ町まちづくり基本条例が制定された 2000

年 12月 22日のニセコ町議会における逢坂町長のニセコ町まちづくり基本条例案への質疑

に対する答弁においても確認することができる。逢坂は答弁のなかで、「ニセコ町では、

情報共有と参加を基本として、行政手続条例の制定、予算の説明書の配布、まちづくり町

民講座、まちづくりト―ク、情報公開、個人情報保護条例の制定など、住民自治を目指し

た取り組みを、議会の皆様のご理解とご支援をいただきながら進めてきたところでござい

ます」と述べている（木村 2003：6-7）。 

確かに、1994 年には、まちづくりトーク開催。1995 年には、まちづくり懇談会開催、

町民総合窓口課の設置、事業別住民検討会議を開催。1996 年には、まちづくり町民講座開

催、ＬＡＮシステムの整備、研修費の大幅増額。1997 年には、行政手続条例の制定、広報

広聴検討会議設置。1998 年には、情報公開条例や個人情報保護条例の制定と、ニセコ町で

は、自治の取り組みを進めてきていた ７。 

なかでも、1995年から作成している予算説明書『もっと知りたいことしの仕事』は、町民

誰もが見てわかる予算の説明書として毎年全世帯に配布されている。これは、自治体の財政

事情が厳しさを増す中、行政が住民に対し積極的に説明責任を果たしていくための重要なツ

ールとしての位置づけであるが、このような取り組みをはじめとしてニセコの自治体改革は

全国的にも高く評価されるようになっていた。 

④自治体運営・地域課題解決に対する危機意識 
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 ニセコ町では、逢坂町長の誕生後、③で確認したように、公平でわかりやすい町民本位

の町政を目指し、町民と行政との情報の共有、行政の透明性の確保、町民主体の行政の実

現に向けた取り組みが進められてきていた。さまざまな実践がなされ、町民の町政への参

加が徐々に浸透してきたと感じられるようになったが、これらは町長のリーダーシップに

よるところが大きいものであった。しかし、リーダーシップだけに依拠するやり方では、

町長が変われば住民参加が継続されなくなる可能性がある。そこで、こうした成果や方針

を制度として確立したいと片山らは考えるようになった。こうした片山らの意向を受け、

かねてから逢坂や片山らと深い交流があり、ニセコ町の広報広聴検討会議の座長をしてい

た木佐が自治基本条例の検討を勧めた。そして、ニセコ町の自治基本条例案づくりを使命

とするプロジェクトチームとして、札幌地方自治法研究会内に自治基本条例プロジエクト

を立ち上げることになったのである（名塚・木村 2003：71-72）。 

自治基本条例プロジエクトにより、ニセコ町を念頭においた条例素案が作成され、これ

をたたき台に、ニセコ町の「役場内プロジェクト」が町政の実態を踏まえたものに組み立

てた。これに対し議長や町民からなる「広報広聴会議」のメンバーが、節目節目で意見を

述べたり、「役場内プロジェクト」のメンバーに後から公募の住民が議論に加わったりする

などの町民参加を得た。また、シンポジウムや住民説明会も実施されている(日本都市セン

ター2001a:13-14)、(日本都市センター2011b:288)。 

片山が振り返るように、条例づくりが動き出してきたことに対する評価というインセン

ティブの存在、ニセコのまちを何とかしたいという思い、長くて 3期と宣言する逢坂の言

動、民主主義は振り子の原理で元に戻ってしまうという思い、住民自治の低下はニセコに

とってマイナスという意識が、逢坂の町長在任中に条例を制定しなければならないという

危機感を関係者にもたせたという ８。「市民の権利と、自治体運営の全体像について、そ

の基本となる仕組みや方針」を自治基本条例として明文化しなければならないとして、自

治基本条例の必要性を関係者に強く認識させたことがニセコ町まちづくり基本条例制定の

誘因となっている。 
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  また、自治基本条例プロジエクトでは、先行例の検討や条例案づくりも進められた。川

崎市都市憲章条例案、逗子市都市憲章条例案、そしてアメリカのホーム・ルール・チャー

ターなどの検討も行われている ９。 

 ニセコ町まちづくり基本条例の制定に向けた検討過程は、当時の町長であった逢坂のリ

ーダーシップや一部に限られてはいたものの条例制定の必要性について理解していた住

民や議会の存在に底支えされていたといえる １０。 

 さて、このようなニセコ町まちづくり基本条例制定の取り組みは、その後も自治基本条

例の制定の取り組みが続いているように、ニセコ町だけの課題解決の取り組みではなく、

全国自治体に共通の課題解決の取り組みでもあった。 

つぎに、自治基本条例の制定を必要とするに至る全国自治体が、戦後どのように変容し

てきたのかを確認する。 

  

（２）条例制定の背景 

 

①戦後地方自治の動向 

ア 2000 年分権改革前 

伊藤(正)が指摘するように、占領終了後、一部で再集権化という傾向がみられたとはい

え、戦後の地方自治制度は、1990 年代に至るまで制度としては安定性を示してきた。しか

しながら、戦後を通じて自治体をとりまく政治・経済・社会の環境は大きく変化し、自治

体はさまざまな課題に直面してきた。1990年代に入り、国内外の情勢が大きく変化する中

で、戦後地方自治制度に対しては、地方分権という観点から改革を求める動きが強まるこ

とになる １１。 

一方、戦後日本の地方自治においては、図表２－３に示すように、シビルミニマム、市

民参加、情報公開、計画行政、行政の文化化、政策法務をはじめとして、さまざまな自治

の取り組みが、国法・制度に先行して、あるいは国法・制度を乗り越えて行われてきた １２。
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このことは、本稿の冒頭、第 1 章第 1 節 1 においてみた国法・制度の限界を乗り越え、自

治・分権の取り組みを全国の自治体が展開してきたことの実績を示すものである。現場の

もつ、地域個性、地域総合性、地域先導性という特性をいかした自治の展開が日本の社会

に求められてきたのである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   
 図表２－３ 市民自治の課題と論点の推移 

1945年          1960 年代         1970 年代         1980 年代          1990 年代         2000 年代 

[Ⅰ]時期の区分                                   

 ○←農村型社会→      ○都市型社会への移行期→              ●都市型社会の成立期→                

 ○自治制度の形成期→    ○自治制度の運用期→                                          ●新自治制度の形成期→ 

 ○戦後自治の揺藍期→    ○革新自治体の展開期→               ○地方の時代と自立体制整備期→            ●分権改革期→ 

 ○下降型（国→自治体）→       ●上昇型（自治体→国）→         ●競争型（自治体⇔自治体）→  ●必然型（内発型/自律自治体）→ 

[Ⅱ]課題の提起 

                              ◎地域民主主義             ◎補完性原理（松下『市民自治の憲法理論』）→ 

               ○自治体改革→                （革新自治体→自治体革新）                  ◎自治体再構築→ 

 

               ○←（政策）量の充足期→               ◎（政策）質の整備期→ 

                       ◎市民参加（条例化は 2000年代）                   ◎住民投票条例   ◎自治基本条例 

                       ◎情報公開（条例化は 1980年代）                              ◎オンブズパーソン条例 

                       ◎職員参加                                         ◎議会基本条例 

                       ◎シビル・ミニマム         ◎行政の文化化                ◎危機管理 

                             ○自治体計画                         ◎自治体計画（再） ◎総合計画条例 

                             ○要綱行政                 ◎政策法務      ◎政策評価条例 

                                                   （放漫財政→） ◎政策財務     ◎財務規律条例 

                                   ◎自治体外交（国際交流）            （自治体間協力→）  ◎連合自治 

[Ⅲ]主体の変化（市民・首長・議会・職員） 

               ◎市民運動（活動）           （地域市民活動＋全国市民活動＋国際市民活動へと拡大→） 

                  ◎首長の政策責任                 ◎職員の政策能力                 ◎議会の改革 

     出典：神原勝(2012:5)  
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イ 2000 年分権改革 

地方分権改革が政治課題となるきっかけになったのは、政治改革をめぐって国政が激動

していた 1993 年 6 月に、国会の衆参両院において超党派で「地方分権の推進」に関する

決議が行われたことにあるとされる。その後、1995年 5月には地方分権推進法が成立して

いる。そして、政府は第一次（1998 年 5 月）、第二次（1999 年 3 月）の地方分権推進計画

を閣議決定した。これを受けて、1999 年 7月には総計 475 本の関係法律を一括して改正す

る地方分権一括法が制定され、2000 年 4 月から施行された (伊藤(正)2007b：36-38）。 

  また、地方分権推進委員会は、2001 年 6 月 20 日に地方分権推進委員会最終報告を出し

ている。その「第 4 章 分権改革の更なる飛躍を展望して」のなかで、委員会が推進して

きた今次の分権改革は、未完の分権改革であり、これをこれから更に完成に近づけていく

ためには、まだまだ数多くの改革課題が残っているとし、6項目に整理している。そして、

その「Ⅴ.制度規制の緩和と住民自治の拡充方策」には、次のように記されている １３。 

最近は、地方自治基本法の制定を提唱する動きや地方公共団体で自治基本条例の制定を

めざす動きが一部に現れ始めている。この種の動きのなかには、米国に見られる自治憲章

制度（Home Rule Charter System）に類似した発想、すなわち、地方議会議員の選挙制度

及び定数、地方議会と首長の権限関係、執行機関のあり方など地方公共団体の組織の形態

やその他の住民自治の仕組みを自由に選択する権能を地方公共団体に与えるべきだとする

発想が窺われる。 

 わが国の地方分権が更に進展した状況においては、地方自治法等による画一的な制度規

制の緩和を求める声は次第に強まるのではないか。第３次分権改革では、おそらく、住民

自治の拡充方策が最も中心的な検討課題になるのではないかと見込まれる。  

そこには、2000 年分権改革により自治体に求められるものが国法・制度上も変わってき

ているなかで、地域の特性を自治に活かすため、地方自治法等の規律密度の緩和とそれに

代わる自治基本法、及び自治基本条例制定への期待をみることができる。 
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② ２０００年以降の分権化の歩み 

 次に、2000 年以降の分権化の歩みをみることとする。2000 年の分権改革以降、それ以前

に比べても図表２－４に示すように具体的かつ様々な分野での分権化が進められてきてい

る １４。その分権化の進展は、それまでにも増して自治体に大きな権限を与えている。権

限は、常に適切に行使されるとは限らない。日本の場合は、行政手続法の制定も、アメリ

カ合衆国の 1946 年の連邦行政手続法制定、1976 年の西ドイツにおける行政手続法制定に

比べても 1993年と遅れていることなど、行政の権限行使に対する警戒が乏しいと思われる

ところがある。しかし、権限濫用の危険は常にある。自治体行政の権限が大きくなれば、

その濫用の危険を防ぐ重要性も増す。暴走するおそれのある自治体政府である議会および

長の動きをどう適切に統制することができるか。そのことは、これまで以上に重要性を増

す。これまで以上に、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組

みや方針」が明記された自治基本条例の制定が自治体に求めているといえる。 

 

図表２－４ 2000年以降の分権化の主な動き 

年 月 分権化の動き 

2000 4 （地方分権一括法施行） 

国と地方の役割分担の明確化  機関委任事務制度の廃止 

 必置規制の見直し  権限委譲の推進  国の関与等の見直し  

2003 2 （地方自治法改正） 

直接請求の要件緩和  住民参加請求制度、住民訴訟制度の見直し  

2006 6 （地方自治法改正） 

議長への臨時会召集請求権の付与  

2011 

 

5 

 

（地方自治法改正） 

議員定数の法定上限の撤廃   議決事件の拡充 
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2013 

 

 

 2014 

5 

 

 

8 

 

 

6 

 

 

5 

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律〈第 1 次一括法〉） 

 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律〈第 2 次一括法〉） 

 基礎自治体への権限の移譲  義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律〈第 3 次一括法〉） 

 基礎自治体への権限の移譲  義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律〈第 4 次一括法〉） 

 国から自治体への権限   都道府県から政令市への移譲 

  

  出典：山口（2012:270-278）をもとに、直近の動向を加え筆者作成。 

 

（３）条例の内容  

 

ニセコ町まちづくり基本条例は、図表２－５に示すように、基本的な性格を自治体と住

民との関係を定めるものとし、「情報公開」や「参加」などの規定を置いている。第１節

においてみた川崎市都市憲章条例案や逗子市都市憲章条例案とニセコ町まちづくり基本

条例を比較すると、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組

みや方針」については、いずれの条例ないし条例案にもみられるのに対して、総合計画に

位置づけられるような政策的規定は、川崎市都市憲章条例案や逗子市都市憲章条例案には

みられるものの、ニセコ町まちづくり基本条例においては、見られないという相違がある。 

ここに、ニセコ町まちづくり基本条例は、条例制定当初、議会条項がなかったものの、
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「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」を明らか

にするという自治基本条例の原型を示した自治基本条例の先駆であるとみることができ

る。その後 2005 年 12 月 19 日の改正により、ニセコ町まちづくり基本条例に議会条項が

位置づけられている。 

 

図表２－５ ニセコ町まちづくり基本条例の内容（項目抜粋：2000年の制定時） 

前文 

目的 

情報共有の原則 

情報への権利 

説明責任 

参加原則 

意思決定の明確化 

情報共有のための制度 

情報の収集及び管理 

個人情報の保護 

まちづくりに参加する権利 

満 20 歳未満の町民のまちづく

りに参加する権利 

まちづくりにおける町民の責

務 

まちづくりに参加する権利の

拡充 

コミュニティ 

コミュニティにおける町民の役 

 割 

町とコミュニティのかかわり 

町長の責務 

就任時の宣誓 

執行機関の責務 

組織 

審議会等への参加 

意見・要望・苦情等への応答義務

等 

意見・要望・苦情等への対応のた

めの機関 

行政手続の法制化 

計画過程等への参加 

計画の策定等における原則 

計画策定の手続 

〈財政〉総則 

予算編成 

予算執行 

決算 

財産管理 

財政状況の公表 

評価の実施 

評価方法の検討 

町民投票の実施 

町民投票の条例化 

町外の人々との連携 

近隣自治体との連携 

広域連携 

国際交流及び連携 

条例制定等の手続 

この条例の位置付け 

条例等の体系化 

この条例の検討及び見直し 

  出典: 木佐・逢坂（2003）所収の「ニセコ町まちづくり基本条例の手引き」から筆者作成。 
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第 3 節 ニセコ町まちづくり基本条例と先行事例の比較 

 

１ 比較の視点 

 

ここでは、ニセコ町まちづくり基本条例と先行事例である２つの条例案（川崎市都市憲

章条例案、逗子市都市憲章条例案）のその差異を比較する。ニセコ町まちづくり基本条例

が、なぜ他の２例と異なり成立したのか。 

比較の視点としては、第１節及び第２節に示したニセコ町まちづくり基本条例と先行事

例である２つの条例案の検討過程と内容から、①制定の目的、②学識者等の連携・ネット

ワークの形成、③自治の蓄積、④自治体運営・地域課題に対する危機意識、⑤分権化の進

展、⑥条例内容についての実施実績という６つの視点を設定する。 

 

２ 比較結果 

 

 １において設定した６つの視点によるニセコ町まちづくり基本条例と先行事例の比較

は、図表２－６のとおりである。 

図表２－６からは、次のことが確認できる。 

①先行事例である川崎市都市憲章条例案や逗子市都市憲章条例案とニセコ町まちづ

くり基本条例の双方に共通しているのは、制定目的における市民の権利の明記、

学識者等の連携・ネットワークの形成、自治の蓄積、自治体運営・地域課題に対

する危機意識の存在である。 

②先行事例である川崎市都市憲章条例案や逗子市都市憲章条例案とニセコ町まちづ

くり基本条例において相違しているのは、分権化の進展、条例内容についての実施

実績の有無である。  

③ニセコ町まちづくり基本条例においては、分権化が進展する中でそれまでの自治体
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改革の取り組みを継続させる担保の仕組みとして基本条例を制定しようとしたこと

である。 

 

図表２－６ ニセコ町まちづくり基本条例と先行事例の比較表 

 

比較項目 

川崎市都市憲章 

条例案 

逗子市都市憲章 

条例案 

ニセコ町まちづくり 

基本条例 

制定の目的 

 

川崎市都市憲章条

例案は、市民の権利

の明記と今日の総

合計画の体系につ

ながるような政策

体系を規範として

示すことで、市民が

議会や市長と一体

となって人間都

市・川崎を実現する

ため制定が検討さ

れた。 

逗子市都市憲章条

例案は、市民の権利

の明記と自治の仕

組み（地方自治法で

規定されている点

が多い）を、市民、

議会、長が、国の内

外に対し、都市自治

の職責を全うして

いくうえでの規範

として示すため制

定が検討された。 

ニセコ町まちづく

り基本条例は、市民

の権利の明記と、そ

れまでの自治体改

革の成果やこれか

らのまちづくり方

針を明示すること

で、自治の実現を図

ることを目的とし

制定された。 

 

 

学識者等の連携・ネットワーク

の形成        〔注 1〕 

○ ○ ○ 

自治の蓄積       

〔注 2〕 

○ ○ ○ 

自治体運営・地域課題に対する

危機意識       〔注 3〕 

○ ○ ○ 
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分権化の進展     

                  〔注 4〕 

  ○ 

条例内容についての実施実績

〔注 5〕 

  ○ 

  〔注 1〕学識者等の連携・ネットワーが形成されている場合に「○」をつけている。なお、本稿がテー

マとして取り上げている自治基本条例をはじめ、政策形成の際には、通常、政策参照が行われ

るが、その参照にあたっては人的ネットワークの存在が有用とされている〔田口

(2008:139-170)〕。 

 〔注 2〕検討(制定)段階において自治の蓄積がみられる場合に「○」をつけている。 

〔注 3〕自治体運営・地域課題に対する危機意識が、具体的に条例制定（検討） などの動きとして 

みられる場合に「○」をつけている。 

 〔注 4〕検討(制定)段階において分権化が進展している場合に「○」をつけている。 

  〔注 5〕条例内容について、すでに実施している実績がある場合に「○」をつけている。 

  

第４節 ニセコ町まちづくり基本条例の意義 

 

 全国における自治の取り組みの蓄積や世界的な地方分権の流れと合流した日本国内に

おける地方分権（＝分権化の進展）の流れと、学識者等との連携・ネットワークの形成、

自治の蓄積、自治体運営・地域課題の解決に対する危機意識、条例内容についての実施実

績が、自治基本条例を誕生させたといえる。 

 特に、分権化の進展に伴い、自治体の権限が拡大することから、その運用の方向を適切

なものに制御する必要が拡大している。西尾は、「新しい時代の新しい課題には、新しい

視座をもって臨まなければならない。だが、新しい視座を要請しているものは新しい課題

だけではない。古くから永続している課題、繰り返し論じられているような伝統的な課題

までもが新しい視座から解釈されなおすようになったとき、はじめて新しい時代の展望が
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ひらかれる」(西尾 1988:2)とする。自治基本条例は、市民、議会、長をはじめとする自治

に関わるアクターの地域・自治に対する各人各様の想念の混沌の中から、既成の諸学の思

考の枠組みを超えて、分権化の進展に伴い、これらアクターに認知され、新たに誕生・成

立したものと見ることができる。議会を例にとれば、分権化に伴う機関委任事務の廃止等

による条例制定権の拡大等にともなう議会権限の拡充などにより、議会が自らの果たすべ

き役割を再認識することで、自治基本条例制定の必要性についても確認したということが

できる。 

 「政策の窓モデル」１５によれば、政策の窓が開くためには、本章のテーマに即してい

えば自治基本条例が成立するためには、問題、政策、政治という相互に独立した３つの流

れが合流することが必要であるとされる。繰り返すが、第１節および第２節において確認

し、第３節において比較した、条例の制定目的、危機意識は問題の流れを示している。学

識者等の連携・ネットワークの形成、自治の蓄積、条例内容についての実施実績は政策の

流れを示している。この２つの流れが、分権化の進展という政治の流れと合流することに

より、政策の窓が開いたとみることができる。 

一方、自治基本条例の作成に着手するものの成立には至らなかったことの背景には、当

該自治体には、条例制定の必要性が薄くなったという条件の相違がある。自治基本条例成

立の前提となる問題、政策、政治という３つの流れが合流せず、政策の窓が開かなかった

と見ることができる。条例内容の実施実績という政策の流れと、分権化の進展という政治

の流れが存在しなかったのである。 

このうち、条例内容の実施実績という政策の流れについては、第３章においてみるよう

に、自治基本条例の制定過程ないし条例制定を自治体改革に取り組む契機とするためのも

のとして自治基本条例の制定に取り組み制定している自治体も少なくないことから、自治

基本条例成立の決定的要因とは考えにくい。一方、地方分権（＝分権化の進展）の流れは、

自治基本条例の議決権をもつ議会を含め、市民、長、職員など自治基本条例の制定に関わ

る全ての主なアクターの意識変革に影響を与えることも含めて、今後も自治基本条例の制
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定を促することになるであろう。 

 ニセコ町まちづくり基本条例は、条例制定までの自治体改革の取り組みの成果であるが、

ニセコ町だけでなくすべての自治体に、高度成長期、都市型社会の成立、そして 2000 年

分権改革を経て、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組み

や方針」を、これまでの自治の実績を踏まえ一覧できる成文として可視化させた。このこ

とにより、他の自治体はニセコ町まちづくり基本条例をモデルとした自治基本条例の制定

や自治そのものにかかわるさまざまな取り組みの必要性についての認識を持ちうる可能

性を高めることができ得たとみることができよう。 

ニセコ町まちづくり基本条例は、自治基本条例の制定が広がるにあたり要の位置を占め

ることになる。全国自治体のおいて制定された自治基本条例は、その内容や制定過程に多

様性をもつものの、その制定過程においてはニセコ町まちづくり基本条例が参照されるこ

とが少なくない。このことは、ニセコ町まちづくり基本条例についての視察の多さからも

確認することができる。 

 

注 

                                                   
１ 東京大学法学部教授の小林直樹が委員長を務めていた。 

２ 川崎市企画調整室調査課（1973）には、「都市憲章の現代的意義」の特集が組まれてい

る。 

３ 兼子(1992:45-62)。二元代表制のもとにおいては、与党野党という表記は必ずしも適切

であるとは思われないが、議会と長の関係の実態を示しているので、ここでは兼子の表記

をそのまま使用している。 

４逗子市都市憲章調査研究会は、座長を務めた東京都立大学の兼子仁、早稲田大学の寄本

勝美、千葉大学の鈴木庸夫ら 5名の学識者により構成されている。 

５ 当時の富野暉一郎市長は、2013 年 11 月 28日の筆者の照会にその旨答えている。 
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６ 木村（2003：45-66）には、当時の状況が詳細に記述されている。なお、田口(2013:326-328)

は、なぜ、ニセコ町でこのような条例をつくることができた理由として、北海道町村会・

市議会議長会の手厚い町村支援活動、職務外でもお互いに支え合う北海道自治体学会など

の自主的な共同体の存在をあげている。 

７ ニセコ町ホームページ。 

http://www.town.niseko.lg.jp/machitsukuri/jyourei/kihon.html（2014.5.28.情報取得）。 

８ 筆者が、2013 年 3月 2 日に都内で行った片山へのインタビューにおいて、この旨の発言

をしている。 

９ ニセコ町まちづくり基本条例の制定にあたり検討された川崎市や逗子市の都市憲章条

例案は、アメリカのホーム・ルール・チャーター制度を参考にして構想されている。ホー

ム・ルール・チャーターは、自治体の正式名称、紋章、区画、地方政府の形態、機関・組

織の権限と仕事、職員の人事・給与、選挙や直接参加、基本となる行政手続きなどを含み

詳細なものであるとされる。また、ドイツの自治体には基本条例とも訳すべき

Hauptsatzung があり、これまでは、ほとんど自治体の紋章など象徴的事項や基本組織につ

いて簡潔に定めているだけであった。しかし、近年に至って、とくに 2000 年前後以降に改

正されているドイツの基本条例では、住民参画規定や都市内分権、狭域自治の制度などに

ついての規定が増加しており、このことは、本物の自治体への成熟過程を示すものといえ

るとされる。〔（木佐・逢坂(編) 2003：71）、（竹下 2008：115-117）〕。 

１０ 筆者が、2013 年 2 月 3 日に都内で行ったニセコ町の逢坂元市長へのニセコ町まちづく

り基本条例の制定過程についてのインタビュー、および 2013年 3 月 2 日に都内で行ったニ

セコ町の片山町長への同過程についてのインタビューでの発言による。 

１１伊藤(正)（2007a：30-32）。神原(2012:5-24）には、1945 年以降の住民自治の課題と論

点の推移がまとめられている。そのなかで神原は、自治基本条例は、日本の自治体改革の

歴史の到達点であるとともに、分権時代の自治の出発点であるとしている。鳴海(1994)に
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も、自治体改革の展開過程、地方自治論の展開過程が、国内政治の行財政過程との対比し

ながら示されている。 

１２ 戦後地方自治の歴史と確信自治体の評価については、全国革新市長会・地方自治セン

ター〔編〕(1990)、地方自治センター資料編集委員会(1998)を参照。 

１３ 地方分権推進委員会最終報告 

http://www8.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/saisyu/4.html。 

１４ これまでの地方分権改革の経過については、地方六団体地方分権改革推進本部のホー

ムページを参照。http://www.bunken.nga.gr.jp/（情報取得 2013.7.25） 

１５政策の窓モデルについては、伊藤(修)(2010:45-62)を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

64 
 

                                                                                                                                                        

 

 

 

 

 

 



  
 

65 
 

第３章 自治基本条例と議会基本条例の制定状況と取り巻く環境 

 

第１節 なぜ自治基本条例と議会基本条例を比較するのか 

 

 本章においては、自治基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定状況と、そ

れを取り巻く環境を明らかにする。 

自治基本条例は、第 1 章第１節２でみたように「市民の権利と、自治体運営の全体像に

ついて、その基本となる仕組みや方針を規定した条例」である。条例の最上位に位置し、

市民や議会や長についての役割や関係性を規定する。一方、議会基本条例は、やはり、第

１章第１節２でみたように、主に市民と議会の関係や議会内部のことに限定して規定する

基本条例で、自治基本条例があれば、その関連条例として位置づけらけるものである。 

 では、なぜ、自治基本条例と議会基本条例を比較するのか。それは、第１に、自治基本

条例が自治体運営についての枠組み条例であるように、議会基本条例が議会運営について

の枠組み条例であること。第２に、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基

本となる仕組みや方針」という、自治基本条例があれば、本来自治基本条例に位置づけら

れるであろう内容が議会基本条例に規定されている場合があること。第３に、自治基本条

例、議会基本条例のいずれもが自主条例であり国や県からの制定要請などはないことなど、

自治基本条例と議会基本条例との間には共通点が多いことによる。これらの理由により、

２つの基本条例を比較することが、自治基本条例の成立を促すものの把握に適していると

考えられるのである。 

 

第２節 自治基本条例の制定状況と取り巻く環境 

 

１ 自治基本条例の制定状況 
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自治基本条例は 2001 年 4 月 1 日に施行されたニセコ町まちづくり基本条例を嚆矢とし、

図表１－2 にあるように、2001 年 1 条例、2007 年には最多となる 39 条例、2012 年には 24

条例が制定され（2001年から 2011年までは施行日を基準とし、2012 年については制定日を

基準とする）、2012 年末には累計 248条例が制定されている。この数は、1742 全国基礎自治

体の約 14.4％となっている。近年の制定数は、2010年 34 自治体、2011 年 26自治体、2012

年 24 自治体である。なお、『議会改革白書 2013 年版』によれば、図表３－１に示したよう

に、今後、条例制定に向けて具体的に検討している 151の自治体がある（廣瀬・自治体議会

改革フォーラム（編）2013:134）。 

第３節１に示めす議会基本条例の制定状況と比べると、近年、自治基本条例の制定が伸

び止まり横ばい状態にある。 
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図表３－１ 基礎自治体における自治基本条例制定の今後の動向 

  

回答した 

自治体数 

 

回答した 

自治体の 

 割合（％） 

 

全自治体 

(1742 自治体) 

における割合 

（％） 

 

全体 1519     100.0   87.2   

その他または無回答 3     0.2   0.2   

１ 現時点では制定の予定はない 1046     68.9   60.0   

２ 制定へ向けて具体的に検討中 

（議会または執行機関にて） 

151     9.9   8.7   

３ 議会に関する規定を含まない 

自治基本条例を制定済み 

17     4.7   4.1   

４ 議会に関する規定を含む自治 

基本条例を制定済み 

248     16.3   14.2   

（注 1）廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム編（2013）「全国自治体議会の運営に関する実態 

調査 2013 集計表」から必要項目を抽出し筆者作成。 

（注 2）回答していない自治体で制定を予定している自治体もありうる。 

 

自治基本条例の制定が伸び悩んでいる理由としては、①行政主導型の制定過程の場合におい

ては、自治基本条例の議会条項について議会が関与しておらず当事者性が欠けていること、②

合併による政治的対立を避けるという意識がはたらくこと、③近年、自治基本条例に対するネ

ガティブキャンペーンの存在があること、④自治基本条例の制定にかかわるアクターに、その

必要性について認知されていないこと、などが想定される。 
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２ 自治基本条例の制定動機とその背景 

 

（１）自治基本条例の制定動機 

 

自治基本条例制定の動機を、いくつかの事例から考察すると、大別して２つに整理する

ことができる。 

１つは、これまでの改革の取り組みを、今後も担保するために自治基本条例を制定する

というものである。このような動機をもつ条例の例としては、ニセコ町まちづくり基本条

例や多治見市市政基本条例をあげることができる。 

 ニセコ町まちづくり基本条例は、第２章第２節１（１）①においてみたように、これま

での町の改革の取り組みを、今後も担保するために制定されている。 

この考え方は、多治見市市政基本条例(多治見市自治体基本条例案 １)においてもあては

まる。条例制定当時の市長である西寺は、「今日まで進めてきた行政の質的なレベルアッ

プを一層進化させていくことが求められています。自治体基本条例案に掲げた諸制度の確

立は、公正で、民主主義的な市政を実現し、市民との信頼関係を実現し、市民との信頼関

係を築いていくために必要なことはいうまでもありません」（西寺 2008:213-214）と、こ

れまでのまちの改革の取り組みを、今後も担保する、さらにはレベルアップを図るために

基本条例を制定したということを述懐している。 

 いま１つは、自治基本条例づくりをスタートに、あるいは自治基本条例を制定すること

で自治体改革を進めていこうというものである。たとえば飯田市では、市民自治確立のた

め市民、議会、行政が協働して分権時代に対応したまちづくりに取り組むための拠り所と

して自治基本条例を制定し、自治基本条例により自治体改革を進めることに主眼がおかれ

ている(飯田市議会『自治基本条例への取り組み』)。 

本章では、自治基本条例について、ニセコ町まちづくり基本条例、多治見市市政基本条

例、飯田市自治基本条例を事例として取り上げるが、その選定理由は、ここに取り上げる
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３つの条例が自治基本条例の先駆として高く評価され、かつ比較的初期に制定された条例

であることから、全国からの視察も多く、これら３つの自治基本条例制定の動機と背景認

識が視察した自治体の自治基本条例制定の動機と背景認識に影響をあたえ得ると予測さ

れること、つまりひろく参照され波及する可能性が高いことから、自治基本条例を制定し

た自治体の動機と背景を代表し得ると考えたことによる。 

 

（２）制定動機をもつに至る背景 

 

では、行政（飯田市の場合には議会）が（１）にみたような自治基本条例の制定動機を

もつに至る背景には、どのようなことがあげられるのであろうか。 

繰り返すが、ニセコ町まちづくり基本条例の場合、情報公開、市民参加など、今日の自

治体の自治を支える制度の実践の蓄積をあげることができる。 

多治見市市政基本条例(多治見市自治体基本条例案)の場合、前出の西寺は、基本条例制

定の背景として、地方分権時代の到来、財政危機を踏まえた総合計画に基づく市政運営の

実践、市民との信頼関係構築の必要性、情報公開を前提とした市民参加充実の必要性など

をあげている（西寺 2008:213-214,222-224）。多治見市では、1996 年西寺市長が「財政

緊急事態宣言」を発し、そこから総合計画に基づく市政運営などの市政改革が実践さ

れている。 

飯田市の場合、2006 年には議会が設置した「わがまちの憲法を考える市民会議」が発足

し、公募委員 8 名を含む 24 名により条例制定に向けた検討がはじめられ、2006 年には条

例案を議会議案として提出し、全会一致で可決され今日に至っている。このように、飯田

市の場合、市民参加を得て議会主導により自治基本条例を制定した、めずらしい例である

２。条例制定当時、自治基本条例特別委員会の委員長であった中島武津雄は、「地方分権一

括法の施行を受け、自己決定・自己責任による自治体運営が求められるようになったこと」

（中島 2007：68）を、自治基本条例制定の背景としてあげている。 
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(3)  自治基本条例の内容の変遷 

 

ここでは、ニセコ町まちづくり基本条例、多治見市市政基本条例を中心に、自治基本条

例について、その内容の変遷を見てみる。 

①ニセコ町まちづくり基本条例と議会条項 

自治基本条例の制定過程における経過措置の有効性であるが、2000 年に成立したニセコ

町まちづくり基本条例では、札幌地方自治法研究会のメンバーが作成した自治基本条例試

案には位置づけられていた議会条項は、第２章第３節（３）においてみたように含まれて

いない。「自治の仕組みをルール化する自治基本条例の本筋からは不可欠な条項だったが、

町長部局による議会への干渉とも解釈されかねず、これを入れることで一部議員の抵抗が

強くなることは必至だった」（木佐・逢坂 2003:133）のである。このため、議会について

の条項が、この時点での条例には位置づけられていなかった。その後 2006 年 12 月の条例

の一部改正により、今日では、他の自治基本条例には類を見ない具体的な内容を含む議会

条項が追加されている（図表３－２）。 

このことに関して、「わたしたちのまちの憲法」（木佐・逢坂 2003）には、 

 

条例には、議会に関する規定がない。これはこの条例が見直しをかけながら、良いもの

にしていく「育てる条例」だからである。条例制定に至る過程では、さまざまな場面で議

会の規定について議論が交わされたが、町議会議員の間での検討は進んでいなかった。

2002 年 7月に開催された「全国町村議会シンポジウム」で、成瀬勝弘・ニセコ町議会議長

は次のように発言している。「情報公開条例と個人情報保護条例についても、一年くらい

間をおいて条例を一部改正して、議会もその中に規定していったという経緯があり、若干

の時間がかかるわけです。今回のまちづくり基本条例についてもそのような方法で、改正

条例の中で議会の活動についても規定していこうと思っております」、まさに「育てる条

例」としての認識に基づき、議会そのもので十分議論したうえで、議会の活性化につなが
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るような内容を盛り込む方向に向かっている（木佐・逢坂 2003：155-156）、 

 

と記されている。 

この点については、当時のニセコ町長であった逢坂誠二や、当時ニセコ町の職員で札幌

地方自治法研究会のメンバーの一員であった現町長の片山健也にも、同じ思いがあったこ

とが筆者のインタビューで明らかになっている ３。 

ニセコ町まちづくり基本条例は、これまで、議会条項を追加するなど進化しつつあると

いえる(ニセコ町ホームページ)。 

 

図表３－２ ニセコ町まちづくり基本条例の条項 

札幌地方自治法研究会の 

試案（2000.6.15） 

当初の条例 

（2000.12.27） 

現在の条例 

（2013.4.1 現在） 

 

前文 

この条例の位置付け 

各種基本条例制定の推進 

目的 

 

参加原則 

 

情報共有の原則 

説明責任 

計画の策定時における原則 

まちづくりに参加する権利 

 

前文 

目的 

情報共有の原則 

情報への権利 

説明責任 

参加原則 

意思決定の明確化 

情報共有のための制度 

情報の収集及び管理 

個人情報の保護 

まちづくりに参加する権利 

 

前文 

目的 

情報共有の原則 

情報への権利 

説明責任 

参加原則 

意思決定の明確化 

情報共有のための制度 

情報の収集及び管理 

個人情報の保護 

まちづくりに参加する権利 
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子供たちのまちづくりに参加す

る権利 

まちづくりに参加する権利の保 

 障 

個性、能力への配慮 

まちづくりに参加する権利の拡 

 充 

まちづくり諸活動への参加等 

情報への権利 

意見表明等 

参加のための制度保障 

直接請求権行使への協力 

〈略〉 

 

議会の責務 

議会の組織等 

議会の会議 

 

議会の会期外活動 

 

 

 

 

町長の責務 

満 20 歳未満の町民のまちづく 

りに参加する権利 

まちづくりにおける町民の責 

 務 

 

まちづくりに参加する権利の 

拡充 

コミュニティ 

コミュニティにおける町民の

役割 

町とコミュニティのかかわり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長の責務 

満 20 歳未満の町民のまちづく 

りに参加する権利 

まちづくりにおける町民の責 

 務 

 

まちづくりに参加する権利の 

拡充 

コミュニティ 

コミュニティにおける町民の

役割 

町とコミュニティのかかわり 

 

 

 

議会の役割 

議会の責務 

議会の組織等 

議会の会議 

会議の公開 

議会の会期外活動 

政策会議の設置 

議員の役割及び責務 

 

町長の責務 
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就任時の宣誓 

執行機関の責務 

〈略〉 

就任時の宣誓 

執行機関の責務 

〈略〉 

就任時の宣誓 

執行機関の責務 

〈略〉 

                   （木佐・逢坂（2003）などをもとに筆者作成） 

 

②多治見市市政基本条例と多治見市自治体基本条例案及び関連条例 

多治見市市政基本条例については、当初、多治見市自治体基本条例という名称で検討が

進められていたが、関連条例とともに継続審議の後に審議未了廃案となっている。その後、

一部内容を変更し市政基本条例という名称の基本条例が制定されている。 

市政基本条例においては、自治体基本条例案には位置づけされていた、選挙時に議員や

市長が政策を明らかにすること、総合計画の基本計画を議決事件に加えること、市民投票

制度について市民や議会と市長は市民投票の実施を決定することができるとしたこと、武

力紛争に対する対処のこと、市長の服務に関する宣誓のことなどの規定が含まれていない。 

しかし、その後、2007 年 12 月議会においては、総合計画の基本計画を議決事件に加え

るとともに、図表３－３に示したように、継続的に関連条例が制定されてきている。この

ような多治見市市政基本条例についても、ニセコ町まちづくり基本条例の制定過程と同様

に段階的な取り組みとしての経過措置が基本条例の制定を促進し、条例制定後の条例の一

部改正や関連条例の制定につながっているといえる。 

多治見市市政基本条例も進化しているといえる。 
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図表３－３ 多治見市市政基本条例の関連条例（一部） 

 

 

関連条例の名称 

 

 

多治見市 

自治体基本条

例案 

 

 

多治見市 

市政基本条例 

制定時 

(2006.9.27) 

 

多治見市 

市政基本条例 

(2013.3.末) 

多治見市自治体基本条例 審議未了廃案 成立 成立 

多治見市市民参加条例 審議未了廃案 未提案 成立 

多治見市市民投票条例 審議未了廃案 未提案 成立 

多治見市議会基本条例 － 未提案 成立 

多治見市パブリック・コメント手続

条例 

議決不要 未提案 成立 

多治見市職員による公益通報に関す

る条例 

審議未了廃案 未提案 成立 

 － 未提案 成立 

多治見市是正要求手続条例 － 未提案 成立 

     （多治見市のホームページの内容をもとに筆者作成） 

 

③自治基本条例の内容の変遷 

①、②においてみたように、先駆自治体においては、自治基本条例が改正され内容の

充実が図られたり、関連条例が制定されている。つまり、自治基本条例が進化していると

いえる。また、条例に基づく制度設計、具体的な事業実施など、条例の段階的な進展・内

実化がみられる４。 

一方では、このような先駆事例には至らない事例もある。なかには、大和市自治基本

条例のように条例制定後、その運用が停滞する場合も見られる ５。現状においては、進化
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しない自治基本条例や運用停止状態にある自治基本条例も存在するということである。 

 

第３節 議会基本条例の制定状況と取り巻く環境 

 

１ 議会基本条例の制定状況 

 

 議会基本条例は、2006 年 5 月 18 日に栗山町で初めて制定され、図表１－２に示すよう

に、これを含め同年に 2 条例制定されたものが、年々勢いを増し、2012 年には 104 条例が

制定され、2012 年末までには累計で 339 の条例が制定されている。この数は、1742 全国基

礎自治体の約 19.5％にあたる。また、2013 年中には制定をめざしている 129 の議会を加え

ると 468 の議会基本条例の制定があると予測される（廣瀬・自治体議会改革フォーラム（編）

2013:134）。このように、議会基本条例制定の勢いは今後しばらく続くものと考えられる。 

現在、加速度的に制定されている議会基本条例が有効に機能するか否かは、今後の議会

基本条例の運用状況を見守ることとなるが、そこには、２においてみるように、議会基本

条例を制定し、議会改革を進めようとする、あるいは市民の議会に対する期待に応えてい

こうとする意志が存在する。 

 

２ 議会基本条例の制定動機とその背景 

 

では、このように制定が急速に進んでいる議会基本条例の制定動機とその背景はどのよ

うなものであろうか。 

 

（１）議会基本条例の制定動機 

 

はじめに、議会基本条例の制定動機を事例から考察する。なお、本章では議会基本条例
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の事例として栗山町議会議会基本条例と会津若松市議会基本条例を取り上げる。その理由

は、第２節（１）に示した自治基本条例の事例を取り上げた場合と同様である。すなわち、

ここに取り上げる二つの議会は議会基本条例の制定を含む議会改革の先駆として高く評

価され、かつ初期に制定された条例であることから全国からの視察も多く、二つの議会基

本条例制定の動機と背景認識が視察した議会の条例制定の動機と背景認識に影響を与え

得ることによる。つまり、ひろく参照され波及しているとみることができ得ることから、

議会基本条例を制定した議会の動機と背景を代表し得ると考えたことによる。 

議会基本条例の制定動機の１つは、これまでの議会改革の取り組みを、今後も担保する

ことに主眼をおき議会基本条例を制定するという場合である。この事例としては、栗山町

議会基本条例があげられる。議会基本条例の制定にかかわった当時の議長である橋場利勝

は、「議会報告会(中略)の席で住民の皆さんから、（中略）議員が代わってもずっと続けて

ほしい。そのためにぜひ条例に定めたほうがいいと思う。そういう意見があり(中略)何と

かこれを条例に定めたいと思っておりました」（橋場 2006:10）「議会報告会（中略）を常

設とするために議会基本条例を考え(中略)た」（橋場・中尾・神原 2008:18）と述懐して

いる。また、当時、議会事務局長であった中尾修は、「基本条例制定のキッカケは、この

報告会を高く評価して、将来も継続していくために、条例のかたちにしてほしいという町

民の要望でした」（橋場・中尾・神原 2008:8）と述べ、橋場の発言を裏づけている。 

いま１つは、議会基本条例づくりを契機として、あるいは議会基本条例を制定すること

で議会改革を進めていくことに主眼をおいた場合である。この事例としては、会津若松市

議会基本条例をあげることができる。会津若松市の議会改革の取り組みをまとめた会津若

松市議会編集の『議会からの政策形成』には、「条例制定をスタートに、条例をツールと

して、政策としての議会制度改革を実践」（会津若松市議会 (編集) 2010:48）すると記さ

れている。会津若松市議会においては、2006年の政治倫理講演会の開催など議会改革にか

かる調査研究、研修を進めてきた。しかしながら、会津若松市議会の認識としては、「条

例制定をスタートに、条例をツールとして、政策としての議会制度改革を実践」するとい



  
 

77 
 

うものであった。 

なお、ここでは、上記のように条例制定の動機を二つあげたが、前者の場合であっても、

さらなる改革に取り組むという姿勢を持つという意味においては後者の要因を兼ね備えて

いる。また、後者の場合においても、全く新たに改革を実践するということではなく、そ

れまでに何らかの改革の取り組みをしている場合も少なくないであろう。その意味におい

て、前者、後者の区分は、どちらに主眼を置いているかという相対的なものである。 

 

（２）制定動機をもつに至る背景 

 

それでは、議会関係者がこのような議会基本条例の制定動機をもつにいたる背景として

は、どのようなことがあげられるのか、あらためて確認してみよう。 

中尾は、「基本条例の内容の 8 割は条例制定前にすでに実施していた」（橋場・中尾・神

原 2008:5）と述べている。栗山町議会は議会基本条例の制定前から議会改革を重ねてい

た（橋場・中尾・神原 2008:6-7）。 

例えば、2002 年栗山町議会情報公開条例を議員提出議案として提案、インターネット

による議会ライブ中継の運用開始、中長期財政問題等特別委員会を設置して町財政の現状

等を徹底検証。2003 年一般質問における一問一答方式の採用、一般質問ポスターの公共

施設等への掲示による町民周知を開始、2005 年全国で２例目となる議会報告会の実施で

ある６。これらについては、いずれも高い評価を受けている。 

なかでも、議会報告会については、栗山町議会が始めた段階では、栗山町が参考とした

宮城県本吉町（現在、2009 年 9 月 1 日の編入合併により気仙沼市）だけが知られている

が、2012 年末では、全国基礎自治体における議会の約 40.4パーセントで議会報告会が開

催されている（廣瀬・自治体議会改革フォーラム 2013:137）。 

前出の栗山町議会の橋場は、「議会報告会(中略)の席で住民の皆さんから、例えば町が

住民の考え・意思と違う方向に進んだ場合に、この議会報告会を随時開いてほしい。町民



  
 

78 
 

の意見を聞いて、議会が町に対してしっかりとその真実をただしながら、間違った方向に

行かないように監視していただきたい」（橋場 2006:10）と議会に対する大きな期待があっ

たことを述懐している。また、「全国町村議会議長会でも（中略）今年〔2006 年〕最終報

告〔第２次地方〔町村〕議会活性化研究会による『分権時代に対応した新たな町村議会の

活性化方策（最終報告）』〕が出ました。その中で、今それぞれ地方議会の置かれている状

況は住民の皆さんから不信をかって厳しいものがある。言い換えれば、このまま改革をし

なければ議会そのものが存亡の瀬戸際に立たされているという内容ではなかったかと思っ

ております」（橋場 2006:9）〔 〕内は筆者（＝田中））と、全国町村議長会による最終報告

の内容を引用しながら、橋場自身も議会が厳しい状況におかれていると認識していたこと

を述懐している。議会が存亡の危機にあることを認知していた ７。また、栗山町議会の複

数の議員は、財政の厳しさも条例制定の理由としてあげている（橋場・中尾・神原 2008:104）。

栗山町議会の場合、議会基本条例の制定動機をもつにいたる背景としては、議会改革の実

践の蓄積、地方分権改革などの制度改革の動向、市民の議会に対する期待（一方では行政

に対する不信感）の存在、議会の自らの存亡にかかる危機意識の存在、厳しい財政状況を

あげることができよう。 

それでは、会津若松市議会の場合はどうであろうか。会津若松市議会では、二度の合併

を経て、「議会運営のルールやあり方をめぐり、さまざまな意見が出され、議論が交わさ

れることとなった。（中略）従前の会津若松市議会のルールを見直す必要も生ずる中で、

一部会派から（中略）市民と議会との新たな信頼関係の確立や市民への説明責任の明確化

を図るためには、議会自らが、（仮称）会津若松市議会政治倫理条例を制定することが必

要」（会津若松市議会 (編集)2010:３）との提案がなされ、このことがその後の議員選挙

や議長選挙８をつうじて、議長提言-「会津若松市議会における議会改革について（案）」

（会津若松市議会 (編集) 2010:15-22）において、地方分権改革等の制度改革に取り組む

べきことの基本認識が示されると同時に、地方議会および議員に対する批判の存在を認知

している。そして開かれた議会運営の実現など市民との関係を条例に位置づけることの必
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要性が示され、その後の議会基本条例の成立につながっている。会津若松市の場合、議会

基本条例の制定動機をもつに至る背景としては、地方分権改革などの制度改革の動向、議

会に対する批判の存在の認知、市民と議会の信頼関係構築の必要性をあげることができよ

う。 

このように、栗山町議会および会津若松市議会の例からは、議会基本条例の制定の背景

として、議会改革の実践の蓄積、地方分権改革などの制度改革の動向、市民の議会に対す

る期待（一方では行政に対する不信感）の存在、市民と議会の信頼関係構築の必要性、厳

しい財政状況、議会の自らの存在にかかる危機意識（＝議会の自らに対する批判の存在の

認知）をあげることができる ９。ここでは、「議会の役割（使命）を宣言するとともに、議

会に対する市民の権利を具体化し、議会運営の全体像について、その基本となる仕組みや

方針を示す」ことの必要性と、自治体議会のあり方全般に対する危機感を見ることができ

る。 

 

(3)議会基本条例の内容の変遷 

  

議会基本条例の嚆矢である栗山町議会基本条例の前文は、「地方分権の時代を迎えて、

自治体の自主的な決定と責任の範囲が拡大した今日、議会は、その持てる権能を十分に駆

使して、自治体事務の立案、決定、執行、評価における論点、争点を広く町民に明らかに

する責務を有している。自由かっ達な討議をとおして、これら論点、争点を発見、公開す

ることは討論の広場である議会の第一の使命である。」と宣言する。 

 このことは、「改革が進展したときには、議会という場は、自治体の意思決定に関わるす

べての当事者が議論に参加できる場となり、また、それを踏まえて、議員間討議で論点の

確認と、議会を通しての整理、集約、そして議決による一つの結論への統合が実現されて

いく。このような自治体運営の諸関係者が広く参加する政策決定のアリーナとしての議会

像が議会基本条例の条項の先には、見えてくる(中略)。これらを通して、議会の活動を可
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視化し、また、それを通して自治体の意思決定を明示することが実現される(中略)。非公

式調整の中心に位置してきた議会が、それによって形骸化を批判され、改革を求められる

中で動き出した議会基本条例を通しての改革は、結果として自治体運営自体の見直しにつ

ながり、議会、ひいては自治体運営全体を「見える」化していく効果をもつ。これによっ

て、住民自体の自治体運営の実現が展望され、期待され(中略)る」(廣瀬 2011b:119)こと

につながる。議会基本条例は、「議会の役割（使命）を宣言するとともに、議会に対する市

民の権利を具体化し、議会運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針を示す」

ものである。 

 議会基本条例は、本来このような機能をもつものであるが、「近年制定されている議会基

本条例の中には、「論点を明確にするために反問することができる」などのように、反問権

を首長や行政側からの「反論」のためのものではなくしていこうという傾向がみられる。(中

略)答弁者が問われたことに答えるしかないルールでの質疑よりも、対等に反論しあえる議

論の方が、政策についての論点を深めることができるという判断が、もともとの「反問権」

の導入の背景にはあったはずである。審議の活性化のために、反問内容の制約が望ましい

かどうか疑問である。」(廣瀬 2011b:118-119)との指摘がある。議会の使命が、議会の合議

制機関としての特質を踏まえ前述の栗山町議会基本条例の前文にも宣言されているように、

「議会は、その持てる権能を十分に駆使して、自治体事務の立案、決定、執行、評価にお

ける論点、争点を広く町民に明らかにする責務を有している。自由かっ達な討議をとおし

て、これら論点、争点を発見、公開すること」であるとするならば、妥当な見解であろう。 

第１章第１節２でみたように、請願・陳情については比較的多く活用されているものの、

提案者として市民がその趣旨を議会の場で直接説明することが、市民の権利として認めら

れているのは全国基礎自治体における議会の約 11.9 パーセントと限られている（廣瀬・

自治体議会改革フォーラム 2013:136）。この請願・陳情については、地方自治法第 109 条

第 5 項において準用する第 115 条の 2 により、「常任委員会は、予算その他重要な議案、

陳情等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等から意
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見を聴くことができる。」とされ、同条第 6項において準用する第 115 条の 2により、「常

任委員会は、当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は審査のため必要があると認め

るときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴くことができる。」こととされている。し

かし、これらの規定は、議会側に裁量権のある規定となっている。これを、議会基本条例

により市民の権利として位置づけることの必要性が指摘されている（福島 2014:80-82）。 

 このことは、嚆矢である栗山町議会基本条例の町民参加と町民との連携を定めた第４条

第３項において、「議会は、常任委員会、特別委員会等の運営に当たり、参考人制度及び公

聴会制度を十分に活用して、町民の専門的又は政策的識見等を議会の討議に反映させるも

のとする。」とし、第４項において「議会は、請願及び陳情を町民による政策提案と位置づ

けるとともに、その審議においては、これら提案者の意見を聴く機会を設けなければなら

ない。」と規定していることとの対比においてみれば、近年の議会基本条例には、議会基本

条例のもつ「市民の権利を守る」という大きな命題を体現していない条例もみられるとい

える。このように議会基本条例の内容もいまだ試行錯誤の段階にある。 

 

第４節 議会基本条例と自治基本条例の制定動機と取り巻く環境 

 

１ 自治基本条例と議会基本条例に共通する制定動機 

  

前節でみたとおり、自治基本条例の制定動機と議会基本条例の制定動機は、それぞれ自

治体ごとに異なるものであるが、どちらも共通の類型になる。１つは、これまでの改革の

取り組みを、今後も担保するために基本条例を制定するというものであり、いま１つは、

基本条例の制定過程を通して、これからの改革の内容を明らかにし、そして改革の成文根

拠として、基本条例を制定するというものである。 

 

２ 自治基本条例と議会基本条例に共通また相違する背景 
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では、その動機を持つに至る背景は、どのようなものであろうか。動機を持つに至る背

景には共通するものと相違するものがある。 

 

（１）共通する背景 

 

先駆的な自治基本条例にも議会基本条例にも共通する背景としては、自治体（議会）改

革の実践の蓄積、市民との信頼関係構築の必要性、地方分権改革などの制度改革の動向、厳

しい財政状況、市民からの期待をあげることができる。これらは、自治基本条例の制定を促

がすものとみることができる。議会と長への期待、そして都市型社会への移行に伴い拡大す

る政策領域への対応の必要性という変化は、特定の自治体だけに起きるものではない。 

では、なぜ、先駆事例は、先駆事例となり得たのか。その背景としては、先駆事例を生

んだ自治体の関係者が、次に（２）でみるように、そのような状況を認知していたことがあ

げられる。 

 

図表３－１ 自治基本条例と議会基本条例の制定に共通する背景と相違する背景 

共通する背景 

   自治体（議会）改革の実践の蓄積  市民からの期待 

市民との信頼関係構築の必要性   地方分権改革などの制度改革の動向 

厳しい財政状況 

相違する背景 

自らの存在にかかる危機意識（＝自らに対する批判の存在の認知） 

                     （筆者作成） 

 

（２）相違する背景とその理由  
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相違する背景としては、自らの存在にかかる危機意識つまり自らのあり方に対する批判

の存在の認知の有無がある。議会には、自らの存在に対する危機意識がある。この危機意

識は、第３節２(２)でみたように、市民から期待されていた栗山町議会でも、自治体議会

の現状について危機意識をいだいていたし、会津若松市議会でも意識され、橋場が例に引

いたように全国町村議長会においても、いわば全体状況として報告をされていた。ここか

らは、現状の議会のあり方に対する批判への危機意識が、改革が進んでいた議会にさえ、

当事者にはこの危機感があったことを指摘することができる。それほどまでの危機意識は

後述するように行政には出てこない。 

 議会のこうした危機意識は、実際に、地方議会に対する広範な批判の高まりによるもの

であった。たとえば、2011 年 2月 12 日の朝日新聞には、「全国の地方議会のうち、首長が

提出した議案をこの４年間で一本も修正や否決していない『丸のみ』議会は 50％、議員提

案の政策条例が一つもない『無提案』議会が 91％、議員個人の議案への賛否を明らかにし

ない『非公開』議会が 84％。朝日新聞の全国自治体議会アンケートで、こんなていたらく

がはっきりした」（朝日新聞 2011.2.12 朝刊 1 面）と議会のあり方について強い批判がなさ

れている。 

 また、鹿児島県阿久根市や名古屋市のように首長による議会への強い批判が噴出してい

る。阿久根市においては、竹原信一市長が「「傍聴席にマスコミがいる」として市議会への

出席を拒否」したり、「議会での答弁禁止を担当課長に命じている」（南日本新聞 2010.5.31）。

また、「議会が始まる前に、議員は賛成反対の結論を出している。その議員は一人当たり年

間 40 日しか議会に出てこない。みなさんはこのことを知っていましたか」と市民懇談会で

議会批判をするとともに、自身のブログにおいて「辞めさせたい議員アンケート」を実施

している（南日本新聞 2010.11.25）。さらに、竹原市長は、「議会を招集せず専決処分を乱

発し」ている（南日本新聞 2010.11.26）。このように、竹原市長は、議会無視ともいえる

対応と議会批判をしている。 

 名古屋市では、河村たかし市長が「選挙公約に掲げた看板政策が、市議会での同意を得
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られないことなどから、議会との対決姿勢を強め（中略）、支援者らが準備する議会の解散

請求（リコール）が成立した場合、自らも市長を辞し、市長と市議の同時選挙とする方針

を決めた。市議の定数や報酬の大幅削減、党議（党派）拘束を認めないなどの議会改革案

を（中略）示し、市民に是非を問う。」（中日新聞 2009.10.28）と、議会自らが判断すべき

事項について、議会批判をしている。名古屋市議会に対する市民からの解散請求（リコー

ル）は、その後成立している。 

 さらに、また、国の地方議会についての担当者は、「全般的に地方議会に対する関心は高

いとはいえず、地方議会の活動が住民に理解され、住民の理解を得ているかといえば、残

念ながら、現時点では疑問符を付けざるを得ない、(中略)未曾有の財政危機というが、議

会は行政のチェック機能を本当に果たしているのか、(中略)そもそも、議会は何をどのよ

うに決めていくのか、よくわからない、(中略)議会の活動状況がよくわからず、選挙で誰

を選べばよいかわからない、(中略)議員の数や報酬は適切なのか」等々の声を聞くことが

少なくない。これらは、本来、住民に最も近いところにあって、住民の代表としての機能

を果たすべき地方議会の存在意義を問うているものと思われる」(寺田 2012:18)と、議会

の現状に対する認識を述べている。この発言は、自治体議会に対する市民の批判状況を示

しているといえる。 

 すなわち自治体議会には、市民や長からの批判、また議会に対する「世論」をマスコミ

からも知らされることになり、自らの存在にかかる危機意識を行政に比べて持ちやすい。

一方、行政への批判は、不要論にまで及ぶことはなく、その危機意識は議会に比べて持ち

にくく深くはなりにくいということである。 

自治体行政に対しては、これまでにも給料削減を求めたり、定員削減を求めるという動

きが市民からも国からもあった。例えば、市町村職員給与実態調査や市町村職員定員管理

計画を通じて、ラスパイレス指数による職員給与の適正化や定員適正化計画の策定を通し

ての職員定数の削減が行われてきている。しかし、首長や行政職員の不祥事に対するバッ

シングはあるものの、行政の不要論にまでは至っていないということである。 
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 それはなぜか。1 つには、議会、行政それぞれと市民とのかかわりの違いをあげること

ができよう。たとえば、職員数は議員数よりも圧倒的に多く、職員は行政サービスの関わ

りで市民と接する機会が議員に比べて多い。行政の広報紙は議会の広報紙よりも発行回数

が多い。また、一般には、これまでは行政のほうが市民参加をめぐり、参加手法の多様性

と経験の蓄積が、アリバイ参加との批判はありつつも、議会に比べて大きいこともあげら

れよう１０。 

このように、２つの条例をめぐる議会と行政のあいだには、市民との関係で比較した場

合、その評価、関係性、認知の程度が異なるという相違がある。もちろん、議会は自治体

において、きわめて重要な自治の装置である。ただ、市民とのかかわりのなかで、その存

在の意味、役割について十分な認知を得られる蓄積を重ねてこなかったと言えるのではな

いか。その存在意義や役割を市民から十分には認知されず不要論もあがるような状況が議

会にはあり、だからこそ意図しているかいないかは別にして、「議会の役割（使命）を宣言

するとともに、議会に対する市民の権利を具体化し、議会運営の全体像について、その基

本となる仕組みや方針」について規定する議会基本条例の制定がこれだけの勢いをもって

広がっているとみることができる。「議会とは何者なのか」という自己定義と周知、その改

革の実践に危機感をもって取り組みはじめているといえる。それは、市民と議会の関係を

再構築することでもある（土山 2012a:6-7）。 

一方、行政については、前述したように、バッシングはあっても自らの存在を不要とさ

れる声はないと言える。その背景には、行政は幅広い市民サービスを提供する現場で市民

と関わり、高度成長期以来の市民参加や情報公開、まちづくりの取り組みを進める中で、

自らの存在を否定されるまでには至らない一定の認知を市民から得ていることがあると思

われる。「なぜ条例にこだわるのか」（木佐・逢坂(編)2003 :134）という声が自治基本条例

でみられるのは、条例はなくとも行政はこれまで同様に、つまり既存イメージのままに運

営され、その方向性をあえて規定する必要を強く感じさせるものでないため、議会基本条

例の制定に比べて、「自らの役割」の再認識が切迫した課題とならず、その制定のスピード
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が緩やかになっていると考えることができよう １１。  

だが、分権化の進展は、自治体に政府としての役割を強く求めており、自治体には、そ

れぞれの地域でその地域にふさわしい形に地方自治の仕組みを可視化しつくり上げていく

ための基本法が、これまでにも増して求められているのである。第２章第２節（２）にお

いて既にみたように、自治の蓄積と地方分権の流れ、特に 2000年以降の直接請求の要件緩

和、機関委任事務制度の廃止、条例制定権の拡大、枠組み・枠付けの見直し、議決事件の

拡大等は、市民、議会、長というそれぞれのアクターに、その役割と、アクター間の調整

を求めている。自治基本条例制定の必要性が高まっているのである。 

にもかかわらず、自治体には、自治基本条例が「市民の権利と、自治体運営の全体像に

ついて、その基本となる仕組みや方針」を定める最高規範であり基本法として必須のもの

であるという認識を持ち得ていないこと、その基本法がないことが自治体の運営を危うく

するという認識を行政がもちえていないことが、自治基本条例の制定を促さないものとな

っている。行政が「自治体には自治基本条例の制定が必要である」との自覚をもつことが、

行政が自治基本条例の案づくりを行うことが多い現状においては、自治基本条例案づくり

を進める誘因の１つになるとみることができる。 

前節でみた自治基本条例及び議会基本条例の内容の変遷は、自治体により自治基本条例

ないし議会基本条例の必要性およびその内容についての認識にバラツキがあり、個々の自

治体における基本条例にはその進展がみられるものもあるが、全国的に見れば、まだ十分

には咀嚼し理解されてはいない部分もあり、条例に基づく個別の施策も含めて試行錯誤の

段階にあるとみることができる。その点では自治基本条例と議会基本条例は、共通の課題

を持つ。 

 

第５節 自治体存立の危機意識と自治基本条例 

 

本章においては、自治基本条例と議会基本条例という２つの基本条例の制定状況と、そ
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の取り巻く環境に着目するという視角からの考察により、以下の知見を得ることができた。 

① 先駆自治体における自治基本条例の制定動機は、１つはそれまでの自治体改革の取

り組みの成果を今後も担保するためである。いま１つは、自治基本条例の制定過程

ないし条例制定を自治体改革に取り組む契機とするためのものである。自治基本条

例の制定動機は大別して、この２つに類型化することができる。このような制定動

機の類型は、議会基本条例の制定動機の類型と同一のものである。  

② 先駆自治体における自治基本条例の制定動機の背景には、自治体改革の実践の蓄積、

市民との信頼関係構築の必要性、地方分権改革などの制度改革の動向、厳しい財政

状況、市民からの期待をあげることができる。これらは、自治基本条例の制定を支

える環境とみることができる。 

③ 議会基本条例については、議会の自らの存在にかかる危機意識（＝議会の自らに対

する批判の存在の認知）が条例制定の急速に広がる背景となっており、それがない

自治基本条例の制定は一部自治体の先駆事例にとどまる。 

④ だが、危機感がないとしても、都市型社会への移行や地方分権の進展に伴い拡大す

る政策領域への対応の必要性という変化は、特定の自治体だけに起きるものではな

い。全国の自治体にとって自治基本条例は必要である。 

⑤ 第２節および第３節においてみた自治基本条例及び議会基本条例の内容の変遷は、

自治体により自治基本条例ないし議会基本条例の必要性についての認識にバラツキ

があり、個々の自治体における基本条例にはその進展がみられるものもあるが、全

国的に見れば、まだ十分には理解され得ていない部分もあり、条例に基づく個別の

施策も含めて試行錯誤の段階にあるとみることができる。その点では自治基本条例

と議会基本条例は、共通の課題を持つ。 

 

注 
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１ 多治見市自治体基本条例案については廃案になるものの、また若干の変更点はあるもの

の、その後多治見市自治体基本条例案の内容をかなりの部分包含した内容で多治見市市政

基本条例が成立している。 

２ 飯田市自治基本条例のあらまし 

http://www.city.iida.lg.jp/iidasypher/www/assembly_info/detail.jsp?id=4108 、

2012.12.2情報取得)。 

３ 筆者は、都内において、逢坂誠二・ニセコ町元町長(2013.2.6)と片山健也・ニセコ町町

長(2013.3.6)にインタビューし、同趣旨の発言を得ている。 

４ たとえば、ニセコ町まちづくり基本条例については、「ニセコ町まちづくり基本条例の

構造図」(2010 年 3 月改訂)に、条例の各条項に基づく具体制度が体系的にまとめられてい

る。 

５ 2007 年 5月臨時会において、新市長・大木哲男は、窪純議員の一般質問に答えて、大和

市自治基本条例の内容について疑問を表明している。大和市のホームページ参照

(2013.5.15 情報取得)。 

６ 栗山町議会のホームページ参照（2014.5.17 情報取得）。 

７ 土山も同様の認識を示している〔土山（2012a：6）〕。 

８ 議会基本条例制定前年の議長選挙における所信表明については、目黒章三郎「講演録：

議長選の敗北を逆手に」廣瀬・自治体議会改革フォーラム（編）『議会改革白書 2012』

（2012:57）を参照。 

９ この点については、議会改革に詳しい江藤も「ときどき『議会不要論』まで聞かれる」

と、議会不要論の存在を認めている〔江藤（2009:7）〕。 

１０ 廣瀬（2011:27-28）は、議会基本条例制定過程における市民参加の実績の少なさから

このことを指摘している。 

１１ もちろん、議会基本条例については議会がその気になれば内容にもよるが自ら議決権
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をもつことから、自治基本条例よりも調整が容易であるということも指摘できる。  
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第４章 議会基本条例の制定が自治基本条例の制定環境を整える  

 

第１節 自治基本条例に対する議会の反発 

 

自治基本条例の制定が伸び悩んでいるが、その大きな要因として、自治基本条例に対す

る議会の反発をあげることができよう。自らの存在のありようにかかわる規定(＝議会条

項)を、長主導で策定される自治基本条例のなかに位置づけられてしまうことに対しては、

議会の反発があると考えられるからである。 

たとえば、成立することのなかった我孫子市自治基本条例案は、議会の関与なしに、市

議会議員の定数を定める条項を位置づけている。この規定は、議員の大きな反発を受け、

否決の一因となっている １。このことについて、当時我孫子市長であった福島浩彦が、「我

孫子市自治基本条例」案の否決に至る経緯を次のように述懐している。 

 

この「我孫子市自治基本条例」案は、2006 年 9 月の市議会で継続審議になつた後、12

月の市議会において 11 対 16 で否決になりました。最大の理由は、「市議会の議員定数は市

民の意見を聴いて決める」という条項が、過半数の議員に最後まで受け入れられなかった

ことです。 

議会審議の過程では、ほかにも前述の項目の多くに議員から反対の意向が示され、修正

（原案訂正）によって①③④⑤⑥⑨⑩（①は「子どもの参加する権利」、③は「市議会で市

民の苦情を受付」、④は「議員定数は市民の意見を聴く」、⑤は「市長候補者のマニフェス

ト作成」、⑥は「市長は連続３期まで」、⑨は「市民の条例案づくりに市が協力」 、⑩は「市

民投票条例」。〔（ ）内は、筆者(＝田中)〕）が削除となりました。この修正は、＜中身＞と

しては、重大な後退だと私は考えましたが、＜手続＞としては、事前に議会と条例案の内

容を水面下で調整するのではなく、正式な議会の審議で、市民に見えるオープンな議論を

通して議会の意見を反映させたもので、やむを得ない修正だと判断しました。 
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ただ、市議会議員の定数は自治制度の基本であり、かつ議員が自分で自分の身分につい

て決めるわけで、市民の意見を聴く手続きを義務付けるのは当然です。この点だけは、議

会の言うとおりに削除はできないと考え、原案訂正の要求に応じませんでした（福島

2014:194-195）。 

 

しかし、そうであるならば、議会基本条例は、議会自らが議会について、議会は何者か

という議会の存在意義を議論し確認し市民に周知するものであるから、議会基本条例の制

定は、自治基本条例における議会条項部分を議会自身が規定することになるため、議会基

本条例が、自治基本条例の制定に先立って成立していることは議会の自治基本条例に対す

る抵抗感を軽減することができるのではないか。また、議会基本条例を制定し運用してい

くなかで、議会が自らの立法機能や監査機能など二元代表制のもとにおける自らの役割や

自治そのものに対する理解を深めること、市民と議会の関係だけではなく市民と議会と長

という３者の関係性を自治基本条例として可視化することの必要性に気づくのではあるま

いか。これらのことが、「議会基本条例の制定が自治基本条例の制定環境を整える」ことに

つながると考えられる。 

前者は議会側から長主導の条例で自己が規定されることへの反発の除去であり、後者は

気づきをとおしての基本条例制定に対する動機づけである。議会基本条例の制定・運用を

とおして、議会はもちろんのこと市民や長(職員を含む)にも自治基本条例の必要性、有用

性の認識が高まり、自治基本条例に対する無理解や無関心を越え得ることから、自治基本

条例の制定に対する許容度が高まるものと思われる。そのことが、自治基本条例の制定に

つながるものとみることができる。 

また、多治見市市政基本条例が成立している多治見市においては、多治見市自治体基本

条例の検討から多治見市市政基本条例の成立に至る過程において、議会が当事者として関

わる激しい議論が行われている（西寺 2008:212-237）。そこでは議論の経過を踏まえ、相

互に歩み寄る合意を形成しようという、お互いの努力がみられる。これらの議論の積み重
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ねが多治見市市政基本条例、さらには関連条例を成立させたとみることができる ２。 

本章においては、議会基本条例の制定が自治基本条例の制定環境を整えることになるこ

とを検証する。 

 はじめに、次節では、同一自治体内における自治基本条例と議会基本条例の制定時期を

確認する。次に、その確認した状況内容について、その理由を考察する。 

 

第２節 同一自治体内における自治基本条例と議会基本条例の制定状況比較 

 

 自治基本条例と議会基本条例の両方が制定されている自治体の場合、図表４－１、図表

４－２に示すように、2010 年度までは、初の自治基本条例であるニセコ町まちづくり基本

条例の制定が 2000 年、議会基本条例の嚆矢である栗山町議会基本条例の制定が 2006年と

いう時差もあり、全ての年度において「〈自治基本条例先行・議会基本条例後追い制定型〉

自治体」（以下、「自治基本条例先行型自治体」という。）であったが、この「自治基本条例

先行型自治体」は、2010 年を最後に姿を消している。2011 年からは「〈自治基本条例・議

会基本条例同時制定型〉自治体」（以下、「同時制定型自治体」という。）か「〈議会基本条

例先行・自治基本条例後追い制定型〉自治体」（以下、「議会基本条例先行型自治体」とい

う。）のみとなっている。2013 年度は、年度途中（７月末時点）であるが、「議会基本条例

先行型自治体」だけが出現している。 

 このことは、何を意味しているのであろうか。１つには、第１節においてもみたように、

行政主導で制定される議会条項を含む自治基本条例制定に対する抵抗感の軽減を示してい

るといえよう。抵抗感の軽減が第３節においてみるように自治基本条例の制定環境を整え

ることになる。いま１つは、議会が自らの立法機能や行政監視機能など二元代表制のもと

における自らの役割や自治そのものに対する理解を深めること、特に議会内部あるいは市

民と議会の関係に限るのではなく、市民と議会と長という３者の関係性を自治基本条例と

して可視化することの必要性に気づくのではあるまいか。２者の関係だけでなく３者の関
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係を可視化することは、主権者である市民にとっても、また信託された議会や長という自

治体の政府機関にとっても、「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本とな

る仕組みや方針」をより鮮明に認識するために不可欠なことである。３者の関係について

可視化することによる気づきが、自治基本条例を制定する誘因となる。つまり、議会基本

条例の制定は、自治基本条例の制定環境を整えることにつながるものと思われる。そうで

あるからこそ、図表４－３に示めす「同時制定型自治体」そして「議会基本条例先行型自

治体」の割合が増えているのである。 

このことは、「同時制定型自治体」および議会基本条例先行型自治体が広範に広がって

きており、議会基本条例の中に、「議会は何者か」という、議会の再定義を自ら行うことを

通して、自治体政府とは何かという自治体政府の再定義をすることについての認知が高ま

り、自治基本条例が制定される環境が整うように思われる。 

議会が自らの再定義を行うためには、議会内部のこと、あるいは市民と議会の２者の関

係だけではなく、長を含めた３者の関係性を認識することが必要となる。二元代表制とい

う地方自治制度を運用する日本においては、そのことが自らの再定義を行ない得る条件と

なるからである。 

 次節では、この仮説を２つの事例でから検証する。 
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図表４－１ 同一自治体における自治基本条例と議会基本条例の制定年比較表(数) 

（議会基本条例制定年）   

                                   （自治基本条例制定年） 

（注１） 数字は自治体数。 

（注２） □自治基本条例先行型自治体。□同時制定型自治体。□議会基本条例先行型自治

体。 

（出典）ＮＰＯ公共政策研究所のホームページ、「自治基本条例の都道府県別普及 

状況(平成 25.4.1現在）」http://www16.plala.or.jp/koukyou-seisaku/image 

/2013jiti.pdf（2013.11.28 情報取得）廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム 

（編）(2013)をもとに筆者作成。 

 

 

 

 

 

2013             

2012   １ １ ３  １ ２ ３  ７  

2011 １ １ １ ５ １ ３ ２ ２ ２ 6 ５ ４ 

2010   １ １ ２ ２ ３ １ ４    

2009    ２  １  ６ ２ ３ ２  

2008      ３ ２    １  

2007   １   ２       

2006            １ 

制定年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 



 

図表４－２  同一自治体における自治基本条例と議会基本条例の制定年比較表  

（議会基本条例制定年） 

  （自治基本条例制定年） 
（注１）（ ）内については、同一年の制定であるが、いずれも自治基本条例の制定が先行している。 
（注２）□自治基本条例先行型自治体。□同時制定型自治体。□議会基本条例先行型自治体。 
（出典）ＮＰＯ公共政策研究所のホームページ、「自治基本条例の都道府県別普及状況(平成 25.4.1現在）」 

http://www16.plala.or.jp/koukyou-seisaku/image/2013jiti.pdf（2013.11.28情報取得）廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム（編）(2013)をもとに筆者作成。 

2013 
 

            

2012 
 
 

  1 

富士見市 

1 

静岡市 

3 

篠山市 

丸亀市 

瀬戸内

市 

 1 

笠岡市 

2 

三郷市 

あわら市 

3 

柴田町 

春日部市 

柴田町 

 7 

瑞穂市 鈴鹿市 

山陽小野田町 

豊後大野市 

坂井市 七尾市 

大空町 

 

2011 
 
 
 
 

1 

宝塚市 

1 

会津坂下市 

１ 

愛川町 

5 

四日市市 

岸和田市 

新見市 登別市 

善通寺市 

1 

加賀市 

3 

軽井沢市 

日進市 

野洲市 

2 

宮代町 

新潟市 

2 

東松島市 

にかほ市 

2 

茅ヶ崎市 

北九州市 

 

6 

四万十町 

突粟町 白山市 

高浜市 上松市 

阿賀野市 

5 

西和賀市 

丹波市 鹿沼市 

近江八幡市 

三股町 

4 

新城市 

北上市 

岩倉市 

西脇市 

2010 
 
 

  １ 

多摩市 

1 

越前市 

2 

大東市 

三次市 

2 

帯広市 

多治見市 

3 

開成町 

上越市 

花巻市 

1 

養父市 

4 

（亀山市） 

えびの市 

防府市 鹿追町 

   

2009 
 
 
 

   2 

川崎市 

豊田市 

 1 

北栄町 

 

 

6 

大井町 福島町 

三笠市 流山市 

朝来市 奥州市 

2 

足寄市 

和寒町 

3 

所沢市 

大磯町 

牧野原市 

2 

大分市 

三田市 

 

2008 
 
 

     3 

大王村 

2 

京丹後市 

薩摩川内市 

   1 

庄内町 

 

 

2007 
 
 

  1 

伊賀市 

  2 

（邑南町） 

湯河原町 

      

2006 
 

           1 

栗山町 

制定年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
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図表４－３ 同一自治体における自治基本条例と議会基本条例の制定順による類型 

類    型 自治体数  割合（％） 

自治基本条例先行型自治体 ４６ ５１．７ 

同時制定型自治体 ２５ ２８．１ 

議会基本条例先行型自治体 １８ ２０．２ 

(出典) ＮＰＯ公共政策研究所のホームページ、「自治基本条例の都道府県別普及 

状況(2013.4.1 現在）」http://www16.plala.or.jp/koukyou-seisaku/image 

/2013jiti.pdf（2013.11.28 情報取得）廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム 

（編）(2013)をもとに筆者作成。 

 

第３節 議会基本条例の制定が自治基本条例の制定環境を整えた事例 

（所沢市、栗山町） 

 

１ 所沢市議会基本条例の制定・運用と所沢市自治基本条例の制定 

 

所沢市では、2009年 2月に所沢市議会基本条例が制定されている。この議会基本条例に

は、図表４－４に示すように、議会の役割、議会（議員）の活動原則、市民参加及び市民

との連携、議会報告会、意見提案手続、議員と市長等執行機関の関係、議会審議における

論点情報の形成、議員間の自由討議、政策討論会などの規定が置かれている。 

議会の再定義に関しては、その具体的方策として、論点情報の形成という議会の役割に

もつながる規定や議会審議の方法などについての規定が位置づけられている。主権者であ

る市民との関係では、パブリック・コメント手続や議会報告会の実施など議会が自ら情報

提供を行い、説明責任を果たし、市民参加を行うことが位置づけられている。行政（長、

職員）との関係では、一問一答の導入、反問権の付与など、執行部との双方向でのコミュ

ニケーションが求められる内容が規定されている。また、執行部との緊張関係の維持が規
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定されている ３。そして、所沢市議会では、このような条項についての運用を進めてきた。

それらの過程において、双方向でのコミュニケーションが行われるなかで自治基本条例に

ついて制定の必要性と内容が確認され、2011 年には自治基本条例が制定されている。 

このことについて、所沢市議会自治基本条例特別委員会の桑畠健也委員長（当時）は、

市民との対話を進めながら議会での大幅な修正案づくりが可能であったのは、所沢市議会

が実効性のある議会基本条例をすでに準備していたからであると述べている（桑畠健也

2013：95）。所沢市議会が実効性のある議会基本条例をすでに準備していたということにつ

いては、所沢市議会が自らの議会改革について評価した『議会改革評価報告書』（所沢市議

会 2010）の中に、議会基本条例制定後の所沢市議会における議会報告会の開催など市民と

議会の関係性を形成してきた実績が示され、議会と長の間においても一問一答制の導入な

ど議会と長の関係性を形成してきたことが示されている。これらはアクター間の双方向性

をもつ関係の存在と、その再確認と改革の方向性と実績を示している。また、所沢市議会

基本条例は、前文において「市議会は、日本国憲法によって定められた市民を代表する唯

一の議事機関であり、地方自治法第９６条第１項に規定する議決事件に留まらず、法律に

反しない限り、議決すべき事件を定める権限等を有する。市議会は、二元代表制の下、市

長等執行機関との健全な緊張関係を保持しながら、立法機能及び監視機能を十分発揮し、

もって地方自治の本旨の実現を目指さなくてはならない。（中略）議会及び議員は、より一

層の市民からの信頼に応えるため、積極的な情報の公開を通じて説明責任を果たし、議会

諸活動への市民の参加のもと、平等の権利を有する議員相互の自由闊達な議論を展開しな

がら、市政の論点を明らかにして、政策立案及び提言を積極的に行っていかなければなら

ない。以上の目的を達成し、これまで積み重ねてきた改革への取組を確かなものとするた

め、議会及び議員の責務を自覚しながら、市民の負託に応えられる議会を目指し、全力で

取り組んでいくことを決意し、ここに、この条例を制定する。」と宣言している。そこには、

これまでの議会改革の歩みをより確かなものとする、担保するという目的とともに、議会

の役割、市民や長とのあるべき関係性についての認識をみることができる。 
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議会基本条例の制定とその運用の実践が自治基本条例の制定環境を整えているとみる

ことができる。 
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図表４－４ 所沢市議会基本条例と所沢市自治基本条例(前文と条文項目) 

所沢市議会基本条例 所沢市自治基本条例 

市議会は、日本国憲法によって定められた

市民を代表する唯一の議事機関であり、地

方自治法第９６条第１項に規定する議決

事件に留まらず、法律に反しない限り、議

決すべき事件を定める権限等を有する。 

市議会は、二元代表制の下、市長等執行機

関との健全な緊張関係を保持しながら、立

法機能及び監視機能を十分発揮し、もって

地方自治の本旨の実現を目指さなくては

ならない。 

所沢市議会は、平成９年４月、全国に先駆

けて議員提案により「ダイオキシンを少な

くし所沢にきれいな空気を取り戻すため

の条例」を制定し、また、政務調査費の使

途の明確化、政治倫理規程の制定など、議

会改革にも取り組んできた。 

平成１２年４月に施行されたいわゆる地

方分権一括法は、本市が自らの責任におい

て、その組織及び運営に関する様々な決定

を行うことを可能とし、このことにより、

議会の役割の重要性はさらに高まった。 

議会及び議員は、より一層の市民からの信

わたしたちのまち所沢は、武蔵野台地にあ

り、狭山丘陵に代表される豊かな自然に恵

まれ、旧石器時代の人々の生活を示す砂川

遺跡や、江戸時代に開拓された三富新田な

どの土地が広がります。また、鎌倉街道の

拠点として発展し、織物やさつまいも、茶

などを産み出し、日本で初めて飛行場がつ

くられた航空発祥の地であるなど、歴史と

文化に育まれたまちです。 

首都圏３０キロメートルという立地条件

の良さから、県南西部の中核的な都市とし

て発展し、うるおいの文化都市をめざして

きました。その反面、雑木林に象徴される

武蔵野の豊かな自然は開発により徐々に

減少し、また、産業廃棄物処分をめぐるダ

イオキシン等の環境問題が顕在化し、これ

らの対策に市民、市（市議会、市長その他

執行機関）が一体となって取り組んできま

した。 

わたしたちは、所沢市平和都市宣言の趣旨

に基づき、人類共通の願いである平和な社

会を守りながら、住んでいることに誇りを
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頼に応えるため、積極的な情報の公開を通

じて説明責任を果たし、議会諸活動への市

民の参加のもと、平等の権利を有する議員

相互の自由闊達な議論を展開しながら、市

政の論点を明らかにして、政策立案及び提

言を積極的に行っていかなければならな

い。 

以上の目的を達成し、これまで積み重ねて

きた改革への取組を確かなものとするた

め、議会及び議員の責務を自覚しながら、

市民の負託に応えられる議会を目指し、全

力で取り組んでいくことを決意し、ここ

に、この条例を制定する。 

 

前文 

目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

持ち、今後も住み続けたいまち所沢を実現

するために、市民一人ひとりが互いに助け

合い、協力し合って、子どもとみどりを育

み、すべての人を大切にするまち所沢をつ

くっていきます。 

市民自らが、主体的かつ積極的に市政に参

加し、市は市民の負託に応え、市民と情報

を共有し、市民が主役となって自治を進め

る市民自治によるまちづくりを推進して

いくために、ここに所沢市の最高規範たる

べく、所沢市自治基本条例を制定します。 

 

 

 

前文 

目的 

この条例の位置付け 

定義 

自治の基本理念 

自治の基本原則 

市民の権利 

市民の責務 

事業者の役割 

地域コミュニティ 
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議会の役割 

議会の活動原則 

議員の活動原則 

会派 

市民参加及び市民との連携 

議会報告会 

意見提案手続 

議員と市長等執行機関の関係 

閉会中の文書による質問 

議会審議における論点情報の形成 

議員間の自由討議 

政策討論会 

委員会の運営 

議会運営委員会 

政務活動費 

議員研修の充実強化 

議会事務局 

予算の確保 

議会図書室 

議会広報の充実 

専門的識見の活用 

附属機関の設置 

議員の政治倫理 

議員定数 

市議会の役割及び責務 

議員の役割及び責務 
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また、廣瀬は、所沢市自治基本条例に規定されている「報告会制度」が、これまで他の

自治体で制定された自治基本条例にはみられない独自の制度であることについて、「「議会

報告会」がすでに定期的に開催されています。(中略)所沢市自治基本条例の総合計画と財

議員報酬 

見直し手続 

 

 

 

市長の責務 

職員の責務 

公益通報 

情報の公開及び共有 

説明責任 

個人情報の保護 

参加の推進 

参加の方法 

協働の推進 

住民投票 

総合計画 

行財政運営 

政策法務 

行政評価 

行政手続 

意見、苦情等への対応 

危機管理 

国、県、他自治体等との連携等 

国際交流 

所沢市自治基本条例推進委員会の設置 
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政に関する報告会は、この議会報告会の行政版といえる」とする(廣瀬(2013:13)。 

この廣瀬の指摘は、これまでの議論を踏まえれば、所沢市においては、議会基本条例の

制定・運用が、自治基本条例の制定・運用の環境を整えていると理解することができよう。 

また、自治基本条例における議会条項は、図表４－５に示すように議会基本条例の内容

の骨格部分を位置づけている。そこでは、議会基本条例に位置づけられていた議会の役割

を自治基本条例の制定運用過程において、あらためて認識していることになる。ときに、

自治基本条例の制定を機に、議会基本条例を見直すことになる場合もあるが、その場合に

も議会の主体的な関与が行われるため、行政主導で議会条項が規定されるという自治基本

条例に対する議会の抵抗感を軽減することができ得るであろう。 

 

図表４－５ 所沢市自治基本条例 ４における議会条項と所沢市議会基本条例 ５の比較 

（抜粋） 

自治基本条例の議会条項 左に関連する議会基本条例の条項 

（市議会の役割及び責務） 

第１０条 市議会は、この条例、所沢市議

会基本条例（平成２１年条例第１号）、法

令等を遵守し、市民の負託に応えるととも

に市民等の意思を市政に反映するため、議

員相互間の自由闊達な討議を行い、・・・。 

 

 

 

 

 

（議会報告会） 

第７条 議会は、市政の課題全般に柔軟

に対処するため、議員及び市民が自由に

情報、意見を交換する議会報告会を行う

ものとする。 

 

第２章 議会及び議員の活動原則 

（議会の活動原則） 

第３条 議会は、次の各号に掲げる原則

に基づき、活動を行わなければならな

い。 
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⑶自由闊達な討議を行い、市政の課題に

関する論点及び争点を明らかにするよ

う努めること。 

〈筆者作成〉 

 

２ 栗山町議会基本条例の制定・運用と栗山町自治基本条例の制定 

 

栗山町議会は、4年半に及ぶ議会改革・活性化策の集大成として、2006 年に栗山町議会

基本条例を制定している（図表４－６参照）。制定後も、一般会議や議会報告会の開催、議

員の質問に対する反問権の付与、政策形成過程に関する資料の提出義務化、議決事項の追

加 、議員相互間の自由討議の推進など議会基本条例に定められた条項についての実践が進

められてきた。また、議会基本条例には執行部との緊張関係の維持が規定されている。そ

して、それらの過程の中において、双方向でのコミュニケーションが行われるなかで自治

基本条例制定の必要性と内容が確認され、2013 年には自治基本条例が制定されている（図

表４－６参照）。 

2012 年５月から 8月にかけて３回開催された、一般会議の議事録〈くりやまの自治基本

条例をつくる会と栗山町議会との懇談会〉をみると、自治基本条例の必要性については 5

月の懇談会の段階で議会も認識していたが、自治基本条例と議会基本条例との関係性など、

いくつかの事項については議会としての統一見解が形成されていない。しかし、その後の

町長との一般会議や、特別委員会での審議、議会報告会での町民の意見聴取などを経て、

議会としての統一見解が形成されていなかった事項についても合意が図られている（栗山

町議会議会報告会 2013）。このことは、議会基本条例の制定とその運用を通して、自治基

本条例の制定にとって、必要であるが未消化であった論点の整理がなされ、その結果とし

て、自治基本条例の制定環境が整ったとみることができる。 

また、栗山町自治基本条例における議会条項も、所沢市自治基本条例と同様に、図表４
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－７に示すように、議会の役割と責務を規定している。そこでは、町民、議会、長に、あ

らためて議会の責務と役割を認識させることになる。 

栗山町自治基本条例の第４章には、議会の役割と責務について規定する第１０条が置か

れている。 

 

（栗山町自治基本条例：抜粋） 

第１０条 議会は、行政との緊張を保持し、適正に監視するとともに、必要な政策を提

案する役割を果たします。 

２ 議会は、議会の活動の全体を通して、町政や政策等の論点と争点を広く明らかにし

ます。 

３ 議会は、議会の活動を町民に報告するとともに、町民が議会の活動に参加できるよ

う適切な措置を講じます。 

４ 議会は、議会の政策能力を強化するため、調査活動と立法活動の充実を図ります。 

５ 議会は、議員相互の自由な討議を重んじて運営します。 

６ 前各項に規定するもののほか必要な事項は、栗山町議会基本条例（平成１８年条例

第１７号）に定めます。 

 

その内容は、栗山町議会基本条例の骨格を位置づけたたものとなっている。議会が自ら

のことについて長が提案する自治基本条例に規定されるという自治基本条例に対する抵抗

感をぬぐい去り得る内容となっている。 

栗山町議会が 2006 年 5 月に制定した議会基本条例には、図表４－６に示すように、議

会(議員)の活動原則、町民参加及び町民との連携、町長等と議会及び議員の関係、町長に

よる政策等の形成過程の説明、予算・決算における政策説明資料の作成、地方自治法第９

６条第２項の議決事項、自由討議による合意形成、委員会等の適切な運営及び一般会議の

設置、議会及び議員の責務などについての規定が置かれている。 
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図表４－６ 栗山町議会基本条例と栗山町自治基本条例（前文と条文項目） 

栗山町議会基本条例 栗山町自治基本条例 

栗山町民（以下「町民」という。）から選

挙で選ばれた議員により構成される栗山

町議会（以下「議会」という。）は、同じ

く町民から選挙で選ばれた栗山町長（以下

「町長」という。）とともに、栗山町の代

表機関を構成する。この２つの代表機関

は、ともに町民の信託を受けて活動し、議

会は多人数による合議制の機関として、ま

た町長は独任制の機関として、それぞれの

異なる特性をいかして、町民の意思を町政

に的確に反映させるために競い合い、協力

し合いながら、栗山町としての最良の意思

決定を導く共通の使命が課せられている。 

議会が町民の代表機関として、地域におけ

る民主主義の発展と町民福祉の向上のた

めに果たすべき役割は、将来にかけてます

ます大きくなる。特に地方分権の時代を迎

えて、自治体の自主的な決定と責任の範囲

が拡大した今日、議会は、その持てる権能

を十分に駆使して、自治体事務の立案、決

定、執行、評価における論点、争点を広く

町民に明らかにする責務を有している。自

栗山町は、明治２１年（１８８８年）に開

拓の鍬がおろされてから今日まで、先人の

英知と情熱により幾多の困難を乗り越え、

尊い歴史を刻みながら発展してきました。  

その先人が守り育てた歴史、文化、伝統を

引き継ぎ、「ふるさとは栗山です。」と町

民誰もが誇りを持ち、いつまでも住み続け

たいと思うことができるまちとするため、

栗山町民憲章の理念を尊重し、新たな自治

の歩みを進めていかなければなりません。  

地方分権の時代を迎え、自治体の自主的な

決定と責任の範囲が広がるとともに、少子

高齢化と人口減少の進展や、厳しさを増す

地方行財政など、本町を取り巻く社会経済

情勢が刻々と変化し、自治の在り方が問わ

れています。  

時代に対応し、持続可能な地域社会をつく

るためには、町民一人ひとりが自治の主体

であることを認識し、自ら考え、行動する

とともに、町民、議会、行政がそれぞれの

役割を尊重し、相互に補完し合い、協力し

て町政を進めていかなければなりません。  
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由かっ達な討議をとおして、これら論点、

争点を発見、公開することは討論の広場で

ある議会の第一の使命である。 

このような使命を達成するために本条例

を制定する。われわれは、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号。以下「法律」とい

う。）が定める概括的な規定の遵守ととも

に、積極的な情報の創造と公開、政策活動

への多様な町民参加の推進、議員間の自由

な討議の展開、町長等の行政機関との持続

的な緊張の保持、議員の自己研さんと資質

の向上、公正性と透明性の確保、議会活動

を支える体制の整備等について、この条例

に定める議会としての独自の議会運営の

ルールを遵守し、実践することにより、町

民に信頼され、存在感のある、豊かな議会

を築きたいと思う。 

 

前文 

目的 

 

 

 

 

主権者である町民の参加による自律した

まちづくりの推進を、町民、議会、行政が

共有する基本理念とし、実現のための仕組

みを定め、これを守り育てていくため、こ

こに栗山町自治基本条例を定めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前文 

目的 

定義 

情報共有の原則 

町民参加の原則 

町民の権利 
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議会の活動原則 

議員の活動原則 

 

町民参加及び町民との連携 

町長等と議会及び議員の関係 

町長による政策等の形成過程の説明 

予算・決算における政策説明資料の作成 

法律第９６条第２項の議決事項 

自由討議による合意形成 

政務調査費の交付、公開、報告 

委員会等の適切な運営及び一般会議の設

置 

議会図書室の設置、公開 

議会事務局の体制整備 

議員研修の充実強化 

議会広報の充実 

議員定数 

議員報酬 

議員の政治倫理 

最高規範性 

議会及び議員の責務 

子どもの権利 

町民の役割 

事業者の役割 

議会の役割と責務 

議員の役割と責務 

 

第４章 議会 

（議会の役割と責務） 

第１０条 議会は、行政との緊張を保持し、

適正に監視するとともに、必要な政策を提

案する役割を果たします。 

２ 議会は、議会の活動の全体を通して、

町政や政策等の論点と争点を広く明らか

にします。 

３ 議会は、議会の活動を町民に報告する

とともに、町民が議会の活動に参加できる

よう適切な措置を講じます。 

４ 議会は、議会の政策能力を強化するた

め、調査活動と立法活動の充実を図りま

す。 

５ 議会は、議員相互の自由な討議を重ん

じて運営します。 

６ 前各項に規定するもののほか必要な事

項は、栗山町議会基本条例（平成１８年条
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例第１７号）に定めます。 

（議員の役割と責務） 

第１１条 議員は、町民全体の福祉の向上

を目指して活動します。 

２ 議員は、町政に対する町民の意見等を

把握するとともに、自己の能力を高める不

断の研さんにより、町民の信託に応えま

す。 

３ 議員は、町民の代表として、その倫理

性を自覚し、公正に活動します。 

 

行政の役割と責務 

町長の役割と責務 

就任時の宣誓 

職員の役割と責務 

情報の提供 

情報公開制度 

個人情報の保護 

会議の公開 

情報の収集と管理 

町民参加の保障 

審議会等の委員の選任  

住民投票 

地域コミュニティ 
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議会の再定義に関しては、その具体的方策として、論点情報の形成という議会の役割に

もつながる規定や議会審議の方法などについて規定されている。主権者である市民との関

係では、パブリック・コメント手続や議会報告会の実施など議会が議会として情報提供、

説明責任と市民参加を行うことが示されている。長との関係では、一問一答の導入、反問

権の付与など、双方向でのコミュニケーションが求められる内容を規定している。また、

長との緊張関係の維持が規定されている 。 

このような内容をもつ栗山町議会基本条例の制定過程及び運用過程をとおして、議会の

枠組みを超えた「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや

方針」を成文として可視化することの必要性、つまり自治基本条例制定の必要性について

の認知が高まっているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直し手続 

総合計画 

財政運営 

政策評価 

行財政改革 

行政手続 

町民の意見等への対応 

法務原則 

町民生活の安全確保 

地域内の連携 

国、北海道との連携 

他の市町村との連携 

国際交流 

条例の見直し  
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図表４－７ 栗山町自治基本条例 ６における議会条項と栗山町議会基本条例 ７の比較 

（抜粋） 

自治基本条例の議会条項 左に関連する議会基本条例の条項 

（議会の役割と責務）  

第１０条  

３ 議会は、議会の活動を町民に報告すると

ともに、町民が議会の活動に参加できるよう

適切な措置を講じます。  

 

 

 

（町民参加及び町民との連携） 

第４条  

２ 議会は、本会議のほか、常任委員会、

特別委員会を原則公開するとともに、議

会主催の一般会議を設置するなど、会期

中又は閉会中を問わず、町民が議会の活

動に参加できるような措置を講じるもの

とする。 

３ 議会は、常任委員会、特別委員会等の

運営に当たり、参考人制度及び公聴会制

度を十分に活用して、町民の専門的又は

政策的識見等を議会の討議に反映させる

ものとする。 

４ 議会は、請願及び陳情を町民による政

策提案と位置づけるとともに、その審議

においては、これら提案者の意見を聴く

機会を設けなければならない。 

７ 議会は、前６項の規定に関する実効性

を高める方策として、全議員の出席のも

とに町民に対する議会報告会を少なくと

も年１回開催して、議会の説明責任を果
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たすとともに、これらの事項に関して町

民の意見を聴取して議会運営の改善を図

るものとする。 

 〈筆者作成〉 

 

  さらに、図表４－６に示すように、栗山町自治基本条例の内容は、自治基本条例先行型

の自治基本条例における議会条項の内容と比べると、議会条項が詳細に規定されている。 

 これに比べ、自治基本条例先行型自治体における自治基本条例の議会条項は、抽象的で

ある場合が少なくない。 

 

３ 所沢市および栗山町における議会基本条例の制定・運用と自治基本条例の制定 

 

 所沢市および栗山町における議会基本条例の制定・運用と自治基本条例の制定過程にお

いては、「議会基本条例の制定・運用が自治基本条例の制定環境を整えている」といえる。 

 すなわち、自治基本条例の制定が伸び悩んでいる大きな要因として、自治基本条例に対

する議会の反発をあげることができる。それは第１節においてみたように、自らの存在の

有り様にかかわる規定(＝議会条項)を、長（行政）主導で制定される自治基本条例のなか

に位置づけられてしまうことに対する反発があるからであると考えられる。また、自治基

本条例制定の必要性についての積極的な認識に欠けているということにあると考えること

ができる。 

議会が「自ら議会の再定義を含む議会条項をすでに規定している状況」がうまれること

で、自治基本条例の制定環境が１つ整うと考えることができる。所沢市および栗山町にお

ける議会基本条例の制定・運用過程からは、議会基本条例の制定が、自治基本条例におけ

る議会条項部分を議会自身が規定することになるため、抵抗感を軽減しているとみること

ができる。 
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また、そこでは「議会は何者か」という議会の再定義とその役割についての条項を含む

議会基本条例における議会条項の存在とその運用が、市民と議会の関係だけではなく市民

と議会と長の３者の役割と関係性を自治基本条例として可視化することの必要性を議会に

認知させている。議会改革は「議会は何者か」という議会自らに対する議会の再定義を伴

うものであり、「議会に対する市民の権利と、議会運営の全体像について、その基本となる

仕組みや方針」を規定する議会基本条例には、議会の本質を規定する条項と、議会改革に

かかる技術的な内容を規定する条項が含まれている。前者は、自治基本条例が規定するこ

とになる「市民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」

を規定する条項と密接に関係している。このことから、議会基本条例の制定・運用は、自

治基本条例の成立環境を整えているとみることができる。 

議会条項を長主導の自治基本条例に規定されることへの抵抗感の軽減と、市民と議会と

長の３者の役割と関係性を自治基本条例として成文化し可視化することの必要性について、

各アクターへの認識が広がり、自治基本条例を制定する誘因となり、「議会基本条例の制定

が自治基本条例の制定環境を整える」ことにつながるものと考えることができる。なお、

このことは、「自治基本条例先行型自治体」においては「自治基本条例の制定が議会基本条

例の制定環境を整える」ことにつながることも示唆している。 

 

注 

                                                   
１ 当事者であった福島浩彦・元我孫子市長への、筆者（＝田中）による照会に対し、2013

年 11 月 27 日付で、このことが自治基本条例制定の阻害要因となっていた旨の回答がされ

ている。 

２ この点については、多治見市市政基本条例の制定にかかわった当時の西寺雅也市長や当

時の担当課長で現在企画部長の青山崇は筆者の行ったインタビュー（西寺へのインタビュ

ーを 2013.2.4 都内において実施）やアンケート（青山からのアンケート回答は 2013.3.6）
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に対して、多治見市市政基本条例の前段に位置する多治見市自治体基本条例案での審議過

程における議会との議論も含め、市政基本条例制定過程における議会との議論が、自治基

本条例の必要性を議会を含め自治基本条例制定に関わるアクターの間で理解・共有するこ

とにつながり、市政基本条例の成立に大きく寄与していると発言していることからもあき

らかであるといえよう。議論というアクター間の相互作用がアクターの学習となり、アク

ターの知識を臨界値まで高め、アクターに自治基本条例制定の必要性を認識させていると

みることができる。 

３ 所沢市議会基本条例 

http://www.city.tokorozawa.saitama.jp/shigikai/aramashi/gikaikihonjyourei/gikaik

ihonjourei/files/jyorei25-1.pdf （2013.10.13. 情報取得）。 

所沢市議会基本条例の趣旨及び解釈 

http://www.city.tokorozawa.saitama.jp/shigikai/aramashi/gikaikihonjyourei/gikaik

ihonjourei/files/syusi_kaisyaku25-1.pdf （2013.10.13. 情報取得）。 

４ 所沢市議会基本条例 

http://www.city.tokorozawa.saitama.jp/shigikai/aramashi/gikaikihonjyourei/gikaik

ihonjourei/files/jyorei25-1.pdf （2013.11.26 情報取得）。 

５ 所沢市自治基本条例 

http://www.city.tokorozawa.saitama.jp/shiseijoho/keikaku/machidukurijorei/jitiki

honnjyoureijyoubun/files/jitikihonjourei.pdf （2013.11.26 情報取得）。 

６ 栗山町自治基本条例 

http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/docs/2013040200017/files/jichikihon_ordinan

ce.pdf （2013.11.26 情報取得）。 

７ 栗山町議会基本条例 

http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/gikai/activity/file/a_001.pdfhttp://www.tow
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n.kuriyama.hokkaido.jp/gikai/activity/file/a_001.pdf  （2013.11.26 情報取得）。 
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終章 - 自治基本条例のめざすべきもの 

 

第１節 二元代表制と自治基本条例 

 

 自治基本条例は、現職首長にとってアクセサリー条例であるか否か、あるいはそのこと

自体を認識しているか否かを問わず、少なくとも議会の意向など、環境が整っているので

あれば、少なからず制定を試みたい条例であるといえるかもしれない。首長選挙において、

条例制定をマニフェストに掲げる場合もある １。一方、議会と長の間の信頼関係が欠如し

ている場合、自治基本条例の提案が自治体政府を構成する議会と長の間の混乱を避けるた

め、長は議会への自治基本条例の提案を行わない場合もあり得るであろう。 

しかし、自治基本条例は、第１章第２節においてもみたように、自治体が自らつくる「市

民の権利と、自治体運営の全体像について、その基本となる仕組みや方針」を成文として

可視化する最高規範として、その制定が求められている。そして、自治基本条例が自治体

の最高規範として位置づき、議会基本条例は、その関連条例であるととらえることができ

る。一方、これら２つの条例は、相互にその制定・運用の環境を整える可能性がある。 

2010 年以降、第４章第２節においてみてきた議会基本条例先行型自治体であれば、議会

基本条例の制定・運用が議会を含めた自治のあり方を豊かにし、議会の市民や長に対する

許容度を向上させることになる。会津若松市議会のように「自治基本条例制定に関する決

議」を行うことで、長の自治基本条例制定の取り組みを支援することも十分に想定できる

得るものとなる ２（会津若松市議会 2014：5,11）。  

 逆に、自治基本条例の制定は、その制定過程、及び運用過程において、長だけではなく

市民や議会に対しても、自らの役割と市民、議会、長という３者の役割と関係性を再認識

させることになる。このことは、自治基本条例の制定・運用が、議会基本条例の制定、改

正、運用を促す環境を整えることでもあるとみることができる。 

  そこでは、市民、議会、長という３者の話し合い、対話力が求められてくる。また、市
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民間、議員間、長と職員、職員間においても、そのような場を意識的に作ることが必要と

なろう。 

 二元代表制は、世界の地方自治制度の中でも、少しづづ拡がりをみせているものの後発

の少数派である(山下 2010:489)。また、自治の取り組みや自治体改革は第２章第２節１

(２)１アにおいてもみたように 1960 年代から進められてきた。しかし、議会改革や議会

改革を含む自治体改革の取り組みは 2000 年分権改革以降において顕在化し、現状は模索

の段階にあるといえよう。議会改革は議会基本条例に基づくもの、あるいは基づかないも

のも含めて、さまざまな取り組みが進められている ３。もちろん、長を先頭に進められる

行政改革も従来から継続して取り組まれている。このような中、自治体は二元代表制をど

のように具体化していくのか ４、自治基本条例がその内容を可視化する役割を担うことに

なる。 

 

第２節 自治基本条例の制定効果と活用法 

 

１ 自治基本条例の制定効果 

 

（１）制定過程からみた制定効果 

 

 はじめに、自治基本条例の制定過程から演繹的に条例の制定効果を確認する。条例制定

による自治の再定義は、条例による信託内容の成文化・可視化というプロセスを通して、

市民に自治の自己化（＝基本法としての自治基本条例を自らつくり自治を進めるという自

治意識の醸成）と、条例の自己化（＝自治基本条例を尊重するという規範意識の醸成）を

促すことになる（田中 2013a:97）。これらは、自治基本条例の制定過程から見た制定効果

とみることができよう。 
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（２）運用過程から見た制定効果 

 

自治基本条例の運用により、関連政策の制度化・施策化・事業化が図られるという効果

がある。いま１つ、関連政策の制度化・施策化・事業化をとおして、市民、議会、長、職

員というアクターの活性化がみられるという効果がある（田中 2013a:97）。もちろん、潜

在的にあるいは別の面で顕在的にそれぞれのアクターがすでに活性化していたというこ

とが考えられないわけではないが、自治基本条例の制定を契機として、いっそう各アクタ

ーは活性化したとみることができる。ニセコ町まちづくり基本条例制定後 13 年を経過し

た現在、町の審議会等の場において従前にも増して市民が活発に活動していること（木

佐・加藤：2012:28-29）や、飯田市自治基本条例制定６年経過後も、議会による行政評価

を実施するなど議会が活発に活動していることが、その典型である。 

 

（３）二元代表制からみた自治基本条例の制定効果 

 

 日本の二元代表制のもとにおいては、市民は議会と長にそれぞれに自らのもつ自治の権

限の一部を信託している。そして、自治体の政策過程において特徴的なことは、１つには、

長は予算編成権、条例提案権、執行権などの大きな権限をもつということである。いま１

つは、議会は予算編成権と執行権を除けば、日常的には、その権限を網羅して所有してい

るということである。これらの信託された権限は、議会と長が交互にあるいは並行して同

時に行使する仕組みになっているということである。 

 このことは、なにを意味しているのであろうか。長が占有する予算編成権や執行権に対

しても、議会は同時ないしは前後に位置する議会の権限である地域課題発見・選択肢検

討・立案権、決定権、評価権をもつことで、かなりの影響力を長に対して与えることがで

きるのではあるまいか。二元代表制から見た自治基本条例の制定効果ととらえることがで

きよう。しかし、このことは議会と長の権限が拮抗していていることを示すものでもあり、
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そこでは憲法や地方自治法関連法だけで、自治の円滑な運用が担保されるとは限らない。

第３章第４節１（２）においてみた阿久根市や名古屋市の事例のように、議会と長の間の

市民をも巻き込んでの混乱が見られる場合もある。自治基本条例を制定し、これら３者の

関係性を規定しておくことは、議会と長の間の市民を巻き込んでの混乱という二元代表制

の国法・制度上の弱点を補完・強化し得るものである。 

 

２．自治基本条例の活用法 

 

しかし、自治基本条例の制定や運用にあたっては、異なるアクター間での議論が必要に

なるということもあり、条例の制定にかかわる各アクターは慎重になることもあろう。自

治基本条例の制定動機には、第３章第４節１においてみたように、これまでの市政改革の

取り組みを自治基本条例という基本法で担保しようとする場合と、自治基本条例づくりを

スタートに、自治体改革を進めていこうという場合がある。後者の場合、長や職員のみな

らず議会も自治基本条例の制定や運用に慎重になることが考えられる。前者の場合であっ

ても長主導の市政改革が進められていたような場合には、議会が慎重になることも考えら

れよう。 

望ましいのは、少なからず自治基本条例が制定されている自治体が、自治基本条例の制

定過程において実践しているように、参加についての規定など自治基本条例に位置づけら

れるであろう内容について、条例は制定されていなくとも制定されているものとして、そ

の制定過程において実践することである。その経験を踏まえたうえで、自治基本条例制定

後においても、条例の内容を正確に運用していくことが期待される。正確に運用するとは、

単に条例を施行するという狭義の意味での運用ということだけではなく、より積極的に自

治基本条例の制定趣旨を踏まえた上で必要に応じ、基本条例の改正や関連条例の制定、そ

して計画化や事業化をすすめるということである。 

議会そして長は、自治基本条例に定められた規範内容を、自治基本条例の改正により、
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あるいは関連条例の制定により具体的に担保すること。計画化することで（計画を議決事

項とすることも含めて）自治基本条例に基づく取り組みの内容とそのスケジュールを可視

化すること。そして、その取り組みにあたり組織・人員・予算などの投入可能資源につい

ても議会ないし長としての姿勢を示すことが必要であろう。そうすることで、議会ないし

長の本気度を他のアクターに示すことができる。 

前述したように、議会の大きく幅広い権限は、長のもつ組織力、人員、財源という巨大

な資源を投入する権限を統制するという意味合いからも、市民の目線に立つ十分な議論を

経て、その権限が行使されていくことが求められる。そのためには、議会への市民参加や

専門的知見の作用が不可欠である。いま議会には、失敗を恐れず議論のヒロバをつくり、

試行錯誤を重ねていくことが求められている。 

もちろん、自治基本条例を活用する主体には、政府関係者である議会や長だけでなく、

市民が含まれる。市民が自治基本条例を活用する場合にも、上述した政府関係者への指摘

があてはまる（田中 2013a：60-61）。自治体運営の基本法である自治基本条例の有無と運

用の差は、自治体の権限が増大する今日、それぞれの自治体に大きな差異をもたらすこと

になる。 

 

第３節 自治基本条例の制定・運用にかかわる促進要因の構造 

 

 第３章第２節２（３）において示したニセコ町まちづくり基本条例と多治見市市政基本

条例という２つの事例においては、自治基本条例の制定を促進するものとして段階的措置

の有効性が示されている。そして、条例制定後においても条例改正や関連条例の制定、条

例に基づく制度設計、具体的な事業実施など、条例の段階的な進展・内実化がみられる。 

しかしながら、経過措置にも限界があるであろう。そもそも全国自治体の基本条例のな

かには、大和市自治基本条例のように条例制定後、その運用が停滞する場合も見られる 5。

それでは、段階的措置という自治基本条例制定の促進は、どのように起動するのであろう
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か。本稿で取り上げたニセコ町まちづくり基本条例と多治見市市政基本条例の２つの事例

において共通してみられることは、自治基本条例の制定過程においては、第３章第２節２

（３）において示し、第４節１においても後述するように、真剣な議論が行われたという

ことである。地方分権の進展などの社会の変容を触媒としながら、アクター間の真剣な議

論をとおして、自治基本条例の制定を促進したとみることができる。 

一方、大和市の事例は、自治基本条例の制定後、あらたに当選した首長の自治基本条例

についての議論不足を推察させ、議論不足の段階で自治基本条例の運用が停止されたとみ

ることができる。 

図表５－１に示すように、議論というアクター間の相互作用がアクターの学習となり、

アクターの知識を臨界値まで高め、アクターに気づきを与え、さらにはアクター間の体質

改善を実現させるに至っているとみることができよう 。議論は、アクター間の社会関係

資本の形成にもつながり、その社会関係資本の形成、信頼や社会的有効性感覚の醸成が、

アクターの気づき・体質改善にもつながっているとみることができる。もちろん自治体や

国だけでなく、他のすべてのアクターも、自らや他のアクターの組織文化や職員の行動様

式を見直すことなく是とするのではなく、信託者であり主権者である市民の視点から従来

の組織文化や行動様式を再考し変容させていくことが求められているといえる。 

 寄本勝美は、清掃事業における職員参加の意義について、①現場の意見や工夫の反映、

②計画と職員との精神的なきづなの強さ、③利害の建設的な自己統制、④清掃事業への視

野の広まり、⑤計画の実効性の大きいこと、⑥職場が明るくなり、職員の和も広まったこ

とあげている。このうち、②の「計画と職員との精神的なきづなの強さ」については、「つ

くられた「基本計画」は、職員にとっては、もはや上や他人からおろされてくるものに単

に自分が従うというものではない。自分たちもその作成の一翼を担ったという参加感や有

力感、計画をつくる者とその計画を実施する者との心のきづなの強さがいかに貴重なもの

であるかは、言をまたない」としている。また、③の「利害の建設的な自己統制」につい

ては、「その一方では、職員は自分たちに対して一種の厳しさを求められることにもなっ
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ていた。職員は、自己の正当な労働上の権利は守っていかなければならないが、他方で、

直営事業の真価を発揮するためには、付帯業務の進め方や市民とのつながりの面などで、

なにをどうあらためていかねばならないのかという問いかけを自分自身にせざるを得な

くなった。こうした宿題に対して「ゴミ研」で職員たちが積極的に答えた回答は、清掃マ

ンとしてのモラルを高めるとともに、自分たちの納得のいく労働条件のもとで、自分たち

の労働の社会的な価値を高めていくために清掃事業の仕組みや仕事の進め方を改善して

いこうとする基本計画書での提案によくあらわれている」とする（寄本 1990:130-132）。 

 この寄本の指摘は、自治基本条例の制定とは異なるケースではあるが、真剣な議論が、

学習効果機能を果たし、気づきと体質改善を果たし、図表５－２に示した自治基本条例の

制定を阻害するであろう構造を克服することにつながり得ることを示していると見るこ

とができよう（図表５－１参照）５。 
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図表５－１ 自治基本条例の制定・運用にかかる要因を起動させる構造 
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図表５－２ 自治基本条例の制定を阻害するであろう構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                           (筆者作成) 

 

第４節 議論の効用、気づき、体質改善 

 

１ 議論の効用 

 

 では、真剣な議論は、どのようにして自治基本条例の制定を促進したのであろうか。社

会の構成員は多様であり、それぞれが多面性を持つ。このことは、社会の構成員である自

治基本条例の制定に関わるアクターも多様であり多面性を持つことを示している。 

 このように多様で多面性を有するアクターが自治基本条例の制定という合意に至るた

めには、議論が必要である。地域課題への危機意識の存在を前提に、持続可能な地域社会

の実現に向けた真摯な議論は、アクター間において、さまざまな価値観をもつアクターそ
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誤認情報 
消極性 

長の任期に 

対する脆弱性 

外部の圧力

に対する 

脆弱性 

議論の未熟 

市民参加への未熟・連携の未熟 

力量不足 

長の交代に 

対する脆弱性 

危機意識 

の欠如 

疑念 
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れぞれの事情を乗り越え、自治基本条例の制定を促進させるのである。議論には、自己の

主張をするだけではなく、他者の声を聴くことで、自らの内省に拡がりと深みをもたらす

ことができる。併せて、他者の主張をより深層からひきだし、自己と他者の関係をつなぎ、

そのつながりをより広くより深く発展させる可能性を秘めている。 

 この点については、多治見市市政基本条例の制定にかかわった当時の西寺雅也市長や当

時の担当課長で現在企画部長の青山崇は筆者の行ったインタビューやアンケートに対し

て、多治見市市政基本条例の前段に位置する多治見市自治体基本条例案での審議過程にお

ける議会との議論も含め、市政基本条例制定過程における議会との議論が、自治基本条例

の必要性を議会を含め自治基本条例制定に関わるアクターの間で理解・共有することにつ

ながり、市政基本条例の成立に大きく寄与していると発言していることからもあきらかで

あるといえよう。議論というアクター間の相互作用がアクターの学習となり、アクターの

知識を臨界値まで高め、アクターに自治基本条例制定の必要性を認識させているとみるこ

とができる ６。 

 

２ アクターの気づきと体質改善 

 

  西尾勝は、「自治・分権再考－地方自治を志す人たちへ」（西尾 2013）において、機関委

任事務の廃止はこうした行政文化の体質改善まで含めて、目に見える効果をただちにもた

らすものではない。その意味で第１次の分権改革は、徐々に「体質を変える漢方薬のよう

なもの」だと位置づけられているとする。そして、改革の薬効を確かにするためには、な

によりも自治体が実際、自主的な法令解釈や条例制定に取り組み、また、広くこれまでの

行政文化をあらためるなんらかのしかけを打ち出すことが必要になるとしている（西尾

2013:128）。 

 このことは、2000 年分権改革以降の分権改革により、分権の制度的枠組みは整いつつあ

るものの、その枠組みを自治体が十分に、とらえようによってはほとんど活用していない
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ことへの第一次地方分権以来、あるいはそれ以前から地方分権に取り組んでいる地方分権

推進者のもどかしさをあらわしている。 

 また、西尾は、「もっともかねてから「機関委任事務体制」という言葉が使われている

とおり、機関委任事務は法制度上の仕組みにとどまらず、国と自治体を通じた行政運営の

あり方全般におよぶ問題を引き起こしてきたといってよい。つまり、国が機関委任事務ば

かりか自治事務についてまで、通達を乱発する一方、自治体も判断に窮すれば事務区分の

別に関係なく国にお伺いを立て、その回答を「行政実例」として押していただく。そうし

たいわば、「通達行政」と「伺い行政」が相互浸透する行政文化が戦後連綿とかたちづく

られるうえで、機関委任事務の存立がモデルの役割を果たしたといえるからである」（西

尾 2013:127）とする。このことは、克服すべき自治体と国の組織文化、そして克服すべき

職員の行動様式を示唆しているといえよう。 

 さらに自治体と国、そしてそれらの職員にはもちろんのこと、他のすべてのアクターに

は、自治体や国のこれまでの組織文化や職員の行動様式を見直すことなく是とするのでは

なく、信託者であり主権者である市民の視点から従来の組織文化や行動様式を再考し変容

させていくことが求められている。そのことが、「市民の権利と、自治体運営の全体像に

ついて、その基本となる仕組みや方針」を成文として可視化する、自治体の自律を支える

必須のものとして制定が求められている自治基本条例の制定環境を整えることになる。そ

して、自治基本条例をすべてのアクターが十分に活用する条例とすることにつながる。 

 

第５節 残された課題   

 

 自治基本条例が規範力を高めるためには、市民と議会と長という３者の関係性について、

条例の中に一定程度具体性をもって明定することが必要となる。また、自治基本条例と関

連条例を一体として運用することで、自治基本条例の実効性を担保しようとする「総合型

自治基本条例」という考えも示されている(神原 2008:186-187)。 
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全国自治体において、自治基本条例のめざす市民自治とそれによる幸福感のある地域社

会の実現に向け、想像力豊かな探求による新たな発見を伴いながら、自治基本条例の制定・

運用がどのように展開されるのか ７、さらなる検証を今後の課題としたい。 

注 

                                                   
１ 例えば、神奈川県の松澤知事は、２期目の知事選挙において、自治基本条例をはじめ 12

の条例制定をマニフェストに掲げていた。 

２ 執行部に対して、自治基本条例制定に向け（中略）一層の取り組みを求め、議会との情

報共有に努めるべきである旨の決議が行われている。 

３ 廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム（編）『議会改革白書』(生活社)の各年版には、さ

まざまな議会改革の取り組みが紹介されている。 

４ 自治体議会と二元代表制については、高沖(2013)を参照。 

５ 地方分権時代の市民、議員、長、職員の意識については、小林・中谷・金(2008)を参照。 

６ 三田(2013:275-276) は、政策学習による政策転換を主張する論者の先行研究を紹介して

いる。 

７ R・H・ダールは、「発見は、想像力豊かな探求がなければ生まれない」（R・H・ダール

2012:263）とする。 
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あとがき 

 

筆者は、全国自治体のなかでも極めて普通の自治体の職員として 36 年余の歳月を過ご

してきた。そこでは、首長の交代や議会の議員構成の変動により政策の内容が変動してき

た。ときには、そのような変動がなくとも政策の内容が変動してきた。それらの変動があ

るたびに、それはなぜかという素朴な疑問を抱いてきた。そのなかには、政治的主権者で

ある市民と市民の信託に基づく政府機関としての議会や首長との関係、議会と首長の関係、

議会内部の関係なども含まれていた。 

そのような日々を送る中、筆者の勤務する自治体においては、自治基本条例を制定する

ことになる。筆者は、それを担当する職にあった。自らの前段に示した疑問に対する回答

を模索することも含め、微力ながら全力で自治基本条例の制定に取り組んだ。自治基本条

例は成立したものの、この疑問に対する回答の全てを得るまでには至らなかった。むしろ、

いっそう広く深い課題となっていた。また、全国自治体における自治基本条例の制定状況

は、後発の議会基本条例との比較において必ずしも順調な伸びをしているとはいえない状

況にあった。それはなぜかという疑問も湧いてきた。 

今日の市民自治・地方政治・地方議会・地方行政がめざす方向性、地域社会の構造をと

らえるためには、その起点として自治基本条例の必要性と自治基本条例の制定が広がる環

境をあらためて模索することが必要であると考えた。もとより身に余るテーマではあるが、

本稿で途上の結節としてとりまとめることをめざしたものである。 

自治基本条例は多くの先達の試行錯誤そして悪戦苦闘する自治の取り組みを経て、一つ

の結晶として開花したものである。その取り組みの時代性や地域性をとらえることは、つ

ねに難しい課題であった。 

さらに、筆者は、勤務自治体において自治基本条例の運用をとりまとめる部門の責任者

の立場に現在もある。自治基本条例に対しては、わが子のような想いを持っている。ゆえ

に、当事者特有のプラス・マイナスのバイアスは拭いきれないであろうが、努めて、冷静



  
 

144 
 

かつ客観的に分析記述したつもりである。 

自治基本条例の制定と運用にかかわった一人の自治体職員の拙稿が、自治基本条例の制

定と運用にひろがりをもたらすことを願っている。 

 

  


